
評価
対象

基本目標１ 充実した幼児期の教育・保育の 提供
(1)幼児期の教育・保育の提供

① ※
幼稚園・認定こども園におけ
る教育の実施

満３歳から小学校就学までの子どもに対して、年齢に相
応しい適切な環境を整え、心身の発達を助長するため、
幼児教育を行います。
今後は、幼児教育の無償化や新制度移行を検討してい
る幼稚園について、適切な対応に取り組みます。

こども保育課
量の見込み及び、
提供体制の目標
に基づく評価

新制度幼稚園移行園　４園
（うち１園認定こども園移行）
認定こども園移行園　５園
新制度幼稚園及び認定こども
園移行に対し、対応しました。

Ｂ：7割以上9割未満

引き続き、新制度幼稚園または認
定こども園への移行を検討してい
る幼稚園等からの相談を随時受
け付けます。

令和4年4月から八幡台幼稚園が新
制度幼稚園へ移行しました。
令和5年度から新制度幼稚園または
認定こども園への移行を検討してい
る幼稚園等からの相談に対応しまし
た。

引き続き、新制度幼稚園または認
定こども園への移行を検討してい
る幼稚園等からの相談を随時受け
付けます。

令和5年4月から第二みどり幼稚
園が新制度幼稚園へ移行、うみま
ち保育園、畑沢幼稚園が認定こど
も園に移行した。
令和6年度から新制度幼稚園ま
たは認定こども園への移行を検
討している幼稚園等からの相談
に対応した。

引き続き、新制度幼稚園または認
定こども園への移行を検討して
いる幼稚園等からの相談を随時
受け付ける。

令和7年度から新制度幼稚園へ
の移行を検討している幼稚園等
からの相談に対応しました。

② ※
保育園・認定こども園におけ
る保育の実施

保護者の就労や疾病その他の理由等で、０歳から就学
前の保育が必要な子どもに対して、保育の必要性につ
いて認定し、保育を行います。
１歳や２歳、３歳クラスから待機児童が生じていることか
ら、適切な保育の提供が行なえるよう、保護者や各保育
施設との調整を図ります。また、保育の無償化に伴い、
適切な対応に取り組みます。

こども保育課
量の見込み及び、
提供体制の目標
に基づく評価

新規保育施設
認可保育所　　　　　１園
小規模保育事業所　５園
保育士修学資金貸付事業　借
受人　２６人（継続含）
新規保育施設開園等により保
育の提供体制を確保していき
ました。

Ｂ：7割以上9割未満

令和4年度4月からスクルドエン
ジェル保育園アクアゲート（利用
定員７０名）及びソフィアキッズ保
育園コスモ（利用定員１９名）、ソ
フィアキッズ保育園オーラ（利用
定員１９名）オーキッド千束台保育
園（利用定員１９名）が新規開園し
ました。
引き続き保育のニーズを把握しつ
つ保育の提供体制を確保してい
きます。

令和4年度4月からスクルドエンジェ
ル保育園アクアゲート（利用定員７０
名）及びソフィアキッズ保育園コスモ
（利用定員１９名）、ソフィアキッズ保
育園オーラ（利用定員１９名）オー
キッド千束台保育園（利用定員１９
名）が新規開園しました。

引き続き保育のニーズを把握しつ
つ、待機児童を解消するため、保
育士資格の取得を目指す学生に
対して修学資金の貸付を行い、市
内の保育施設に従事する人材の
確保や、民間保育園における保育
士の処遇の改善のため賃金上乗
せ措置を行います。

令和５年４月から畑沢幼稚園（保
育定員39人）が保育部分の定員
設定を行った。
保育士資格の取得を目指す学生
９人に対して修学資金貸付を行っ
た。

引き続き保育のニーズを把握し
つつ、待機児童を解消するため、
保育士資格の取得を目指す学生
に対して修学資金の貸付を行い、
市内の保育施設に従事する人材
の確保や、民間保育園における保
育士の処遇の改善のため賃金上
乗せ措置を行っていく。

令和6年４月から高柳幼稚園（保
育定員30人）が保育部分の定員
設定を行った。
保育士資格の取得を目指す学生
20人に対して修学資金貸付を行
いました。また、引き続き民間保
育園における保育士の処遇の改
善のため賃金上乗せ措置を行い
ました。

(2)保育環境 ・幼児教育環境の充実

① ※ 保育園施設の管理等

市立保育園については、施設の適切な管理を行い、民間
保育園については、施設の適切な保育環境の整備を図
るために、必要な支援・協力をする事業です。
経年による市立保育園の老朽化が進んでいることから、
今後は、建替え等の検討を含め、保育環境の整備に取り
組みます。

こども保育課
保育施設の改修
状況(件数）

①改修状況：０件 ①改修状況：２件

民間保育施設について、新規
開設園に対し、建設に係る費
用に対して一部補助を行い、
老朽化が進んでいる施設に対
しては、改修に係る費用の一
部を補助しました。

公立保育施設について、保育
環境の整備のため必要な軽微
の改修を行いました。また、安
全確保のための管理や長寿命
化等、建物の現状を把握し、今
後の方向性と対策の方針を示
す計画として公共施設等個別
施設計画を策定しました。

民間保育施設　改修
等　７園

Ａ：9割以上

施設の耐震強度不足で休園して
いる鎌足保育園の運営方針を検
討します。
公立保育園として運営する桜井
保育園及びわかば保育園の保育
環境の整備に取り組みます。

令和5年3月末日をもって鎌足保育
園を閉園することとし、記念誌の発
行、及び写真の展示を行ないまし
た。
また、子供を安心して預けられる施
設を整備するため、認定こども園木
更津むつみこども園の園舎改築の補
助を行いました。

公立保育園として運営する桜井保
育園及びわかば保育園の保育環
境の整備に取り組みます。

公立保育施設の安全確保のため
の管理や長寿命化等、建物の現
状を把握し、今後の方向性と対策
の方針を示す計画として公共施
設等個別施設計画を策定した。ま
た、子供を安心して預けられる施
設を整備するため、社会館保育園
の空調設備工事に対し補助を
行った。

公共施設等個別施設計画に沿っ
て桜井保育園及びわかば保育園
の保育環境の整備に取り組んで
いく。

公共施設等個別施設計画に沿っ
て桜井保育園及びわかば保育園
の保育環境の整備に取り組みま
した。また、子供を安心して預け
られる施設を整備するため、久津
間保育園の冷暖房工事及び施設
改修工事に対し補助を行った。

② 新規 保育園業務のＩＣＴの活用

ＩＣＴを活用し、保育業務や給食栄養管理業務の負担軽
減及び効率化を推進する事業です。これらのシステムの
活用により、更なる児童の安心・安全及び保育の質の向
上をはじめ、食育の内容の充実、情報管理の整備を図り
ます。

こども保育課 導入園数 導入状況：０件 導入状況：2件

保育に関する計画・記録や保
護者との連絡、子どもの登降
園管理等の業務のICT化を行
うために必要なシステムの導
入費用及び通訳や翻訳のため
の機器の購入、睡眠中の事故
防止対策に必要な機器等の備
品の購入、送迎用バスへの置
き去り防止のためのブザーの
設置に対し、一部を補助しまし
た。

保育所等におけるＩ
ＣＴ化推進事業　民
間１４園　公立２園
通訳や翻訳のための
機器の購入 １園
睡眠中の事故防止
対策に必要な機器等
の備品の購入　民間
２園　公立２園
送迎用バスへの置き
去り防止のためのブ
ザーの設置　３園

Ａ：9割以上
保護者の利便性を高めるため、行
事等のお知らせなどもシステム内
の機能を活用します。

久津間保育園にて、園児の登園や降
園の時間や出欠を管理する登降園
管理システムの導入、ゆりかご保育
園にて、外国語を翻訳してくれる翻
訳システムの導入、ソフィアキッズ保
育園アクア・マリン・コスモ・オーラに
て、保育中の事故防止のため、園児
のお昼寝の様子を自動で記録し、う
つぶせ寝の状態等をお知らせする午
睡管理システムの導入に対して、補
助を行いました。

市内民間保育園に対して、睡眠中
の事故防止対策に必要な機器の
備品の購入及び送迎用バスへの
置き去り防止のためのブザーの設
置等に必要な経費の補助を行い
ます。

ふくた保育園、ソフィアキッズ保
育園アクア・マリン・コスモ・オーラ
にて、園児の登園や降園の時間
や出欠を管理する登降園管理シ
ステムの導入に対して補助を行っ
た。

市内民間保育園に対して、睡眠中
の事故防止対策に必要な機器の
備品の購入に必要な経費の補助
を行う。

スクルドエンジェル保育園アクア
ゲートにて、睡眠中の事故防止の
ため、園児のお昼寝の様子を自
動で記録し、うつぶせ寝の状態等
をお知らせする午睡管理システム
の導入に対して、補助を行いまし
た。

③ ※ 保育園職員の資質の向上

子どもを取り巻く家庭や環境の多様化に対応できる保
育士の育成・スキルアップに向けた施策です。
今後も、「保育所における質の向上のためのアクション
プログラム」に基づき、各研修会や研究会への参加を促
し、自己研鑽に努めるよう指導します。
また、市独自の研修会を開催するとともに、保育士の専
門性を高めるため、経験年数や本市の保育の状況に合
わせた研修計画を見直します。さらに、研修だけでは得
られない現場での経験等を保育の現場で共有すること
で、保育園における保育の質の向上を目指します。

こども保育課

アクションプログ
ラムによる研修
への参加状況、市
独自の研修会の
開催状況

①参加研修数２
０回
②研修参加者人
数７０名
③研修開催数1
回
④講座開催数６
回

①参加研修数３０
回
②研修参加者人
数100名
③研修開催数３
回
④講座開催数９
回

新型コロナウイルス感染症拡
大があり、令和２年度は実施
できず、令和３年度以降につ
いては感染拡大防止対策を講
じつつ講座を実施できた。
また、各研修についても、可能
な限り参加し、保育士のスキ
ルアップにつなげた。

参加研修数　8回
研修参加者人数
404人
研修開催数　7回
講座開催数　46回

Ｂ：7割以上9割未満

令和4年度の子育て講座も感染
拡大防止対策を講じつつ、対応可
能な方法で開催していく方向で準
備を進めます。
また、各研修についても、可能な
限り参加し、保育士のスキルアッ
プを図ります。

研修開催数   3回(木更津市保育施
設職員研修会1回、木更津市内保育
施設職員特別研修会（不適切保育）2
回）
研修参加者数 141人（木更津市保
育施設職員研修会46名、木更津市
内保育施設職員特別研修会（不適切
保育）一回目51人、二回目44人）
講座開催数 10回(離乳食講座4回、
子育て講座6回）
講座参加者数　167人（離乳食講座
大人29人・子ども19人、子育て講
座 大人57人・子ども62人）

令和5年度の子育て講座も感染拡
大防止対策を講じつつ、対応可能
な方法で開催していく方向で準備
を進めます。
また、各研修についても、可能な
限り参加し、保育士のスキルアッ
プを図ります。

研修開催数   2回(木更津市保育
施設職員特別研修会２回）
研修参加者数 141人（木更津市
保育施設職員特別研修会55名
（１回目）、木更津市保育施設職員
特別研修会51名（２回目））
講座開催数 16回(離乳食講座4
回、子育て講座13回）
講座参加者数　130組（離乳食講
座 30組、子育て講座　100組）

令和6年度の子育て講座も感染
拡大防止対策を講じつつ、対応可
能な方法で開催していく方向で
準備を進めていく。
また、各研修についても、可能な
限り参加し、保育士のスキルアッ
プを図る。

研修開催数   2回(木更津市保育
施設職員特別研修会２回）
研修参加者数 77人（木更津市保
育施設職員特別研修会48名（１
回目）、木更津市保育施設職員特
別研修会29名（２回目）
講座開催数 20回(離乳食講座5
回、子育て講座15回）
講座参加者数　231組（離乳食講
座 52組、子育て講座　179組）

④ ※
保育園・幼稚園等巡回相
談等巡回相談

木更津市内の幼稚園・保育施設等に所属する発達障害
のある又はその疑いのある児童の保育教育に関し、専
門職が施設を巡回し、施設での子どもの様子をみなが
ら、保育者等の支援と児童の特性にあった関わり方を助
言・指導する事業です。早期支援や保育・教育現場での
具体的な実践を支援するとともに、地域における発達支
援に関する認識を広げていきます。

こども発達支
援課

①実施園：9園
②回数：32回
③対象児：実53
人/延91人

市内の保育園、
幼稚園で巡回相
談の実施
（実施園　２６園）

市内のすべての
保育園、幼稚園で
巡回相談が展開
される

巡回相談の活用は各施設の希
望によるものだが、継続的に
活用されており、特定の担任
任せにせず、園全体で情報共
有・連携が定着してきていま
す。

R6実施園実績数：
４３園

Ｂ：7割以上9割未満

巡回相談後、関係機関ともより一
層連携を深めていく。また、新規
に開園した園へも巡回相談事業
を紹介していく。

①実施園：４１園
②回数：１５４回
③対象児：実４８６人／延８６３人
希望園及び対象児は増加しており、
園内だけで抱えこむのではなく巡回
相談を活用し、効果的な支援の実践
への意識が広がっています。

継続的に保育者等に対して、子ど
もの発達状況や適応行動の様子
を客観的に把握する方法の提示
や、具体的な関り方を共に考え、
連携を深めていきます。また、各
連携機関の専門性を活かした支援
へ「橋渡し」することでライフス
テージを通した「切れ目のない支
援」に取り組みます。

①実施園：  ４２園
②延回数：１７５回
定期的に巡回することにより、子
どもの成長を把握するだけでは
なく、保育者等と園の実態を踏ま
えた効果的な方策を検討し、園生
活で実践できる支援が広がって
きている。

集団場面で気になる様子がみら
れる子どもや対人関係上の課題
が見られる子どもなど、問題が起
こる前の気づきの段階での早期
発見と適切な支援に取り組んで
いく。また、回数に限りがあるの
で、他の支援を組み合わせるなど
して、保育者等が孤立することが
ないよう支援する。

①実施園：  ４３園
②延回数：１５９回
入園前から早期的に相談事業と
つながっている子も増え、園と支
援機関との連携が図られていま
す。巡回相談と合わせることで保
育者等が対応に自信を持ち、子ど
もが安心をして過ごせる支援体
制の構築がされてきています。

⑤ ※ 保育士・幼稚園教諭等研修会

木更津市内の幼稚園・保育園等に所属する発達障害の
ある又はその疑いのある児童の保育教育に関し、保育
者等が児童の特性にあった関わり方を学ぶ研修会で
す。研修会を開催することで、保育者等の資質向上と地
域における発達支援に関する認識を広げていきます。

こども発達支
援課

研修会の開催回
数　参加人数

年２回
1回目　135人
2回目　155人
　（H30年度の
状況）

年２回
200人以上の参
加者を維持

市内の幼稚園・保育園・学校・
児童通所支援事業所等、対象
職員を拡大して実施しました。
オンライン研修での録画配信
とし、職員の都合のよい日時
に視聴をできることで参加者
数の増加につながっていま
す。

R6年度実績数：
年1回
３４７人

Ｂ：7割以上9割未満
児童精神科医を講師にお願いし、
Web講座にて研修会を実施す
る。

『発達の気になる子どもたちの理解
と支援』を題目とし、児童精神科医を
講師としたweb講座を開催しまし
た。公開期間を2ヶ月半設けたこと
で４９５人の参加申し込みがありまし
た。

主体的に自分の知識や技術を向
上させたいという思いにより多く
応えるためWeb講座での研修会
を継続して実施します。

『子どもの心の受け止め方』 『子
どもを輝かせる関わり方』　を題
目にWebで２講座開催した。養
護学校教諭を講師としたことで
小学校からの参加者も多く、５２
６人の申し込みがあった。

オンライン研修は会場に足を運ぶ
ことがないという大きなメリット
があり、参加者も多いことから
Web講座を継続する。臨床心理
士に講師をお願いし、２講座開催
する。

『発達障害のキモチ』『大人のため
のこころがまえ』を題目にWebで
２講座開催しました。臨床心理士・
公認心理師の資格を持つを講師
とし、３４７人の参加がありまし
た。

⑥ ※
私立幼稚園の振興費補助事
業

市内の認可私立幼稚園に対し、子ども一人ひとりの成
長・発達段階に対応したきめ細やかな教育を行うため、
運営費の一部を助成する事業です。
今後も、施設運営の基盤強化及び教育環境の充実を図
り、幼稚園教育の振興に資するよう支援の充実に取り組
みます。

こども保育課
私立幼稚園の振
興補助事業の実
施状況と推移

①振興補助金交
付園数：12箇所
②交付金額：
4,933,000円

①振興補助金交
付園数：12箇所
②交付金額：
4,933,000円

市内の認可私立幼稚園に対
し、子ども一人ひとりの成長・
発達段階に対応したきめ細や
かな教育を行うため、運営費
の一部を補助しました。

対象施設:9園
交付金額：
3,345,000円

Ｂ：7割以上9割未満

施設運営の基盤強化及び教育環
境の充実を図り、幼稚園教育の振
興に資するよう支援の充実に取
り組みます。

対象施設:10園
交付金額：3,874,000円

施設運営の基盤強化及び教育環
境の充実を図り、幼稚園教育の振
興に資するよう支援の充実に取り
組みます。

対象施設:10園
交付金額：3,367,000円

施設運営の基盤強化及び教育環
境の充実を図り、幼稚園教育の振
興に資するよう支援の充実に取
り組んでいく。

対象施設:9園
交付金額：3,345,000円

第2期　木更津市子ども・子育て支援事業計画進捗管理シート　　

基本
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策
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基本
目標

施
策

事業
番号

施策項目 施策内容 担当課 評価の考え方

2期計画目標値 2期計画振り返り 令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画策定時（R元） 最終年度（R６）
振り返り結果

（計画目標値を設定していた場
合、その内容を踏まえ記載）

計画実績値 達成度 取組み内容 実績結果 取組み内容 実績結果 取組み内容 実績結果

資料１

※ こども保育課
就学相談や情報
共有の状況

小学校と情報共有を行うとと
もに、関係機関と連携し、個々
の発達状況に応じて、早い時
期から就学相談を行い、より
多くの子どもたちの発育・発
達に関する援助を実施した。

子どもの発達・発育
状況を踏まえ、就学
相談を実施
（令和６年度実績）

Ｂ：7割以上9割未満

就学支援を必要とする小学校入
学予定児童を把握するため、各幼
稚園、保育園と小学校の情報共有
を行うとともに、関係機関と連携
し、必要に応じて早い時期から就
学相談を行う等、より多くの子ど
も達の発育・発達に関する援助を
継続的に取り組みます。

就学支援を必要とする小学校入学予
定児童を把握し、小学校と情報共有
を行うとともに、関係機関と連携し、
必要に応じて早い時期から就学相談
を行う等、より多くの子ども達の発
育・発達に関する援助に取り組みま
した。就学先の見学をしたいという
ニーズが多くありました。

就学支援を必要とする小学校入学
予定児童を把握するため、各幼稚
園、保育園と小学校の情報共有を
行うとともに、関係機関と連携し、
必要に応じて早い時期から就学相
談を行う等、より多くの子ども達
の発育・発達に関する援助を継続
的に取り組みます。

就学支援を必要とする小学校入
学予定児童を把握し、小学校と情
報共有を行うとともに、関係機関
と連携し、必要に応じて早い時期
から就学相談を行う等、より多く
の子ども達の発育・発達に関する
援助に取り組んだ。就学先の見学
をしたいというニーズが多くあっ
た。

就学支援を必要とする小学校入
学予定児童を把握するため、各幼
稚園、保育園と小学校の情報共
有を行うとともに、関係機関と連
携し、必要に応じて早い時期から
就学相談を行う等、より多くの子
ども達の発育・発達に関する援助
を継続的に取り組んでいく。

就学支援を必要とする小学校入
学予定児童を把握し、小学校と情
報共有を行うとともに、関係機関
と連携し、必要に応じて早い時期
から就学相談を行う等、より多く
の子ども達の発育・発達に関する
援助に取り組んだ。就学先の見学
をしたいというニーズが多くあっ
た。

※ 学校教育課
就学相談や情報
共有の状況

こども発達支援課や健康推進
課、こども保育課等と連携す
ることで、早期から就学相談
を行うことができた。また、必
要に応じて各幼稚園、保育園、
療育園等と情報共有を行い、
子ども達の発育・発達に関す
る援助に取り組んだ。

Ｂ：7割以上9割未満

就学支援を必要とする小学校入
学予定児童を把握するため、各幼
稚園、保育園と小学校の情報共有
を行うとともに、関係機関と連携
し、必要に応じて早い時期から就
学相談を行う等、より多くの子ど
も達の発育・発達に関する援助に
取り組みます。

療育機関をはじめとする各関係機関
との情報共有や、各園との連携を緊
密化することで、よりきめ細やかな
引き継ぎを図りました。
また、就学支援における保護者との
相談をよりていねいに行うことで、
援助の充実を図りました。

就学支援を必要とする小学校入学
予定児童を把握するため、各幼稚
園、保育園と小学校の情報共有を
行うとともに、関係機関と連携し、
必要に応じて早い時期から就学相
談を行う等、より多くの子ども達
の発育・発達に関する援助に取り
組みます。

療育機関をはじめとする各関係
機関との情報共有や、各園との連
携を緊密化することで、よりきめ
細やかな引き継ぎを図った。
また、就学支援における保護者と
の相談をよりていねいに行うこ
とで、援助の充実を図った。

就学支援を必要とする小学校入
学予定児童を把握するため、各幼
稚園、保育園と小学校の情報共
有を行うとともに、こども発達支
援課を含む関係機関と連携し、必
要に応じて早い時期から継続し
て就学相談を行う。
また、入学後のフォローアップに
ついても、関係機関と連携を図
り、より多くの子ども達の発育・
発達に関する援助に取り組んで
いく。

療育機関をはじめとする各関係
機関との情報共有や、各園との連
携を緊密化することで、よりきめ
細やかな引き継ぎを図った。
また、就学支援における保護者と
の相談をよりていねいに行うこ
とで、援助の充実を図った。

⑦
幼稚園・保育園・認定こども
園と小学校の連携

子どもの生活と発達は、乳児期から幼児期を経て学童
期へと連続しているため、幼稚園・保育園と小学校の連
携を図り、子どもの育ちを支える事業です。
今後も、就学支援を必要とする小学校入学予定児童を
把握するため、各幼稚園、保育園と小学校の情報共有を
行うとともに、関係機関と連携し、必要に応じて早い時
期から就学相談を行う等、より多くの子ども達の発育・
発達に関する援助に取り組みます。

小学校と在園児
の発達状況に合
わせて就学相談
を行う。

幼稚園とより多く
の子どもの発達
に関する援助が
行えるよう研修
会を通して情報
交換が出来るよ
うな場の設定
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資料１

基本目標２　地域子ども・子育て支援事業の推進
(1)通所による事業

① ※
時間外保育事業（延長保育事
業）

保護者の就労形態の多様化、通勤時間の増加等に伴う
延長保育の必要性に対応するため、保育園で通常の保
育時間を延長して保育を実施する事業です（17時以降
保育を必要とする子ども）。
事業の提供体制を確保するため、職員の確保及びその
処遇の検討を行います。

こども保育課
量の見込み及び、
提供体制の目標
に基づく評価

①実施施設数：
18園
②児童数：平均
347名/月

①実施施設数：
20園
②児童数：平均
385名/月

新規保育施設が延長保育を実
施しているため、事業実施施
設数は増加した。
児童数については、公立保育
施設の民営化により数値が減
少した。

実施施設：29園
児童数：168名（公
立保育園のみ）

Ｂ：7割以上9割未満
保護者の保育へのニーズを把握
しつつ、各保育施設において引き
続き実施していきます。

実施施設：28園
児童数：146名（公立保育園のみ）

延長保育を実施する保育施設に
対し補助を行い、延長保育実施の
促進を図ります。
保護者の延長保育へのニーズを把
握しつつ、各保育施設において引
き続き実施していきます。

実施施設：29園
児童数：131名（公立保育園の
み）

延長保育を実施する保育施設に
対し補助を行い、延長保育実施の
促進を図る。
保護者の延長保育へのニーズを
把握しつつ、各保育施設において
引き続き実施していく。

実施施設：29園
児童数：168名（公立保育園の
み）

② ※
幼稚園・認定こども園での預
かり保育

幼稚園・認定こども園の教育時間終了後に、保護者の希
望に応じて時間を延長して教育活動を行う預かり保育
を、市内の全幼稚園で実施する事業です。
今後は、幼児教育・保育の無償化に伴う適切な対応に取
り組むとともに、延長保育へのニーズがある中で、保育
士の確保及びその処遇改善の検討を行います。

こども保育課
預かり保育実施
園

①実施施設数
幼稚園：12箇所
認定こども園：5
箇所

①実施施設数
幼稚園：12箇所
認定こども園：5
箇所

目標値17施設数に対し、合計
施設数の実績値は18施設数
となり、目標値を上回った。

幼稚園：8箇所
認定こども園：10箇
所

Ｂ：7割以上9割未満
預かり保育へのニーズを把握しつ
つ、預かり保育の確保をしていき
ます。

幼稚園：10箇所
認定こども園：9箇所

預かり保育を実施する新制度幼稚
園及び認定こども園に対し、補助
を行い、預かり保育の促進と児童
の福祉の向上を図ります。
預かり保育へのニーズを把握しつ
つ、預かり保育の確保をしていき
ます。

幼稚園：9箇所
認定こども園：10箇所

預かり保育を実施する新制度幼
稚園及び認定こども園に対し、補
助を行い、預かり保育の促進と児
童の福祉の向上を図る。
預かり保育へのニーズを把握し
つつ、預かり保育の確保を実施し
ていく。

幼稚園：９箇所
認定こども園：10箇所

③ ※ 一時預かり事業

保護者の就労や疾病その他の理由等による場合や、保
護者の入院等による緊急時等に一時的に保育を必要と
する子どもを対象に、地域子育て支援センターや保育園
等で一時預かりを実施する事業です。
子育て世帯の要望等に対応した施設や設備の充実を目
指し、環境整備に取り組みます。

こども保育課
量の見込み及び、
提供体制の目標
に基づく評価

①実施施設数：7
園
②延べ利用日
数：1806日

①実施施設数：8
園
②延べ利用日数：
2064日

実施施設数が増加し9園と
なったことに伴い、日数も
2,513日に増加した。

実施施設：9園
延べ利用日数：
2,513日

Ａ：9割以上
今後も引き続きニーズを把握しつ
つ、提供施設の確保等に取り組み
ます。

実施施設：9園
児童数：2,305名

一時預かり事業を実施する保育施
設に対し補助を行い、事業の実施
の促進を図ります。
今後も引き続き保護者の一時預
かりへのニーズを把握しつつ、提
供施設の確保等に取り組みます。

実施施設：9園
延べ利用日数：2,452日

一時預かり事業を実施する保育
施設に対し補助を行い、事業の実
施の促進を図る。
今後も引き続き保護者の一時預
かりへのニーズを把握しつつ、提
供施設の確保等に取り組んでい
く。

実施施設：9園
延べ利用日数：2,513日

④ ※ 放課後児童健全育成事業

保護者が就労等により、昼間家庭にいない小学生を対
象に、授業の終了後に適切な遊び場や生活の場を提供
する放課後児童クラブへの運営を支援する事業です。
放課後児童クラブの利用については、保護者会等によ
る運営に応じて必要な助言等を行い、本事業を支援しま
す。さらに、施設設備については小学校の余裕教室の活
用について検討を行います。

こども保育課
量の見込み及び、
提供体制の目標
に基づく評価

①放課後児童ク
ラブ実施施設数：
44箇所
②利用人数
1,359人
③一体型放課後
児童クラブの実
施状況　該当な
し

①放課後児童ク
ラブ実施施設数：
50箇所
②利用人数
1,500人
③一体型放課後
児童クラブの実
施状況

放課後児童クラブの拡充を
図ったことで、利用人数の増
加につながりました。

放課後児童クラブ
実施施設：59箇所
利用人数:1770人
(子ども子育て支援
交付金の報告児童
数）
一体型放課後児童ク
ラブの実施状況：該
当なし

Ａ：9割以上
引き続きニーズ量の把握及び対
応をしていきます。

放課後児童クラブ
実施施設：51箇所
利用人数:1482人
一体型放課後児童クラブの実施状
況：該当なし

放課後児童健全育成事業を実施
する事業者等に対し、補助を行
い、放課後児童健全育成事業の推
進を図るとともに児童の自主性、
社会性及び創造性の向上、基本的
な生活習慣の確立等を図り、その
健全な育成を図ります。
引き続きニーズ量の把握及び対応
をしていきます。

放課後児童クラブ
実施施設：54箇所
利用人数:1606人
一体型放課後児童クラブの実施
状況：該当なし

放課後児童健全育成事業を実施
する事業者等に対し、補助を行
い、放課後児童健全育成事業の
推進を図るとともに児童の自主
性、社会性及び創造性の向上、基
本的な生活習慣の確立等を図り、
その健全な育成を図る。
引き続きニーズ量の把握及び対
応をしていく。

放課後児童クラブ
実施施設：59箇所
利用人数:1770人
(子ども子育て支援交付金の報告
児童数）
一体型放課後児童クラブの実施
状況：該当なし

⑤ ※
子育て短期支援事業（ショー
トステイ事業）

保護者が病気や出産、出張等のため、子どもの養育が一
時的に困難になった場合に短期間預かる事業です。
児童虐待防止の観点及び保護者が安心して子育てがで
きるよう、事業の充実に取り組んでいきます。また、突
発的な対応については、対応スタッフの確保が難しいこ
ともあり、連携先と協議しつつ利用の充実に取り組みま
す。

子育て支援課
量の見込み及び、
提供体制の目標
に基づく評価

窓口での案内等により、年々
利用延べ数が増加

Ｂ：7割以上9割未満
引き続き、関係機関と連携し、家
庭の安定をはかっていきます。

17件4世帯からの申請があった。２
施設と連絡を取り合い対応した。

引き続き、関係機関と連携し、家
庭の
安定をはかっていきます。
対象年齢の拡大や里親ショートス
テイについて検討していきます。

37件6世帯からの申請があっ
た。2施設と連絡を取り合い対応
した。

引き続き、関係機関と連携し、家
庭の安定を図っていく。

57件8世帯からの申請があっ
た。2施設と連絡を取り合い対応
した。

⑥ ※ 病児・病後児保育事業

子どもが病気回復期や軽い病気の状態にあるため、保
育施設への登園ができない場合や、保護者の就労や疾
病その他の理由等により家庭で看護することができな
い場合に、子どもを保育する事業です。
病児保育のニーズが高まるなか、病児保育の対応施設
がないことから、今後、病児保育の受け入れ体制の確保
に向けて検討を行います。

こども保育課
量の見込み及び、
提供体制の目標
に基づく評価

①実施施設数：１
箇所
②利用人数（33
名/63名）

①実施施設数：１
箇所
②利用人数（33
名/63名）

令和４年度までは病後児保育
を実施する施設があったが、
現在、体調不良児対応型の事
業を実施する施設のみとなっ
ているため、病児・病後児保育
事業を実施する施設が無い状
況となっている。

病児・病後児保育施
設実施施設数：０か
所

体調不良型保育
実施施設数：4箇所
利用人数:1,193名

Ｄ：5割未満
病児保育のニーズを把握し、施設
の確保に向けて検討を行います。

病児保育
実施施設数：１箇所
利用人数：20名
体調不良型保育
実施施設数：4箇所
利用人数:757名

保育中に体調不良となった児童へ
の緊急対応する保育施設に対し、
補助を行い、病児保育事業の推進
を図り、児童の福祉の向上を図り
ます。
病児保育のニーズを把握し、施設
の確保に向けて検討を行います。

病児・病後児保育施設実施施設
数：０か所

体調不良型保育
実施施設数：4箇所
利用人数:1,046名

保育中に体調不良となった児童
への緊急対応する保育施設に対
し、補助を行い、病児保育事業の
推進を図り、児童の福祉の向上を
図る。
病児保育のニーズを把握し、施設
の確保に向けて検討を行う。

病児・病後児保育施設実施施設
数：０か所

体調不良型保育
実施施設数：4箇所
利用人数:1,193名

⑦ ※
子育て短期支援事業
（トワイライトステイ事業）

保護者が残業や休日の仕事等で帰宅が遅くなり、子ど
もの養育が困難な場合、夜間等に預かる事業です。
児童虐待防止の観点及び保護者が安心して子育てをし
ながら働くことができるよう、受け入れ施設と連携し、
事業の充実に取り組みます。

子育て支援課
事業の周知及び
受け入れ施設の
拡大

受け入れ可能施
設
１施設

受け入れ可能施
設
２施設以上

受け入れ可能施設をショート
ステイ事業と同じく２施設に増
加。

令和２年度より２施
設で受け入れ実施

Ｂ：7割以上9割未満

育児疲れから長期休み期間中の
利用が予想されるので、関係機関
と連携し家庭の安定をはかって
いきます。

12件2世帯からの申請があった。２
施設と
連絡を取り合い対応した。

引き続き、関係機関と連携し、家
庭の
安定をはかっていきます。
対象年齢の拡大や里親ショートス
テイについて検討していきます。

27件6世帯からの申請があっ
た。2施設と連絡を取り合い対応
した。

引き続き、関係機関と
連携し、家庭の安定を図って行
く。

28件6世帯からの申請があっ
た。2施設と連絡を取り合い対応
した。

⑧ ※ 休日保育事業

保護者の就労や疾病、その他の理由等で、日曜・祭日等
の休日に家庭での保育が困難な子どもを対象に、休日
に保育を実施する事業です 。
今後は、休日保育ニーズに対応した保育士の確保及び
その処遇改善の検討を行います。

こども保育課
休日保育実施園
と各園の内容

①実施施設数：2
園
②児童数：平均
58名/月

①実施施設数：2
園
②児童数：平均
58名/月

計画目標値である実施施設数
及び児童数に達しなかった。

実施施設数：1園
児童数：平均27名/
月
（R6見込値）

Ｃ：5割以上7割未満
休日保育ニーズに対応した保育
士の確保及びその処遇改善の検
討を行います。

実施施設：1園
児童数：平均59名/月

休日保育ニーズに対応した保育士
の確保及びその処遇改善の検討
を行います。

実施施設数：1園
児童数：平均38名/月

休日保育ニーズに対応した保育
士の確保及びその処遇改善の検
討を行う。

実施施設数：1園
児童数：平均27名/月

(2)訪問による事業

① ※
乳児家庭全戸訪問事業
（こんにちは赤ちゃん事業）

生後４ヵ月までの子どものいる全ての家庭を訪問し、子
育ての孤立化を防ぐため、様々な不安や悩みを聞き、子
育て支援に関する必要な情報提供を行い、支援が必要
な家庭に対しては、適切なサービスの提供に結びつける
事業です。
今後は、母子手帳発行時の子育て支援課連絡先登録の
徹底や地区担当保健師等による訪問をすることで、未
実施者の減少に取り組みます。また訪問指導員への研
修により、保健指導内容等質の向上に取り組みます。

健康推進課
量の見込み及び、
提供体制の目標
に基づく評価

①産婦訪問
1045人（実施率
99％）
②新生児訪問
961人(99％)
③未熟児訪問
111人（100％）

量の見込みより
932人

社会情勢の変化に対応し、感
染症対策等を講じながら対象
者が安心して訪問を受けられ
る環境を整えたことにより、９
割以上の訪問実施率を維持す
ることができた。必要な時期
に専門職が訪問することで適
切なサービスにつなげること
ができました。

①産婦訪問816人
（94.6％）、②新生
児訪問853人
（98.8％）、③未熟
児訪問95人
(100%)

Ｂ：7割以上9割未満

訪問先および訪問者の両者が安
心して事業を実施できるよう、感
染対策を継続して実施し、指導員
研修会も同様に実施していくもの
とします。

産婦訪問948人（98.1％）、新生児
訪問978人（96.6％）
コロナウイルス感染症の影響にて
キャンセルするケースはあったもの
の、ほとんどの対象者が訪問を希望
し、実施することができました。指導
員研修会においては、乳房ケアにつ
いての内容とし、より実践に役立て
る内容のものとしました。

新生児訪問を伴走型相談支援の
面接の場とします。面接後のアン
ケートを実施する中で産婦の困り
感を把握しきめ細やかに支援を行
ないます。

産婦訪問888人（97.8％）、新生
児訪問845人（97.7％）、未熟児
訪問80人(100%)
伴走型相談支援と一体的に実施
し、ほとんどの対象者が訪問を希
望し、実施することができた。訪
問指導員の研修会においては、
個人情報の取扱いや妊産婦の禁
煙支援、指導員の情報・事例共有
の場として3回実施し、より実践
に役立てる内容のものとした。
コロナ禍で見合わせていた里帰
り出産した母子に対し、主任児童
員による訪問支援を10月から再
開し、子育て支援を行った。

引き続き、伴走型相談支援と一体
的に実施し、安心して子育てがで
きるようきめ細やかな支援を行
う。

産婦訪問816人（94.6％）、新生
児訪問853人（98.8％）、未熟児
訪問95人(100%)
伴走型相談支援と一体的に実施
し、ほとんどの対象者が訪問を希
望し、実施することができた。訪
問指導員の研修会においては、
個人情報の取扱いやコミュニケー
ションスキル向上、指導員の情
報・事例共有の場として3回実施
し、より実践に役立てる内容のも
のとした。

② ※ 養育支援訪問

養育支援が必要な家庭に対し、保健師・保育士等がその
居宅を訪問し、養育に関する相談指導、助言その他必要
な支援を行い、家庭の抱える養育上の諸問題の解決、軽
減を図る事業です。
関係各課の連携をとり、事業の実施に向け取り組んでい
きます。

子育て支援課

実施に向けた体
制を整備したの
ち評価基準を設
定

令和2年度中に
実施に向け、協
議。事業の性質
上目標値の設定
は困難。

主に要保護児童、要支援児童
及び特定妊婦に対して、家庭
訪問を通じて専門相談支援や
育児援助を関係各課と連携を
とり実施しました。

Ｂ：7割以上9割未満

引き続き、要保護児童等を対象
に、居宅を訪問し相談助言を中心
に支援を行います。
ネウボラや健康推進課と連携し取
り組みます。

要保護児童、要支援児童及び特定妊
婦に対して、家庭訪問にて専門相談
支援や育児家事援助を子育て支援
課及び健康推進課で実施しました。
ケースに応じた課題に、支援機関や
支援方法、役割分担を決めて対応し
ました。
要保護児童児童等延112世帯、159
名
特定妊婦延1世帯、1名

昨年度に引き続き、要保護児童等
を対象に、居宅を訪問し相談助言
を中心に支援を行います。
ネウボラや健康推進課と連携し取
り組みます。

要保護児童、要支援児童及び特
定妊婦に対して、家庭訪問にて専
門相談支援や育児家事援助を子
育て支援課及び健康推進課で実
施した。ケースに応じた課題に、
支援機関や支援方法、役割分担
を決めて対応した。
要保護児童児童等 延173世帯、
257名
特定妊婦 延3世帯、4名

引き続き、要保護児童等を対象
に、居宅を訪問し相談助言を中心
に支援を行う。
健康推進課と連携し取り組んで
いくものとする。

要保護児童、要支援児童及び特
定妊婦に対して、家庭訪問にて専
門相談支援や育児家事援助を子
育て支援課及び健康推進課で実
施した。ケースに応じた課題に、
支援機関や支援方法、役割分担
を決めて対応した。
要保護児童児童等 延54世帯、
325名
特定妊婦 延10世帯、16名
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目標

施
策
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2期計画目標値 2期計画振り返り 令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画策定時（R元） 最終年度（R６）
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計画実績値 達成度 取組み内容 実績結果 取組み内容 実績結果 取組み内容 実績結果

資料１

(3)相談支援

① ※ 地域子育て拠点事業

子育てを行う環境が大きく変化する中で、家庭や地域に
おける子育て機能の低下、子育て中の保護者の孤立や
悩み等に対応するため、乳幼児及びその保護者が相互
の交流を行う場を開設し、子育てについての相談、情報
の提供、助言その他の援助を行う事業です。
今後は、既存事業の充実とともに、子育てに悩みを抱え
ながらも孤立してしまい、地域の子育て支援事業関係に
参加できない保護者の参加促進に取り組みます。

子育て支援課
量の見込み及び、
提供体制の目標
に基づく評価

わかば子育て支援センターで
は休日ひろばや公民館出張ひ
ろばなど、子育て世代の交流
や、親子が気軽に立ち寄り相
談できる場として利用が増加
している。また緊急一時預か
りの施設としての役割も担っ
ている。

Ｂ：7割以上9割未満

公立保育園での子育て支援拠点
事業を幅広い子育て世代が利用
できるような体制づくりに取り組
みます。

令和4年10月より、わかば子育て支
援センターを開設しました。
ひろば事業：利用者数 大人783人、
子ども883人、739組
一時預かり事業：利用者数 10人、利
用数 54回

公立保育園での子育て支援拠点
事業を幅広い子育て世代が利用
できるような体制づくりに取り組
みます。
また、令和5年度は、木更津市内
の子育て支援センターが合同で赤
ちゃんを対象にした木更津市子育
て支援センターぽんぽこベビー
フェスを開催します。

わかば子育て支援センターにお
いては「ぽんぽこベビーフェス」を
開催するなど、子育て世代の交流
を促進した。また、本事業を実施
する民間施設に対し、経費の一部
補助を実施した。

わかば子育て支援センターにお
ける「ぽんぽこフェス」の実施を中
心に、幅広い子育て世帯の利用
を促進します。また、引き続き民
間施設への補助を実施する。

わかば子育て支援センターにお
いては、「ぽんぽこフェス」を実施
し、市内の支援センターの垣根を
超え、子育て世帯の交流を促進し
た。公園で遊ぶ日や０歳児のみの
日を作り利用増につながった。ま
た、本事業を実施する民間施設に
対し補助を実施した。

健康推進課
量の見込み及び、
提供体制の目標
に基づく評価

子育て支援事業等の情報提供
や、成長発達や子育てに関す
る相談に応じるなどし支援を
行いました。今後はこども家
庭センターとして関係課と協
力し、引き続き切れ目ない支
援を行って行きます。

Ｂ：7割以上9割未満

利用者支援事業「基本型」と「母子
保健型」と連携体制が構築できる
ように、適時情報共有及び相互で
検討を行っていきます。

利用者支援事業「基本型」である、わ
かば子育て支援センターと「母子保
健型」きさらづネウボラ、及び関係各
機関と適時、情報共有及び連携を図
り、ケース支援を行いました。

引き続き、利用者支援事業「基本
型」と「母子保健型」及び関係機関
との連携をはかっていき、各ケー
ス支援及び事業展開においても切
れ目ない支援の構築を行ないま
す。

利用者支援事業「基本型」であ
る、わかば子育て支援センターと
「母子保健型」きさらづネウボラ、
及び関係各機関と適時、情報共
有及び連携を図り、ケース支援を
行った。

利用者支援事業「基本型」のわか
ば子育て支援センターと「こども
家庭センター型」の子育て支援
課、健康推進課とし、関係機関と
適時情報共有及び連携を図り、切
れ目ない支援の構築を行う。

こども家庭センターとして子育て
支援課や関係機関と情報共有し
適宜連携を図りながら切れ目な
い支援を行った。

子育て支援課
量の見込み及び、
提供体制の目標
に基づく評価

わかば子育て支援センターは
敷居の低い身近な地域の施設
として、育児相談や家庭訪問
等を、関係各課と情報共有等
連携をとり実施した。予防的
機能の役割を引き続き担って
いく。

Ｂ：7割以上9割未満

利用者支援事業「基本型」と「母子
保健型」と連携体制が構築できる
ように、適時情報共有及び相互で
検討を行っていきます。

利用者支援事業「基本型」である、わ
かば子育て支援センターと「母子保
健型」きさらづネウボラ、及び関係各
機関と適時、情報共有及び連携を図
り、ケース支援を行いました。

引き続き、利用者支援事業「基本
型」と「母子保健型」及び関係機関
との連携をはかっていき、各ケー
ス支援及び事業展開においても切
れ目ない支援の構築を行ないま
す。

利用者支援事業「基本型」であ
る、わかば子育て支援センターと
「母子保健型」きさらづネウボラ、
及び関係各機関と適時、情報共
有及び連携を図り、ケース支援を
行った。

利用者支援事業「基本型」のわか
ば子育て支援センターと「こども
家庭センター型」の子育て支援
課、健康推進課とし、関係機関と
適時情報共有及び連携を図り、切
れ目ない支援の構築を行う。

利用者支援事業「基本型」であ
る、わかば子育て支援センター、
「母子保健型」きさらづネウボラ、
こども家庭センター及び関係各
機関と適時、情報共有及び連携
を図り、ケース支援を行った。

(4)その他の事業

① ※

ファミリー・サポート・セン
ター事業
　（子育て援助活動支援事業
含む）

小学生までの児童を有する子育て中の保護者を会員と
して、児童の預かり等の援助を受けることを希望する者
と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動
に関する連絡、調整を行う事業です。
今後は、制度の仕組みを見直すとともに、実働できる提
供会員を増やすことで、利用者の増加に取り組みます。

子育て支援課
量の見込み及び、
提供体制の目標
に基づく評価

依頼会員に対して、提供会員
が少ない。
送迎や預かりは重要があるの
で提供会員を増増やすことは
今後も求められる。

Ｂ：7割以上9割未満

昨年度に引き続き、新型コロナウ
イルスワクチン接種に伴うちょ
こっと預かりを無料で実施しま
す。
５月よりひとり親等への利用助成
事業を開始します。

会員登録数は伸びなかったが、実働
回数は増加した。
依頼会員４２２人、提供会員１３１人、
両方会員２６人
実働回数は、１,９３５回
ひとり親等への利用助成について
は、登録者数が４世帯、利用者が３世
帯、実働回数が９８回

会員数の増加、事業の認知を高め
るため、広報、HP等により事業の
周知に努めます。

提供会員数、両方会員数は微増
であるが会員登録数は全て増加
した。
依頼会員512人、提供会員137
人、両方会員27人
実働回数は、1613回
ひとり親等への利用助成につい
ては、登録者数が15世帯、利用
者が9世帯、実働回数527回、助
成回数420回

提供会員の不足が課題となって
いるため、広報、HP等により周知
を図る。育児サポート講習会を休
日に設定し、参加者の増加があれ
ば継続していく。

依頼会員が541名、提供会員が
147名、両方会員が28名、合計
716名。利用状況は延べ1,878
件、前年比256件増加し預かり
や送迎などのニーズに対応した。
提供会員の確保に向け、広報や
市HP、市公式ＬＩＮＥを活用した
会員募集案内や公民館や商業施
設でのチラシの配架を行い提供
会員を10名増やすことができ
た。

② ※ 妊婦健康診査事業

妊婦を対象に14 回分の健康診査受診票を交付し、妊娠
に伴っておきる疾病の早期発見につなげる事業です。
医療機関等との連携のもと、受診率の向上に取り組み
ます。
また、現状の妊婦健診データは、妊婦の健康状態が把握
しづらい状態にあり、マイナーポータル（政府が運営する
子育て等のオンラインサービス）の国の動きとして今後
妊婦健診の詳細なデータ入力が求められる可能性があ
ることから、国、県の動向に合わせて、適切な時期に妊
婦健診のデータの改善に取り組みます。

健康推進課
量の見込み及び、
提供体制の目標
に基づく評価

全ての妊婦に望ましい妊婦健
診受診の指導を実施しまし
た。受診延人数は10,527人、
一人当たりの受診回数は11.1
回であり、多くの妊婦が望まし
い回数の妊婦健診を受けてい
ると考えられます。健康管理シ
ステムへの受診データ取り込
みエラーをなくすことができ
ました。

Ｂ：7割以上9割未満
引き続き妊娠届出時に全員に望
ましい妊婦健診の受診回数の指
導を実施します。

受診延人数は10,972人でした。妊
娠届出数は昨年度より13％の減少
であったが、妊婦健診受診数は昨年
度より8％減少にとどまったため、よ
り多くの妊婦が望ましい回数の妊婦
健診を受けることができたと考えら
れます。今後も妊婦健診の望ましい
受診回数について妊娠届出時に全
数指導していきます。

引き続き妊娠届出時に全員に望
ましい妊婦健診の受診回数の指導
を実施します。

受診延人数は11,290人だった。
一人当たりの受診回数は11.3回
であり（前年度11.7回）ほぼ同程
度を維持している。流早産や転出
を加味すると多くの妊婦が望まし
い回数の妊婦健診を受けている
と考えられる。今後も妊婦健診の
望ましい受診回数について妊娠
届出時に全数指導していく。

引き続き妊娠届出時において、全
員に望ましい妊婦健診の受診回
数の指導を実施する。

受診延人数は10,527人だった。
一人当たりの受診回数は11.1回
であり（前年度11.3回）ほぼ同程
度を維持している。全員に妊婦健
診の望ましい回数の指導を行っ
ていることの効果と考えられる。
健康管理システムへの受診データ
取り込みエラーをなくすことに取
り組んだ。

③ ※
実費徴収に係る補足給付を
行う事業

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、保育園や幼稚
園等に保護者が支払うべき日用品や文房具等の物品購
入費や行事への参加費等助成を行う事業です。
幼児教育の無償化に伴い、幼稚園が徴収する副食費の
助成を開始するとともに、補足給付の拡大について検
討します。

こども保育課
副食費補足給付
事業の実施

①副食材料費に
要する費用補助
人数：未定
②交付金額：令
和元年度より実
施

①副食材料費に
要する費用補助
人数：未定
②交付金額：令和
元年度より実施

世帯所得の状況等を勘案し、
対象となる世帯の児童に係る
副食費について、幼稚園が徴
収した副食費の補足給付を実
施した。対象幼稚園数(市内)
が12園から6園に減少したた
め、交付決定(補助対象者)数・
交付金額は減少している。
また、保育園及び幼稚園にお
ける日用品及び文房具等につ
いても、対象となる世帯に対
し補足給付を実施した。

副食材料費に要する
費用補助
①補助者数
R2：上期167人、下
期169人
R6：上期71人、下
期80人
②交付金額
R2：3,468,804円
R6：2,156,480円
日用品や文房具等に
要する費用
補助人数
R2：4人→R6：6人
交付金額
R2 ：88,742円→
R6：114,470

Ａ：9割以上

令和4年度についても引き続き実
施します。また、日用品や文房具
等の物品購入費や行事への参加
費等助成について、補足給付の拡
大を行います。

副食材料費に要する費用補助
(上半期)
対象人数：112人
交付決定：1,048,131円
(下半期)
対象人数：134人
交付金額：2,072,038円
日用品や文房具等に要する費用
対象人数：3人
交付金額：67,000円

令和5年度についても引き続き実
施します。また、日用品や文房具等
の物品購入費や行事への参加費
等助成について、補足給付の拡大
を行います。

副食材料費に要する費用補助
(上半期)
対象人数：74人
交付決定：797,571円
(下半期)
対象人数：83人
交付金額：1,352,475円
日用品や文房具等に要する費用
対象人数：2人
交付金額：59,470円

令和6年度についても引き続き
実施する。

副食材料費に要する費用補助
(上半期：4-8月)
交付決定：71人(申請：93人)
交付金額：752,899円
(下半期：9-3月)
交付決定：80人(申請：89人)
交付金額：1,403,581円
日用品や文房具等に要する費用
交付決定：6人(申請：7人)
交付金額：114,470円

② ※ 利用者支援事業

子どもや保護者に対して、教育・保育施設や地域の子育
て支援事業等の情報提供、相談に対する助言等を行う
とともに、関係機関との連絡調整等を実施する事業で
す。
教育・保育施設や地域の子育て支援事業などを円滑に
利用できるよう、一人ひとりのニーズに対応した適切な
相談支援や情報提供に取り組みます。
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策
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番号
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2期計画目標値 2期計画振り返り 令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画策定時（R元） 最終年度（R６）
振り返り結果

（計画目標値を設定していた場
合、その内容を踏まえ記載）

計画実績値 達成度 取組み内容 実績結果 取組み内容 実績結果 取組み内容 実績結果

資料１

基本目標３　子どもの健やかな成長への支援の推進
(1)心と体の健全育成の推進

① ※ 青少年・子育て相談

子どもの様々な悩みや不登校等の問題について、保護
者・本人・家庭への支援に向け、社会教育指導員による
来所相談や電話相談を行う施策です。
今後は、支援を必要とする全ての対象者への周知に取
り組みます。

まなび支援セ
ンター

社会教育指導員
による来所相談・
電話相談の広報・
周知活動そして
相談カードの配
布をしていくもの
であるため、目標
設定・評価が困
難。

電話相談68件、来所相談11
件、メール相談25件の相談が
あり、社会教育指導員が対応
しました。

相談カードの配布

相談カードを作成し、令和4年６月に
市内の小中学校、幼稚園、保育園、教
育機関等に対し、15,272枚を配布
しました。

相談カードの配布

相談カードを作成し、令和5年６
月に市内の小中学校、幼稚園、保
育園、教育機関等に対し、
15,805枚を配布し、9月にも市
内小中学校に10,846枚を再度
配付した。

相談カードの作成だけではなく、
他の周知方法についても検討す
る。

相談カードを作成し、令和6年６
月に市内の小中学校、教育機関
等に対し、9,265枚を配布した。
11月の補導員による青少年への
街頭キャンペーン時には、高校生
に600枚を配付した。

※ 健康推進課
研修開催回数、参
加人数

母子保健従事者
研修会への参加

母子保健従事者
研修会に継続し
て参加する

母子保健活動を円滑に継続実
施するため、毎年、母子保健従
事者研修会に参加し、資質向
上に努めました。

A：9割以上
母子保健従事者研修会に参加す
る。

県主催の母子保健指導者研修会に
オンラインで2回8人で参加しまし
た。

母子保健従事者研修会に参加し資
質向上に努めます。

県主催の母子保健指導者研修会
に現地及びオンラインにて２回３
名が参加した。

母子保健従事者研修会に参加し
資質向上に努める。

県主催の母子保健指導者研修会
にオンラインで2回6名で参加し
た。

※ 健康推進課

母子保健コー
ディネーター研修
会の開催回数
新生児訪問指導
員研修会の開催
回数

母子保健コー
ディネーター課
内研修会の開催
年2回
新生児訪問指導
員研修会の開催
年２回

母子保健コーディ
ネーター課内研
修会の開催　年2
回
新生児訪問指導
員研修会の開催
年２回

多様化する母子保健活動に対
応するため、母子コーディネー
ター及び新生児訪問指導員研
修会を開催し、保健指導の資
質向上に努めました。

・母子保健コーディ
ネーター課内研修会
実施率75％
・新生児訪問指導員
研修会実施率
100％

Ｂ：7割以上9割未満
母子保健コーディネーターの保健
指導の質の担保のため、研修会を
年２回程度開催します。

母子保健コーディネーター課内研修
会を１回開催し、保健指導の質の向
上に努めました。

母子保健コーディネーターの保健
指導の質の担保のため、研修会を
年２回程度開催します。

訪問指導員の研修会は３回実施
した。内容は個人情報の取り扱
い、高血圧の妊産婦への支援、禁
煙指導について行い、資質向上
に努めた。

訪問指導員の研修会は年３回程
度開催し、保健指導の質の向上に
努める。

母子保健コーディネーター課内研
修会の開催　年２回
新生児訪問指導員研修会の開催
年３回実施した。

③ ※
思春期に関する啓発の推進
事業

思春期の子どもの心と身体の成長や思春期の特徴につ
いて、各小中学校、公民館と連携し、それぞれの要請に
応じ、保護者・教職員・児童生徒を対象とした講演会を
実施する事業です 。
今後は、不登校児童生徒の親を対象とする「親の会」の
周知を図るとともに、年間３回の「親の会」への参加を機
に教育相談教室や適応指導教室につながるよう保護者
のサポートに取り組みます。

まなび支援セ
ンター

思春期に関する
講演会の実施状
況

①親の会：3回 ①親の会：3回

年間3回の時期や内容を金髙
先生と綿密に打ち合わせを
し、保護者が参加しやすいよう
に計画しました。

親の会を年間３回実
施（R6見込値）

Ｂ：7割以上9割未満 親の会　3回実施予定

「あさひ学級」保護者、および、市内
小中学校に在籍する児童生徒の不
登校や子育てに悩む保護者に周知
し、年間３回実施した。金髙先生のア
ドバイスを受けたり、参加者同士で
情報交換したりしながら、よりよい
親子関係の在り方について前向きに
考える貴重な機会となった。

親の会　３回実施予定

「あさひ学級」保護者、および、市
内小中学校に在籍する児童生徒
の不登校や子育てに悩む保護者
に周知し、年間３回実施した。金
髙先生のアドバイスを受けたり、
参加者同士で情報交換したりし
ながら、よりよい親子関係の在り
方について前向きに考える貴重
な機会となった。

昨年度に引き続き、「親の会」を３
回実施する。

「あさひ学級」保護者、および、市
内小中学校に在籍する児童生徒
の不登校や子育てに悩む保護者
に周知し、年間３回実施しました。
金髙先生のアドバイスを受けた
り、参加者同士で情報交換したり
しながら、よりよい親子関係の在
り方について前向きに考える貴
重な機会となりました。

④ ※
少年自然の家キャンプ場の
利用促進事業

青少年の健全な育成及び市民相互の交流を図るために
設置された少年自然の家キャンプ場の利用促進を行う
事業です。
今後は、少年自然の家キャンプ場が、自然体験活動の拠
点として一層活用されるよう、ボランティアの協力を得
ながら、青少年や親子向けのイベントやボランティア育
成を目的とした講座を継続実施する等、利用促進に取り
組みます。また、子どもや高齢者が利用しやすいよう、老
朽化した施設等の計画的整備に取り組みます。

生涯学習課

冬季を除く季節
毎の利用促進事
業の実施（年３
回）

H31　年３回 年４回

キャンプ場利用団体の相互交
流ならびに利用促進を目的
に、令和４年度よりキャンプ場
まつりを実施し、２回の開催で
のべ５０１人が参加し、キャン
プ場の周知を図ることができ
た。

キャンプ場まつりの
実施（年１回、２３０
人）（R6実績）

Ｄ：5割未満

・新型コロナウイルス感染症の影
響を考慮し、事業を計画します。
・また、新規事業として（仮称）キャ
ンプ場まつりを開催します。

10月22日に「キャンプ場まつり」を
開催。キャンプ場の指定管理者や青
少年関係団体が模擬店や体験ブー
スを設けてイベントを開催し、利用促
進を図りました。
・来場者数２７１名
・スタッフ数７６名

昨年度は新規事業のため、限定し
た関係団体でイベントを開催した
が、今年度は地元住民を運営に取
り込み規模を拡大して9月10日に
開催予定である。

地元住民等にも参画していただ
くなど、昨年度よりも規模を拡大
し「キャンプ場まつり」を開催する
予定だったが、台風被害により安
全確保を図ることが困難となり
中止した。

昨年度中止となった「キャンプ場
まつり」を、９月１６日に開催予定
である。イベントの開催を通して
キャンプ場の周知を図り、利用者
の増加に繋がるよう取り組んで
いく。

9月16日（日）「キャンプ場まつ
り」を実施し、来場者は230人で
あった。このイベント開催を通し
てキャンプ場の周知を図り、令和
５年度713人のところ令和６年度
760人と利用者の増加に取り組
んだ。

⑤
スポーツ・レクリエーション活
動の推進事業

総合型地域スポーツクラブの育成・設立やスポーツ少年
団の指導者育成を図りながら、子どものニーズに対応し
た多様なスポーツ・レクリエーション活動の促進を図る
事業です。
活動団体の競技種目や団数等が減少していることから、
今後は、活動団体への加入促進に取り組みます。

スポーツ振興
課

活動団体数の推
移
すでに文部科学
省による目標団
体数は達成して
いるができるだ
け団体数が増加
するよう働きか
ける。

3団体 3団体以上

目標値としていた総合型地域
スポーツクラブの団体数(３団
体)については、現状維持で目
標を達成することができた。
また、スポーツ少年団の指導
者育成についても市内インス
トラクターと協働し指導者に向
けた養成講習会を行うこと
で、指導技術の向上を図るこ
とができた。

3団体 Ｂ：7割以上9割未満

指導者に向けた講習会等の情報
の提供を行い、指導者活動の促進
に取り組み、より高度な指導を子
どもが受けられる環境を促進す
る。

講習会やイベント等の情報提供を行
うとともに、各競技における交流大
会への出場を呼びかけた。

指導者に向けた養成講習会を市
内インストラクターと協働し、市内
で開催することで指導者の育成に
取り組む。

市内インストラクターと協働し指
導者に向けた養成講習会を行う
ことで、指導技術の向上を図っ
た。

市スポーツ少年団交流大会を開
催し、既加入団体へ出場の呼びか
けを行う。

市スポーツ少年団交流大会につ
いては、県大会と同日となった競
技があり参加人数が少なく開催
中止となった。

⑥ ※
子ども達の居場所づくりと地
域の教育力の向上

家庭、地域、学校、行政が連携して、「放課後子ども教室
推進事業」や「生き生き子ども地域活動促進事業」等を
実施する施策です。
今後は、実施している６教室を継続させるとともに、不
足しているスタッフの掘り起こしに取り組みます。また、
令和元年度から実施している放課後子ども教室と放課
後児童クラブと学校が連絡を密にする一体型運営につ
いては、令和２年度以降も、事業費を考慮しながら、継
続実施を図ります。

生涯学習課

・放課後子ども教
室６教室の
継続（うち一体型
の運営（１教室）
の継続）
・６教室の情報共
有の実施
・質の向上：県が
主催する研修・視
察への参加（市職
除く）

H31
・放課後子ども
教室６教室（うち
一体型１教室）
・６教室の情報共
有の実施（年２
回）
・質の向上：県が
主催する研修・視
察への参加（１
名）

・放課後子ども教
室６教室（うち一
体型１教室）
・６教室の情報共
有の実施（年２
回）
・質の向上：県が
主催する研修・視
察への参加（２
名）

・令和6年度は、6教室、年間
実施日数13７日、子どもの平
均参加人数58.7人であった。
・６月に６教室の情報共有を実
施した。
・県が主催する研修会参加者
０人

・６教室の情報共有
会を年１回実施
・県主催の研修・視
察への参加はなし
（R6実績）

Ｄ：5割未満

・新型コロナウイルス感染症の影
響を考慮し、各教室と情報共有を
図ります。（年２回）
・ここ２年間の活動状況や新規に
１教室開設されることから、より
連携を強化します。
・コロナ禍での実施を踏まえた教
室の活動内容・活動体制の再検討
を行います。

今年度、新規に開設した１教室を含
め、7教室中６教室が通常通り、若し
くは新型コロナウイルス感染症を鑑
み規模は縮小したが活動することが
できた。

・教室間の情報共有を図るため年
２回の連絡調整会議に加え、適時
情報交換会を実施します。
・県が主催する研修・視察への参
加を促します。
・１教室の新規開設を目指します。

・教室間の情報共有を図るため年
２回の連絡調整会議を実施した。
・県が主催する研修・視察への参
加者はなし。
・１教室の新規開設ができた。

・教室間の情報共有を図るため年
２回の連絡調整会議に加え、適時
情報交換会を実施する。
・県が主催する研修・視察への参
加を促す。
・１教室の新規開設を目指す。

・教室間の情報共有を図るため年
１回の連絡調整会議を実施した。
・県が主催する研修・視察への参
加者はなし。

⑦ ※
地域の青少年健全育成活動
の支援

青少年の健全育成を推進するため、県知事と市長から
委嘱を受けた青年相談員が、青少年健全育成の普及啓
発等の活動をする施策です。また、地域での青少年健全
育成活動を推進するため、子ども会育成連絡協議会、青
少年育成木更津市民会議等の関係団体を支援していま
す。
青少年相談員に対する認知度が低く、担い手も不足して
いることから、今後は、青年相談員の周知拡大ととも
に、担い手の掘り起こしに取り組みます。

生涯学習課

・木更津市青少年
相談員連絡協議
会主催（市教育委
員会との共催含
む）事業の継続実
施
・質の向上：県が
主催する研修参
加（市職除く）
・各小学校区相談
員の情報共有

・木更津市少年
野球大会（中学
生の部）の運営
実施
・少年少女の主
張大会の運営実
施
・広報紙（年１回）
の作成（学校、地
区への配布）
・県の主催する研
修会への出席
（H31：３３名）
・各小学校区相
談員代表による
情報共有（理事
会）年３回

・木更津市少年野
球大会（中学生の
部）の運営実施
・少年少女の主張
大会の運営実施
・広報紙（年１回）
の作成（学校、地
区への配布）
・県の主催する研
修会への出席（３
５名）
・各小学校区相談
員代表による情
報共有（理事会）
年３回

・木更津市青少年相談員連絡
協議会主催事業である、「木更
津市少年野球大会（中学校の
部）」「少年証の主張大会」を、
木更津市教育委員会共催のも
と、継続実施することができ
た。
・君津地区青少年相談員基本・
課題研修会に毎年参加し、相
談員の質向上を図った。
・各小学校区代表による理事
会を開催し、情報共有を行っ
た。

・木更津市少年野球
大会(中学生の部)を
実施。
・少年少女の主張大
会を実施。
・広報紙を３月に作
成・配布。
・君津地区青少年相
談員課題研修会に参
加（相談員７名）。
・各小学校区相談員
代表による理事会を
実施（年５回）
【R6実績】

Ｂ：7割以上9割未満

・木更津市少年野球大会（中学生
の部）の運営を実施します。
・少年少女の主張大会の運営を実
施します。
・広報紙（年１回）の作成を行いま
す。
・県の主催する研修会へ出席しま
す。(35名)
・各小学校区相談員代表による情
報共有(理事会)を年4回行いま
す。

・木更津市少年野球大会(中学生の
部)を実施しました。
・少年少女の主張大会を実施しまし
た。
・広報紙を７月に作成し、配布しまし
た。
・君津地区青少年相談員基本・課題
研修会に、34名の相談員が参加し
ました。
・各小学校区相談員代表による理事
会を4回実施しました。

・木更津市少年野球大会（中学生
の部）の運営を実施します。
・少年少女の主張大会の運営を実
施します。
・広報紙（年１回）の作成を行いま
す。
・県の主催する研修会へ出席しま
す。(35名)
・各小学校区相談員代表による情
報共有(理事会)を年4回行いま
す。

・木更津市少年野球大会(中学生
の部)を実施した。
・少年少女の主張大会を実施し
た。
・広報紙を３月に作成し、配布し
た。
・君津地区青少年相談員基本・課
題研修会に、20名の相談員が参
加した。
・各小学校区相談員代表による理
事会を4回実施した。

・木更津市少年野球大会（中学生
の部）の運営を実施する。
・少年少女の主張大会の運営を実
施する。
・広報紙（年１回）の作成を行う。
・県の主催する研修会へ出席す
る。(35名)
・各小学校区相談員代表による情
報共有(理事会)を年4回行う。

・木更津市少年野球大会(中学生
の部)を実施した。
・少年少女の主張大会を実施し
た。
・広報紙を３月に作成し、配布し
た。
・君津地区青少年相談員課題研
修会に、７名の相談員が参加し
た。
・各小学校区相談員代表による理
事会を５回実施した。

⑧ ※
青少年への愛の一声運動に
よる非行防止　活動事業

青少年の非行防止と健全育成を図るため、関係機関・団
体と連携し、青少年補導員による地区街頭指導、列車の
乗車マナー指導、喫煙・飲酒防止キャンペーン等の「青少
年への愛の一声運動」を行う事業です。
今後も、青少年の非行及び犯罪の抑止力としての街頭
指導活動の実施に取り組みます。

まなび支援セ
ンター

青少年への愛の
一声運動の実施
状況の推移

街頭補導活動 街頭補導活動

関係団体と連携し、地区街頭
指導、列車乗車マナー指導、喫
煙・飲酒防止キャンペーン等を
行いました。

各中学校区単位で補
導員が街頭補導活
動を月1回を目安に
実施しました。まな
び支援センターによ
る青色灯パトロール
カーによるパトロー
ルは通年で実施しま
した。

Ｃ：5割以上7割未満
新型コロナウイルス感染症の感染
状況をふまえながら、実施予定

各中学校区単位での街頭補導活動
については、新型コロナウイルス感
染症の状況をふまえながら可能な限
り実施しました。まなび支援センター
による青色灯パトロールカーによる
パトロールは通年で実施しました。

青少年の実状に合わせた様々な
形での活動ができるよう、検討し
ていく予定

各中学校区単位での街頭補導活
動については月1回を目安に実
施した。また、まなび支援セン
ターによる青色灯パトロールカー
によるパトロールは通年で実施し
た。

青少年の実状に合わせた様々な
形での活動ができるよう、検討し
ていくものとする。

各中学校区単位での街頭補導活
動を月1回を目安に実施した。ま
た、まなび支援センターによる青
色灯パトロールカーによるパト
ロールは通年で実施した。
新たな取り組みとして、令和6年
7月に、高校生世代への薬物乱用
防止教室を実施した。

⑨ ※
青少年非行防止啓発活動事
業

青少年の非行防止と健全育成に関する啓発のため、青
少年健全育成だより（News  Letter）や青少年指導関
係活動報告「青少年に愛の一声を」を発行するととも
に、関係機関や学校、地区住民会議、地域の各種団体と
連携し、地域ぐるみの非行防止啓発活動を行う事業で
す。
今後も、発行物の継続実施を基本に、啓発活動の充実に
取り組みます。

まなび支援セ
ンター

青少年非行防止
啓発活動事業実
施状況

①青少年健全育
成だより、青少
年指導関係活動
報告（「青少年に
愛の一声を」）の
発行：250部

①青少年健全育
成だより、青少年
指導関係活動報
告（「青少年に愛
の一声を」）の発
行：250部

青少年健全育成だよりや青少
年指導関係活動報告を発行
し、非行防止啓発活動を行い
ました。

青少年健全育成だよ
り（NewsLetter）
を年３回、青少年指
導関係活動報告を年
１回発行しました。

Ｂ：7割以上9割未満
青少年健全育成だより、青少年指
導関係活動報告（「青少年に愛の
一声を」）の発行

令和4年８月に青少年健全育成だよ
り、青少年指導関係活動報告（「青少
年に愛の一声を」）の発行：210部

青少年健全育成だより、青少年指
導関係活動報告（「青少年に愛の
一声を」）の発行

令和5年８月に青少年健全育成だ
より、青少年指導関係活動報告書
を発行した。

青少年健全育成だより、青少年指
導関係活動報告書を発行する。

令和６年6月・11月・令和7年3月
に青少年健全育成だよりをj発行
した。令和６年9月に青少年指導
関係活動報告書を発行した。

② 専門職の資質の向上事業

母子保健を取り巻く状況に対応するため、母子保健従
事者の各研修会や研究会へ参加し、資質の向上を図り
ます。
今後は、母子保健の課題に対応した研修会を実施する
とともに、保健指導の資質向上及び標準化に向け、業務
や体制の見直し、研修時間の確保に取り組みます。
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評価
対象

第2期　木更津市子ども・子育て支援事業計画進捗管理シート　　

基本
目標

施
策

事業
番号

施策項目 施策内容 担当課 評価の考え方

2期計画目標値 2期計画振り返り 令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画策定時（R元） 最終年度（R６）
振り返り結果

（計画目標値を設定していた場
合、その内容を踏まえ記載）

計画実績値 達成度 取組み内容 実績結果 取組み内容 実績結果 取組み内容 実績結果

資料１

⑩ ※
有害環境浄化活動の推進事
業

青少年の非行防止と健全育成を図るため、関係機関や
青少年補導員・相談員、PTA等地域の関係団体ととも
に、青少年を取り巻く有害環境浄化活動を行う事業で
す。
青少年にとって有害な環境が街頭からインターネット上
へ移っていることから、今後は、ネットパトロールの実施
にも取り組みを広げていきます。

まなび支援セ
ンター

有害環境浄化活
動の実施状況と
推移

①有害環境浄化
活動の実施状況

①有害環境浄化
活動の実施状況

有害環境浄化活動について
は、各地区街頭補導活動実施
時に確認しています。
ネットパトロールは県と連携し
て実施しました。

有害広告物に該当す
るものはなかった。
ネットパトロールは
県と連携して実施し
ました。

Ｃ：5割以上7割未満
①有害環境浄化活動の実施
②ネットパトロールの実施

①有害環境浄化活動
有害広告物4件について、所有者に
撤去依頼し、撤去しました。
②ネットパトロールの実施
通年で実施しました。

①有害環境浄化活動の実施
②ネットパトロールの実施

①有害環境浄化活動
有害広告物について該当するも
のがなかった。
②ネットパトロールは県と連携し
実施した。

①有害環境浄化活動の実施
②ネットパトロールの実施

①有害環境浄化活動
有害広告物について該当するも
のがなかった。
②ネットパトロールは県と連携し
実施した。

※ 生涯学習課

(生き生き体験
キャンプ事業及
び野外体験促進
事業は4-1-④少
年自然の家キャ
ンプ場の利用促
進事業に含む)
・木更津市成人式

・生き生き体験サ
マーキャンプ（年
１回）
秋、春のキャンプ
場利用促進イベ
ント(年２回）
・新成人で構成
する成人式実行
委員会による式
典運営と第２部
アトラクションの
企画・運営実施

・生き生き体験サ
マーキャンプ（年
１回）
秋、春のキャンプ
場利用促進イベン
ト(年３回）
・新成人で構成す
る成人式実行委
員会による式典
運営と第２部アト
ラクションの企
画・運営実施

・生き生き体験キャンプ事業
は、令和６年度には団体主催・
教育委員会共催に変更し、実
施した。
・キャンプ場利用促進のため、
令和３年度より、地元関係者・
青少年健全育成関係団体と協
働して、キャンプ場まつりを実
施した。
・成人式（令和５年からは二十
歳を祝う会に名称変更）は、新
成人（二十歳）の代表者による
実行委員会を結成し、式典の
企画・運営を行った。

・生き生き体験サ
マーキャンプは、「サ
マーキャンプ
2024」として、市内
で活動するボラン
ティア団体主催・木
更津市教育委員会
共催で実施。
・キャンプ場利用促
進事業として、キャ
ンプ場まつりを実
施。
・二十歳を祝う会に
ついては、２０歳から
構成される実行委員
会により実施。
【R6実績】

Ｂ：7割以上9割未満

・生き生き体験サマーキャンプを
実施します。
・２０歳で構成する二十歳を祝う
会実行委員会による式典運営と
アトラクションの企画・運営を実施
します。
（成年年齢引き下げに伴い、式典
参加者を２０歳に、名称を二十歳
を祝う会に変更しています）

・キャンプ場の利用促進事業として、
新たにキャンプ場まつりを開催しま
した。
・生き生き体験サマーキャンプにつ
いては実施を見合わせました。。
・二十歳を祝う会については、２０歳
から構成される実行委員会にて企画
運営を行い、円滑かつ安全に実施す
ることができました。

・キャンプ場まつりを規模を拡大し
実施します。
・二十歳を祝う会については、引
き続き、実行委員会を結成し企画
実施します。
・生き生き体験サマーキャンプに
ついては、従来の形ではなく現在
のニーズに沿った事業として再検
討し実施します。

・キャンプ場の利用促進事業とし
て、キャンプ場まつりを企画した
が、悪天候により中止となった。
・生き生き体験サマーキャンプに
ついては、現在のニーズに沿った
事業にするための検討を行い、実
施を見合わせた。
・二十歳を祝う会については、２０
歳から構成される実行委員会に
て企画運営を行い、円滑かつ安
全に実施することができた。

・キャンプ場まつりを規模を拡大
し実施する。
・二十歳を祝う会については、引
き続き、実行委員会を結成し企画
実施する。
・生き生き体験サマーキャンプに
ついては、従来の形ではなく現在
のニーズに沿った事業として再検
討し実施する。

・キャンプ場まつりを実施し、62
組230人の参加があった。
・二十歳を祝う会については、２０
歳から構成される実行委員会に
て企画運営を行い、円滑かつ安
全に実施することができた。
・生き生き体験サマーキャンプに
ついては、「サマーキャンプ
2024」として、市内で活動する
ボランティア団体主催・木更津市
教育委員会共催で実施し、17名
の小中学生の参加があった。

※ 公民館

学校や地域の各
種関係機関と連
携・協働を進め、
地域の実情に
合った効果的な
事業を展開して
する。

地域ぐるみの青
少年教育事業の
実施回数
H30年度347
回

地域ぐるみの青
少年教育事業の
実施回数
R.４年度　370
回(木更津市第2
次基本計画より)

公民館と地域が協力をしなが
ら青少年事業を実施すること
で、地域の特性に応じた事業
を展開しました。
　また、青少年事業の実施回
数も年々増加し、地域の青少
年に様々な体験をする機会を
提供することができました。
（目標達成率８割）

地域ぐるみの
青少年教育事業の
実施回数
R6年度　301回

Ｂ：7割以上9割未満
アフターコロナ、ウィズコロナを見
据え、地域の実情、学校との連携
を図りながら、実施したい。

充分に感染症予防対策をしながら、
地域、学校と連携を図り、事業を実
施した。令和4年度195回。

学校や家庭ではできない体験学
習などを、地域ぐるみで実施す
る。

令和５年度250回
学校や家庭ではできない体験学
習などを、地域ぐるみで実施す
る。

お飾りづくり、書初め教室などの
日本の伝統文化に触れる機会を
提供することができました。
　また、デイキャンプや田植えな
どの自然体験に関する事業を実
施することで、子どもの意欲・関
心やコミュニケーション能力高め
るなどを機会を提供する契機と
なりました。（R6年度実績　301
回）

(2)教育環境の充実

① ※ 教育相談教室

児童・生徒の不登校や発達障がい等の発達面の課題を
解決するために、小中学校の児童・生徒・保護者及び教
職員を対象に、まなび支援センターにおいて精神科医・
臨床心理士等専門家による教育相談を行う教室です 。
教育相談希望者が増加していることから、今後は、教育
相談の受付・相談対応の体制整備に取り組みます。

まなび支援セ
ンター

教育相談教室の
実施状況と
推移、および活用
率

Ｈ３０年度相談件
数
１０３件（延べ１６
３件）
１６３／１６８枠
（９７％の活用
率）

１６５件／１６８枠
以上
（９８％以上の活
用率）

学校からの要請に応じ、学校
生活において様々な困難を抱
えているケースへの教育相談
を実施しました。医師、心理士
からのアドバイスを受け、必要
に応じて医療や他機関とつな
げるなど課題の解消、解決へ
のサポートに努めました。

R6相談件数１４６件
１４６/１６８枠
（８６％の活用率）

Ｂ：7割以上9割未満 教育相談教室の実施

年間５６回の教育相談教室を実施
し、１０７名、のべ１５３件に対応しま
した。１６８枠中１５３件なので９１％
の活用率となります。

教育相談教室の実施

年間５６回の教育相談教室を実施
し、１２０名、のべ１４８件に対応し
た。１６８枠中１４８件なので８８％
の活用率となった。

昨年度に引き続き、教育相談教
室を実施する。

年間５６回の教育相談を実施し、
１０５名、のべ１４６件に対応した。
１６８枠中、１４６件なので、８６％
の
活用率となった。

② ※
学校適応指導教室
（あさひ学級）

不登校児童・生徒の原籍校復帰、社会復帰を促進するた
め、学校適応指導教室「あさひ学級」において、集団生活
への適応指導を行う事業です。
入級希望者が増加していることから、今後は、入級希望
者の受け入れ対応についての体制整備に取り組みま
す。

まなび支援セ
ンター

あさひ学級の在
籍人数の推移
および受け入れ
可能人数

Ｒ１．９月現在
在籍数２３名

最大３０名までの
受け入れを可能
とする体制整備

相談員の増員で受け入れにつ
いては30名前後は可能な体
制となりました。またオンライ
ンあさひ学級の設置により多
様な学習機会を選択できるよ
うになりました。

あさひ学級在籍数
30名、オンラインあ
さひ学級在籍数10
名（R6見込値）

Ｂ：7割以上9割未満
学校適応指導教室「あさひ学級」
の運営

R5.3月末現在、在籍数は４０名。相
談員６名体制で支援にあたった。　年
度当初から在籍数が多く、９月には
３０名を上回った。個別対応と集団
対応を組み合わせるなどの工夫を
し、受入れ体制を整えた。

教育支援教室「あさひ学級」の運営

相談員７名体制で支援にあたっ
た。在籍数は１０月には４０名とな
り、年度末には４３名となった。多
様な教育機会の確保を目指し、オ
ンラインによる支援体制を整え
た。

教育支援教室「あさひ学級」「オン
ラインあさひ学級」の運営に取り
組んでいく。

年度末在籍数はあさひ学級が３１
名、オンラインあさひ学級が１９名
でした。オンラインあさひ学級を
設置したことにより、通級型の受
け入れ人数がR5年度より減少し
たと考えられます。多様な居場所
や体制を整えたことで不登校に
悩む保護者にとっての選択肢が
増えました。

生涯学習課

イベン参加募集
リーフレットを学
校（対象児童生徒
数分）へ配布。広
報紙、HPへの開
催予定と実施後
の結果などの掲
載

広報事業のため
評価困難

広報事業のため
評価困難

・市民カレッジ等、市主催の事
業において、ホームページだけ
ではなくFacebook等の
SNSの活用も行った。

ホームページやラジ
オ、各種SNSを活用
し、広報活動を実施
した。

Ｂ：7割以上9割未満
市のホームページ等を活用し、広
報活動を実施します。

ホームページやラジオ、各種SNSを
活用し広報活動を実施しました。

市のホームページ等を活用し、広
報活動を実施します。

ホームページや各種SNS等を活
用し、広報活動を実施した。

市のホームページ等を活用し、広
報活動を実施する。

ホームページや各種SNS等を活
用し、広報活動を実施した。

公民館

イベン参加募集
リーフレットを学
校（対象児童生徒
数分）へ配布。広
報紙、HPへの開
催予定と実施後
の結果などの掲
載

広報事業のため
評価困難

広報事業のため
評価困難

市のホームページや公民館だ
よりなどを通じて、地域の幅
広い年齢層に公民館の実施し
ている事業を周知しました。
また、市公式LINEやLoGo
フォームなど、インターネット
を通じて、手軽に公民館の情
報を取得したり、事業の申込
みができる取組を推進しまし
た。

Ａ：9割以上
ホームページの定期更新や動画
配信など、若い世代へ情報が届く
ような取り組みを実施したい。

ホームページの定期更新のほか、イ
ベントなどの動画配信などを行っ
た。

ホームページの定期更新や動画配
信など、若い世代へ情報が届くよ
うな取り組みを実施したい。

イベント参加者（高齢者、成人、生
徒、児童）に対して、より周知が見
込める方法（sigfy、Logoフォー
ム、公会堂への掲示等）で実施し
た。
また、事業結果について、HPで
のアーカイブ等により、当日の様
子を掲載した。

ホームページの定期更新や動画
配信など、若い世代へ情報が届く
ような取り組みを実施する。

毎月、各公民館にホームページを
更新するように呼びかけを実施
することで、最新の情報を市民等
に提供できるように努めました。
　また、市公式LINEやLoGo
フォームなどを活用することで、
スマートフォンやインターネットを
通じて様々な世代に広く事業の
情報を周知することができまし
た。

④ ※ 消費者教育の推進

子ども及び保護者を対象に、安全で豊かな消費生活を
送れることを目的に、消費者生活講座を行う施策です。
講座の参加者が少ないことから、今後は、講座の告知に
おいて、ＳＮＳ等効果的な情報発信方法の検討に取り組
みます。

地域共生推進
課

出前講座の開催
回数

出前講座を年1
回開催

出前講座を年３
回開催

新型コロナウイルスの影響を
受けつつも、オンラインでの出
前講座実施や動画作成、SNS
を通じた情報発信により、若
年層への消費者啓発に努め
た。
規制が緩和されてからは、学
生を中心に積極的に出前講座
を実施し、計画目標値を達成
することができた。

R6実績
出前講座を年10回
開催

Ａ：9割以上

出前講座等の開催や啓発資料の
配付を行い、若年層への消費者教
育に努める。
成年年齢引き下げに係る若者の
消費者トラブル防止のため、ＳＮＳ
等を活用した効果的な情報発信
に取り組む。

若年層の消費者トラブル防止のた
め、市内の小学校や高校を対象とし
た学生向けに消費者出前講座を5回
実施した。
また、YouTubeチャンネル「きさら
づプロモチャンネル」に淑徳大学及
び君津市と連携し制作した啓発動画
をアップした。

引き続き出前講座の実施を続け
るととも、効果的な若者向けの消
費者啓発の手段を模索し取り組ん
でいく。

今年度実施した出前講座８件のう
ち、６件を学生や新入職員等を対
象とすることで、若年層への消費
者教育の強化に取り組んだ。
また、ＳＮＳを活用した週１回の消
費者情報の発信、また、県内大学
生や近隣市と連携して作成した
若年層向けの消費者啓発冊子の
配布を通じて若い世代への周知
を強化した。

引き続き、出前講座等の開催や
啓発資料の配付を行い、若年層
への消費者教育に努める。
また、消費者問題を身近に感じる
ことができるよう、気軽に楽しく
学ぶことができる消費者コンテン
ツの製作を検討する。

今年度実施した出前講座10件の
うち7件を学生や新入職員等を
対象とし、若年層への消費者教育
の強化に取り組んだ。
また、ＳＮＳを活用した週１回の消
費者トラブルに関する情報発信、
クイズを楽しみながら読み進める
ことができるリーフレットの作成・
配布を通じて若い世代への周知
を強化した。

⑪ 青少年育成事業の実施

青少年の豊かな人間性を育み、自立と社会参加を促す
ため、生き生き体験キャンプ事業や野外体験促進事業、
成人式事業、サタデースクール事業等、青少年育成に関
する各種事業を実施します。
今後は、学校や地域の各種関係機関と連携・協働を進
め、地域の実情に合った効果的な事業を展開していくと
ともに、地域の人材の発掘・育成に取り組みます。

③ 学習情報の提供

子どもの体験活動等の青少年事業や子育て支援に関す
る学習情報を、市のホームページ等を通じて広く保護者
や子ども達に提供する施策です。
若年層の情報ツールの主流はスマホ・インターネットで
あることから、今後は、市公式アプリの活用やホーム
ページの随時更新とともに、各教室の周知強化に取り組
みます。
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評価
対象

第2期　木更津市子ども・子育て支援事業計画進捗管理シート　　

基本
目標

施
策

事業
番号

施策項目 施策内容 担当課 評価の考え方

2期計画目標値 2期計画振り返り 令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画策定時（R元） 最終年度（R６）
振り返り結果

（計画目標値を設定していた場
合、その内容を踏まえ記載）

計画実績値 達成度 取組み内容 実績結果 取組み内容 実績結果 取組み内容 実績結果

資料１

基本目標４　親と子の健康の確保及び増進
(1)母子の健康づくりの推進

① ※ 母子健康手帳の交付事業

妊娠届出書を受理し、母子健康手帳を交付する事業で
す。
今後は、リスクを抱える妊婦等に対し、支援サービスの
紹介を充実させるとともに、栄養士と連携し、妊娠中の
栄養指導等の保健指導の質の向上に取り組みます。

健康推進課

母子健康手帳交
付時の保健指導
者数
支援プラン策定
者数

母子手帳発行
時、保健指導全
員実施（986人
うち支援プラン
Ｂ259人）

母子手帳発行時、
保健指導全員実
施。

母子健康手帳交付時に、全妊
婦へ対面での保健指導を実施
できるよう努めていますが、
妊娠悪阻や感染症予防の観点
から全妊婦への保健指導がで
きていない状況です。しかし、
約98％の妊婦に対面にて保
健指導を行っています。今後
も全妊婦へ保健指導できるよ
う取り組みます。

母子健康手帳交付
時の対面で保健指導
を実施した割合：
892件交付に対し、
875件（98.1％）実
施し、支援プランを
作成しました。（R6
年度実績）

A：9割以上

妊娠届出時に不安を抱える方が
半数おり、その内容も多岐に渡
る。そのため他機関との連携をよ
り密に行い、妊娠期の様々な悩み
に対応できるようにしていきま
す。

妊娠届出時に不安を抱える妊婦は
43.1％と減少傾向です。なお、その
うちの32％を継続的に支援し、必要
時は他課と連携して支援方法を検討
しました。

伴走型相談支援を開始し、アン
ケートの実施及び面接にて、妊娠・
出産に不安を抱える妊婦の把握と
必要な支援を行っていきます。

母子健康手帳交付時や悪阻の回
復を待って個別面談を行った結
果、約98％の妊婦へ面接でき、
保健指導を実施した。そのうち妊
娠・出産に不安を抱える妊婦の
51％に電話や面接にて支援継続
を行った。

引き続き、母子健康手帳交付時
に、今後の妊娠経過や出産に向け
た見通しが持てるよう、伴走型相
談支援も含め、保健指導を充実し
ていく。また、必要に応じて、妊
娠・出産アセスメントシートを作成
し、支援に活用していく。

母子健康手帳交付時や悪阻の回
復を待って個別面談を行った結
果、約98％の妊婦へ面接でき、
保健指導を実施した。そのうち、
妊娠・出産に不安を抱える妊婦の
約63％に電話や面接にて支援継
続を行った（支援者の35,2%に
妊娠・出産アセスメントシートを作
成し、支援に活用した）。

② ※ 妊婦個別指導事業

妊婦に対して、母子保健コーディネーター等が面接、電
話等を通じ、必要な保健指導を行う事業です。身体面に
おけるハイリスク妊婦への保健指導を充実させ、低出生
体重児の出生予防をはかるとともに、その他の要因に
より支援が必要な妊婦に対し、安心安全な出産へと導け
るよう支援します。
今後は、低出生体重児の出生予防活動を実施してくとと
もに、他機関との連携強化を図り、支援の充実に取り組
みます。

健康推進課
妊婦個別相談の
実績（面接、電
話）の経年変化

妊婦個別指導実
績293人

ニーズに応じた
体制整備がはか
れている

支援が必要な妊婦に対して、
母子保健コーディネーター等
が面接、電話等を通じ、個別に
保健指導を行い、安心安全な
出産に向けた支援を行いまし
た。
令和6年度途中から、虐待予
防の視点を強化したアセスメ
ントシートを活用開始しまし
た。

全妊婦892人
支援対象妊婦210
実施者数133人
（63.3％）
（R6年度実績）

Ｃ：5割以上7割未満
引き続き、支援の必要な妊婦に対
して妊娠中継続支援していきま
す。

妊娠届出時に支援の必要な妊婦（B
プラン）229人中、実180人に電
話、面接等に手支援しました。指導率
は78.5％でした。電話連絡するも
ののつながらなかったケースが多く
ありました。

伴走型相談支援を開始し、アン
ケートの実施および面接にて支援
の必要な妊婦に対して妊娠中継続
支援していきます。また、母子健康
手帳発行時に妊婦本人が指導の
必要性を認識できるようなアプ
ローチをしていきます。

妊娠届出時に支援の必要な妊婦
（Bプラン）266人中、実156人
に電話、面接等にて支援した。指
導率は58.6％であり、電話連絡
するもののつながらなかったケー
スが多く手紙を郵送しました。

支援の必要な妊婦について、個
別指導や関係機関と情報共有し
連携しながら切れ目ない支援が
できるようにして行く。

妊娠届出時に要支援と判断した
妊婦210人中、実133人に電話、
面接等にて支援した。指導率は
63％であり、電話連絡するもの
のつながらなかったケースには
手紙を郵送し、新生児訪問にて状
況を確認した。

③ 新規 妊産婦歯科健康診査

妊娠中は、妊娠関連の歯肉炎になりやすく、それを放置
すると重度の歯周病へと進行し、早産や低出生体重児
出産のリスクが2倍になるという研究報告もあることか
ら、妊娠中に専門家による口腔内のチェックを受ける機
会を設け、妊婦自身が口腔内の衛生管理の重要性を自
覚し、妊娠中の口腔内が良好に保たれることで早産等の
リスクを軽減する事業です。
実施方法は、母子健康手帳発行時に別冊の妊婦歯科健
康診査受診券を配布し、妊娠中期（16～27週）を健診
の望ましい時期として、市内の歯科医療機関で妊娠期間
中1回の受診とします、また、今後は、子育ての多忙さか
ら口腔管理がおろそかになりやすい産後についても健
診の機会を設け、良好な口腔環境が維持できるよう支
援します。

子育て支援課・
健康推進課
（R3より健康
推進課事業）

受診者数、受診率
の推移

妊婦３３０人（３
３％）

妊婦５００人
（50％）
産婦３００人（３
０％）

受診率は目標値には達しませ
んでしたが、妊婦歯科健診に
おいては計画策定時よりもや
や増加し、産婦歯科健診にお
いては大幅に増加した結果と
なったことから、良好な口腔環
境を維持できるよう支援する
ことができたと考えます。

妊婦３４３人
（36.3％）
産婦２５０人
（29.4％）
（R6年度実績）

Ｂ：7割以上9割未満

引き続き市内協力歯科医療機関
（５２歯科医院）で口腔内健診及び
保健指導を実施して、妊娠期およ
び産後の口腔内を健康に保てる
よう支援する

妊婦歯科健診　受診者数　349人
　　　　　　　      受診率　　35.9％
産婦歯科健診　受診者数　 173人
　　　　　　　      受診率      17.8％

引き続き市内協力歯科医療機関
（５1歯科医院）で口腔内健診及び
保健指導を実施して、妊娠期およ
び産後の口腔内を健康に保てる
よう支援する

妊婦歯科健診　受診者数　344
人
　　　　　　　      受診率
34.5％
産婦歯科健診　受診者数　 231
人
　　　　　　　      受診率
26.4％

引き続き市内協力歯科医療機関
（５1歯科医院）で口腔内健診及び
保健指導を実施して、妊娠期およ
び産後の口腔内を健康に保てる
よう支援する。

妊婦歯科健診　受診者数　343
人
受診率　　36.3％
産婦歯科健診　受診者数　 250
人
受診率      29.4％

④ ※
産前産後サポート事業：
プレママ講座・ママ広場

妊婦を対象に産後の生活、子育て支援情報の提供を行
う事業です。プレママ講座では、初妊婦へのもく浴指導、
経産婦、乳児との交流等を実施し、ママ広場では経産婦
へ赤ちゃん返り等きょうだいへの関わり方等、対象者の
状況に即した内容を実施します。
今後は、妊婦のニーズを把握しながら、適時、適切な講
座内容の検討に取り組みます。

健康推進課

プレママ講座参
加者数
ママ広場参加者
数
実施アンケートに
よる受講者の満
足度

・プレママ講座：
実163人、参加
率36.8％
・ママ広場につい
ては新規事業

ニーズに応じた
体制整備がはか
れている

アンケートから初妊婦、経産婦
のニーズを把握し、状況に応じ
て実施方法を変え、産前産後
の正しい情報の提供や個別の
相談に対応し、不安の軽減に
つなげています。90％の人に
受講後意識の変化が見られて
います。

マタニティ講座
実１５６人
参加率17.1％
（R6年度実績）

A：9割以上

対面での講座の需要が高いため、
コロナウイルス感染症の状況を踏
まえながら、対面とオンラインの
講座の開催数を調整します。

・プレママ講座：実49人
・オンラインプレママ講座：実21人
参加率16％
・ママ広場（オンライン）：実17人

コロナウイルスが５類に移行した
ためオンラインの講座は撤廃し、
対面の講座のみ実施していきま
す。なお参加しやすい環境を整え、
参加者数と満足度の向上を図りま
す。

・プレママ講座実99人、参加率
24.4％
・ママ広場：57人、参加率10.9％
受講者アンケートから参考になっ
た人99％、気持ちが前向きに変
わった人89％と効果が見られ
た。

妊婦のニーズ等を考慮し、二つの
講座を併せ、マタニティ講座とし
て、全妊婦を対象として実施す
る。

マタニティ講座として２回１コー
ス、年12コース実施しました。初
妊婦と経産婦を一緒にすること
で、講座の中で経験者の話を聞く
機会ができ、満足度につながりま
した。実144人、実施率17.1％。
昨年度両講座の参加率16.8％よ
り微増。

⑤ ※ 産後ケア事業

産科医療機関を活用し、家族等の支援が受けられない
産婦の体の回復を促し、子どもの世話の方法をサポート
する事業です
今後は、医療機関との連携し、適切なサポートに取り組
みます。

健康推進課
産後ケア利用者
数の経年変化
利用者の満足度

・利用者数：実１4
人/延17人
・利用者の全員
が満足度が高い

ニーズに応じた
体制整備がはか
れている

令和３年度に居宅訪問型産後
ケアを開始したことや、R５年
度の全国的な利用者の条件緩
和もあり、利用者数は年々増
加の一途をたどっています。
利用者満足度については、利
用者増加に伴いニーズが多様
化しており、利用後アンケート
上で全員の満足度が高いとの
結果は得られなかったもの
の、９割以上の利用者におい
て満足度の高さが伺えまし
た。

・利用者数：実99人
/延159人

Ｂ：7割以上9割未満
ニーズに合ったサービスの提供の
ために環境を整えます。

利用者数は実18人/延19人であっ
た。内13名は休息目的の利用であっ
たことから、支援者不足の家庭に
とってニーズのある事業である。な
お利用希望があっても、委託先の受
け入れ体制が整わず利用に至らな
かったケースもあるため、次年度も
引き続き事業実施環境の整備に努
めたい。

ニーズに合ったサービスの提供の
ために環境を整えます。

利用者数は実52人/延68人で
あった。内30/42人は居宅訪問
型であり、利用者は増加傾向。利
用増加に伴い、利用者ニーズも多
様化し、委託先との調整も増えて
いるため、次年度も引き続き事業
実施環境の整備に努めたい。

ニーズに合ったサービスの提供
のために環境を整える。

利用者数は実99人/延159人で
あった。内40/74人は居宅訪問
型であり、利用者は昨年度と比較
し約倍増。利用増加に伴い、利用
者ニーズの多様化、委託先との調
整や手続き件数も増えてたため、
利用後アンケート等を参考に体制
整備に努めた。また、利用後アン
ケート上、満足度の高さが伺え
る。

⑥ 新規
新生児聴覚検査受診の普及
啓発と検査費用の助成

聴覚障害の早期発見・早期療育を図るため、母子健康手
帳交付時に新生児期の聴覚検査の受診勧奨と再検査が
必要になった場合に、再検査実施の徹底について周知
をしていく事業です。また、検査費用の一部助成を行い
ます。

健康推進課

出生したすべて
の新生児が聴覚
検査を受けてい
ること

健診実施率
91.1％
未把握率
2.8％
（平成30年度）

100％の受診と、
健診結果の把握。

受診率は目標に達しません
が、検査費用助成開始後年々
上がり、策定時と比し7.4ポイ
ント増となりました。周知の効
果と、費用助成により検査が
受け易くなったことが受診率
増につながったと考えられま
す。全ての児が検査を受ける
こと、精密検査受診の把握に
もより努めていく必要があり
ます。

検査実施率
98..5％
未把握　1.0％
(R6実績）

A：9割以上

さらなる受診率の向上のために、
新生児聴覚スクリーニング検査の
必要性を母子手帳交付時に指導
します。

新生児聴覚検査の費用助成をした者
は895人。受診率は約94％。昨年
度より受診者数は大幅に増加しまし
た。費用の助成があることで、検査
が受けやすくなっていることが受診
率の増加につながっていると考えら
れる。

さらなる受診率の向上のために、
新生児聴覚スクリーニング検査の
必要性を母子手帳交付時に指導し
ます。

新生児聴覚検査の費用助成をし
た者は791人。受診数は870
人、受診率は約97.6％で昨年度
より受診率は上がった。周知の効
果と、費用の助成により検査が受
けやすくなっていることが受診率
の増加につながっていると考え
られる。

さらなる受診率の向上のために、
新生児聴覚スクリーニング検査の
必要性を母子手帳交付時に指導
する。

新生児聴覚検査の費用助成をし
た者は687人。受診数は831
人、受診率は約98.5％で昨年度
より受診率は上がった。検査の必
要性の周知、受検結果の把握に
努め、要精密検査者のフォローを
しました。受診により、難聴や口
腔疾患がわかった。

⑦ ※ 予防接種

予防接種法に基づき、疾病の発生やまん延を予防する
ため、乳幼児及び児童・生徒を対象として、協力医療機
関において予防接種を実施する事業です。
今後も引き続き、接種率の向上に取り組みます。またロ
タウイルスワクチンの定期接種が令和２年１０月から始ま
り、今後はおたふく風邪等のワクチン接種の定期化も見
込まれるため、安心・安全に接種ができるよう、接種間
隔や接種方法等の周知に取り組みます。さらに、インフ
ルエンザ等の感染症のまん延防止に向け、うがい手洗い
や生活リズムを整える等の免疫力を高めるための保健
指導を行います。

健康推進課
各種予防接種の
接種率の推移

Ｈｉｂ感染症
101.1%小児の
肺炎球菌
101.3%B型肝
炎　99.21%4
種混合
99.47%BCG
100.2%水痘
88.04%麻しん
風しん混合1期
95.89%麻しん
風しん混合2期
95.46%日本脳
炎1期
158.15%日本
脳炎2期
82.24%2種混
合　90.84%子
宮頸がんワクチ
ン　0.67%
（H３０年度実績）

接種率の維持・増
加

第2期計画期間中にワクチン
の種類の変更や経過措置等の
制度の変更が生じました。接
種率が目標値に比べて全体的
下がっているため、適切な時
期に接種ができるよう周知に
取り組む必要があります。

Ｈｉｂ感染症
30.7%、小児の肺
炎球菌 96.2%、B
型肝炎　95.5%、ロ
タリックス
50.9％、ロタテック
41.5％、5種混合
65.0％、4種混合
34.1%、BCG
98.8%、水痘
93.0%、麻しん風し
ん混合1期
95.2%、麻しん風し
ん混合2期
88.2%、日本脳炎1
期　92.8%、日本脳
炎2期　48.0%、2
種混合　81.8%、子
宮頸がんワクチン
37.4%
（R６年度実績）

Ｂ：7割以上9割未満

今後も、定期的な接種勧奨や、協
力医療機関との連携を図り、引き
続き安心・安全に実施します。
また、国の通知に基づき、対象者
への情報提供機会を設けること
で受診率の向上に努めます。

子宮頸がん予防ワクチンは、令和4
年度に積極的勧奨再開となり、
キャッチアップ接種を含めた全対象
者に予診票等送付を実施し、厚生労
働省の算出基準では実施率77.3%
（ただし接種者延数/発送者＝
19.4%）に増加しました。
ロタウイルスワクチンは、計97.6%
の年間接種率でした。
接種に係る関係機関との連携調整
等、円滑な事業運営に努めました。

今後も、定期的かつ効果的な接種
勧奨や、協力医療機関との連携を
図り、引き続き安心・安全に実施し
ます。
また、国の通知に基づき、対象者
への情報提供機会を設けることで
受診率の向上に努めます。

子宮頸がん予防ワクチンについ
て、キャッチアップ世代では高校
2年生相当の女子の接種未完了
者に対し、勧奨はがきを通知し
た。接種率（接種者延べ数／発送
者数）は23.1％だった。ロタウイ
ルスワクチンは、97.9%の接種
率だった。接種に係る関係機関と
の連携調整等、円滑な事業運営
に努めた。

今後も、定期的かつ効果的な接
種勧奨や、協力医療機関との連
携を図り、引き続き安心・安全に
実施する。また、国の通知に基づ
き、対象者への情報提供機会を
設けることで受診率の向上に努
める。

Ｈｉｂ感染症　30.7%、小児の肺
炎球菌 96.2%、B型肝炎
95.5%、ロタリックス　50.9％、
ロタテック　41.5％、5種混合
65.0％、4種混合　34.1%、
BCG　98.8%、水痘　93.0%、
麻しん風しん混合1期　95.2%、
麻しん風しん混合2期　88.2%、
日本脳炎1期　92.8%、日本脳炎
2期　48.0%、2種混合
81.8%、子宮頸がんワクチン
37.4%
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評価
対象

第2期　木更津市子ども・子育て支援事業計画進捗管理シート　　

基本
目標

施
策

事業
番号

施策項目 施策内容 担当課 評価の考え方

2期計画目標値 2期計画振り返り 令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画策定時（R元） 最終年度（R６）
振り返り結果

（計画目標値を設定していた場
合、その内容を踏まえ記載）

計画実績値 達成度 取組み内容 実績結果 取組み内容 実績結果 取組み内容 実績結果

資料１

⑧ ※
新生児、産婦訪問指導事業、
乳児家庭全戸訪問事業

生後４ヵ月までの子どもがいるすべての家庭に訪問し、
子どもの発育面・生活環境面及び産婦の体調管理に関
する保健指導を行う事業です。保護者の様々な不安や
悩みを聞き、必要な情報提供を行うとともに、支援が必
要な家庭に対しては、適切なサービスに結びつけます。
今後は、周産期メンタルヘルスにおける客観的指標の検
討や支援体制の整備に取り組みます。

健康推進課

周産期メンタル
ヘルスの支援体
制の整備（新生児
訪問指導者数は、
乳児家庭全戸訪
問事業で評価す
る）

周産期メンタル
ヘルスの支援体
制整備がはかれ
るための質的な
事業のため目標
設定は困難

周産期メンタルヘ
ルスの支援体制
整備がはかれる
ための質的な事
業のため目標設
定は困難

令和４年度より産婦健診事業
を行ったことにより、より早期
のメンタルヘルスへの支援体
制を図ることができました。

令和３年度同様に実施していきま
す。また、産婦健診にてEPDS等
を行った産婦で点数の高かった
者のフォローについても新生児訪
問が終わっていない者について
は新生児訪問にてフォローをして
いきます。

産後健診を開始し、母のメンタルヘ
ルスの評価を客観的に行い、リスク
の高い産婦は、医療機関と連携し早
期介入に努めました。また新生児産
婦訪問時にWhooleyの2項目質問
法を産婦全員に実施しました。必要
な方にEPDSを実施し、継続フォ
ローが必要な方は、地区担当や関係
機関と連携し、母のメンタル支援、育
児支援を行いました。

引き続き、医療機関と連携し産婦
健診を実施します。また。新生児産
婦訪問の機会に、EPDS等を行
い、点数の高かった方には関係機
関と連携し継続して支援を行いま
す。

産婦健診を契機に、母のメンタル
ヘルスの評価を客観的に行い、リ
スクの高い産婦は、医療機関と連
携し、早期介入に努めた。新生児
訪問時にWhooleyの２項目質問
票を産婦全員に実施し、必要な方
にEPDSを実施した。継続フォ
ローが必要な方は地区担当や母
子保健コーディネーター及び関係
機関と連携し支援を行った。

引き続き、医療機関と連携し産婦
健診を実施する。また。新生児産
婦訪問の機会に、EPDS等を行
い、点数の高かった方には関係機
関と連携し継続して支援を行う。

産婦健診を契機に、母のメンタル
ヘルスの評価を客観的に行い、リ
スクの高い産婦は、医療機関と連
携し、早期介入に努めた。新生児
訪問時にWhooleyの２項目質問
票を産婦全員に実施し、必要な方
にEPDSを実施した。継続フォ
ローが必要な方は地区担当や母
子保健コーディネーター及びこど
も家庭センター等関係機関と連
携し支援を行った。

⑨ ※
産前産後サポート事業：
赤ちゃん広場

子育ての孤立感や育児不安の解消のため、生後３か月
頃までの母子を対象とした集まりの場を提供する事業
です。必要に応じ、育児相談や身体計測を行います。
今後は、相談内容や対象者の背景を考慮した指導方法
の検討を行うとともに、健康推進課や地域子育て支援
センター等の関係機関と連携し、切れ目ない支援体制の
充実に取り組みます。

健康推進課

赤ちゃん広場参
加者数の経年推
移
実施アンケートに
よる利用者満足
度

①実施回数：46
回
②参加者数：実
92人/延268人

①実施回数
②参加者数

毎週月曜日に固定して事業を
実施しており、祝日が多い曜
日であるため、R6年度の実施
回数は42回と減少してしまい
ましたが、参加者数は、実158
人/延506人と増加しました。
コロナウイルスが緩和したこと
や全数実施の新生児訪問での
周知が参加につながったと考
えます。

実施回数：42回
参加者数：実158人
　　　　　/延べ506
人

Ｂ：7割以上9割未満 前年度同様に実施していきます。

①実施回数：４８回
③参加者数：実147人/延５２４人
（乳児）。　感染対策を行い、予定通り
開催でした。母子同士の交流や個別
相談に対応できました。

多くの母子が参加しやすい環境を
整え、安心して子育てができるよ
う努めます。

実施回数：45回
参加者数：実150人/延452人
(乳児)
予定通りの回数で開催でき、月曜
祝日が2週間以上続いた週は、特
別に火曜日開催を1回設け、交流
の場や個別相談の場の継続につ
なげた。

多くの母子が参加しやすい環境
を整え、交流や個別相談の場を通
じて不安や悩みが解消できるよ
う支援を継続する。

実施回数：42回
参加者数：実156人
              /延506人(乳児)
予定通りの回数で開催でき、月曜
祝日が2週間以上続いた週は、特
別に火曜日開催を1回設け、交流
の場や個別相談の場の継続につ
なげた。

⑩ ※
乳児健康診査事業
（４か月児）

疾患の早期発見と育児支援を行うため、４か月児を対象
に、健康診査を実施する事業です。
今後も、生活リズムに関する健康教育の効果を面接時に
確認し、保護者が意識して取り組めるよう、保健指導を
行います。また、健診時に子育てに関する情報提供を行
うともに、関係機関と連携し、切れ目のない育児支援の
充実に取り組みます。

健康推進課
受診率の経年変
化

受診率96.4％
（H30年度）

97％以上

受診率97％以上を目標とし
ていたが、R6年度は95.6％
であり計画策定時より減少し
てしまいました。R2年度以降
コロナ禍となり、集団健診に対
して不安をもつ保護者がでて
きたことが要因の1つである
と考えます。受診率は低下し
てしまいましたが、95％以上
の方に生活リズムに関する健
康教育や子育てに関する情報
提供を実施することができま
した。

受診率95.6％
(R6年度実績値)

Ｄ：5割未満

引き続き、感染症対策を講じ、集
団健診を実施する。問診票および
保護者の言動などから必要な家
庭に対し、保健指導・育児支援を
行う。

感染症対策を講じ集団健診を実施。
受診率は９４．７％で、令和３年度よ
り０．９ポイント減少しました。保健指
導は個別指導を基本とし、保護者の
心配事や基本的な生活習慣に関す
る支援に努めるとともに、感染症の
収束傾向から集団健康教育を再開ま
した。育児に心配や不安などがある
保護者に対し、心理士に繋ぎ、専門
的なケアを行いました。

生活リズムに関する集団健康教育
を実施し保護者が実践できるよう
努めます。また、育児不安等があ
る保護者に対し、必要時心理士に
繋げます。子育てに関する情報提
供を行い、関係機関と連携し、切
れ目のない支援に努めます。

今年度も、感染症対策を講じ集団
健診を実施。受診率は令和４年度
より0.3ポイント減少したが、
94.4％とほぼ横ばいだった。保
健指導は個別指導を基本とし、保
護者の心配事や基本的な生活習
慣に関する支援に努めるととも
に、育児に心配や不安などがある
保護者に対し、心理士に繋ぎ、専
門的なケアを行った。

生活リズムに関する集団健康教
育を実施し保護者が実践できる
よう努める。また、各家庭に沿っ
た支援に努め、必要時、関係機関
と連携しながら、切れ目のない支
援に努める。更に、受診勧奨を行
い、受診率の向上に努めていく。

感染症対策を講じ集団健診を実
施。受診率は95.6％で令和5年
度より1.2ポイント増加した。保健
指導は個別指導を基本とし、保護
者の心配事や基本的な生活習慣
に関する支援に努めるとともに、
育児に心配や不安などがある保
護者に対し、心理士に繋ぎ、専門
的なケアを行った。

⑪ ※ 離乳食講習

４か月の乳児を持つ保護者を対象に、乳児健康診査に
合わせて、離乳食に対する正しい知識の普及を図る事
業です。
料理の経験不足や乳児に合わせた離乳食の量を調整す
ることが難しい保護者がいることから、今後は、量や形
態を視覚化する等、よりわかりやすい講話内容や展示物
の工夫に取り組みます。

健康推進課 受講率９０％以上
受講率39.6%
（H30年度)

90％以上

情報を必要とする保護者へ重
点的に支援を行うため、対象
者を見直し実施しました。感染
症対策に配慮しながら、その
時々で可能な実施体制や、離
乳食の実物媒体を用い、工夫
しながら実施することができ
ました。

実施率：99.4%
（R6年度）

A：9割以上
引き続き、感染症対策を講じなが
ら、離乳食の進め方や作り方につ
いての具体的な方法を啓発する。

感染症対策を講じ、乳児健診に合わ
せ実施。3月から講習スペースを設
け、新たに指導媒体として実物の
じゃがいもを追加し、より実践的な
ポイントを伝えることができた。
受講率98.9%

引き続き、離乳食の進め方や作り
方についての具体的な方法を啓
発する。

乳児健康診査来所者全員を対象
としていたが、情報を必要とする
保護者へ重点的に伝えられるよ
う、第1子は全員、第2子以降は希
望者に変更し実施した。
受講率100%

引き続き、媒体や展示物を工夫し
ながら、具体的な方法を啓発して
いく。

第1子および第2子以降は希望す
る保護者を対象に離乳食講習を
実施し、離乳食の目的や進め方な
どについて保護者へ伝えました。
受講率：99.4%

⑫ ※

乳児健康診査事業
（５～８か月児、９～11か月
児）

母子健康手帳の交付に合わせ 、５～８か月児と９～
11ヵ月児を対象に、２回分の健康診査受診票を発行し、
健康診査を実施する事業です。
医療機関における乳児健診の受診率が低いことから、
今後は、健康推進課等と連携し、乳児健診の周知強化等
に取り組みます。

健康推進課

年間健診受診者
数の推移
5～8ヶ月
9～11ヶ月

乳児健康診査受
診券利用率：
67.4％

乳児健康診査受
診券利用率：
70％

利用率の目標は達成できず、
横ばいでした。各事業での周
知の他、特に母子モでのプッ
シュ配信や7か月・11か月頃
の教室での勧奨などタイム
リーな周知に努め、今後その
効果が表れてくると思われま
すが周知を続ける必要があり
ます。

乳児健康診査受診
券利用率：65.8％
（R6年度実績）

A：9割以上

引き続き、乳児健診の助成券の使
用について、母子健康手帳発行時
や、新生児訪問、乳児健診（4か
月）にて周知をはかっていきま
す。

乳児健康診査受診券利用件数は、
1,476件。受診券利用率は67.9％
とやや増加しています。コロナによ
る受診控えが改善してきていると推
測します。

引き続き、乳児健診の助成券の使
用について、母子健康手帳発行時
や、新生児訪問、乳児健診（4か
月）にて周知をはかっていきます。

乳児健康診査受診券利用件数
は、1,423件。受診券利用率は
66.1％とやや減少している。乳
児教室での周知や母子モのプッ
シュ配信を加え、受診勧奨を行っ
た。

引き続き、乳児健診の助成券の
使用について、母子健康手帳発
行時から乳児期の各事業、母子モ
を活用して周知をはかっていく。

乳児健康診査受診券利用件数
1,397件。受診券利用率は
65.8％と昨年度よりやや減少し
た。教室での周知や母子モのプッ
シュ配信でタイムリーな受診勧奨
に努めた。

⑬ ※ １歳６か月児健康診査事業

幼児初期の身体発育及び精神発達の指標が得られる１
歳７か月児を対象に、健康診査を実施する事業です。
今後は、生活リズムに関する保健指導を行うとともに、
精密健康診査の受診率向上に向け、受診勧奨を行いま
す。また、肥満児への継続支援やむし歯発生リスクの高
い児に対する保健指導の強化に取り組みます。

健康推進課
受診率の経年変
化

受診率98.1％
（H30年度）

98％以上

受診率目標を98%としてい
たが、R6年度は92.7%と減
少。
3月対象の児が年度内に受診
ができなかった場合は、次年
度繰り越しとなり、未受診率に
含まれるため、その影響も考
えられる。生活リズムの保健指
導や身体発育や精神発達を確
認し、可能な限り継続支援に
つなげていくことができた。

受診率：92.7%
(R6年度)

Ｄ：5割未満

引き続き、感染症対策を講じ、集
団健診を実施する。問診票および
保護者の言動などから必要な家
庭に対し、保健指導・育児支援を
行う。

感染症対策を講じ集団健診を実施。
受診率は94.8％で、令和3年度より
0.9ポイント増加しました。保健指導
は個別で実施し、保護者の心配事や
基本的な生活習慣に関する支援に
努めた。また、育児に心配や不安な
どがある保護者には、親子教室やこ
ども相談、心理士への相談に繋ぎな
ど、専門的な支援に繋ぎました。

生活リズムに関する集団健康教育
を実施し保護者が実践できるよう
努めます。また、育児不安等があ
る保護者に対し、必要時心理士に
繋げます。子育てに関する情報提
供を行い、関係機関と連携し、切
れ目のない支援に努めます。

集団健診を実施。受診率は９３.
５％で、令和４年度より１.　２ポイ
ント減少した。仕事の都合を理由
に受診しない者が目立っている。
保健指導は個別指導を基本とし、
保護者の心配事や基本的な生活
習慣に関する支援に努めるとと
もに、精密検査を勧められた児に
対して、受診結果を把握し、受診
勧奨を行った。

引き続き生活リズムに関する指
導を個別にて行い、各家庭の状
況に沿った指導を行う。精密健康
診査においても、全ての精密検査
勧奨児に対して、受診動向を確認
していく。受診率の低下が見られ
るため、受診勧奨を強化し、受診
率の向上に努めていく。

集団健診を実施。受診率は９
2.7％で、令和5年度より0.8ポ
イント減少した。仕事や自己都合
を理由に受診しない者が多く見
られた。保健指導は個別指導を基
本とし、保護者の心配事や基本的
な生活習慣に関する支援に努め、
継続支援が必要な児を拾い、健
診後も地区担当保健師からの支
援を行った。

⑭ 新規 2歳児歯科健康診査事業

法令で定められている１歳6か月児健康診査と３歳児健
康診査の中間時期の2歳６か月児を対象に、歯科健康診
査とフッ素塗布を実施し乳歯の積極的なむし歯予防を
図る事業です。また、市内の歯科医療機関で実施するこ
とで、かかりつけ医師の獲得にもつなげていきます。

健康推進課
受診者数、受診率
の推移

５００人（受診率
５０％）
3歳児むし歯罹
患率
（１５．８％）

８００人（受診率８
０％）
３歳児むし歯罹患
率
（１２．０％）

受診率の目標を達成すること
はできなかったが、３歳児のむ
し歯罹患率は、目標を達成す
ることができた。２歳児歯科健
診を実施することで、乳歯の
むし歯予防に繋げることがで
きたと考える。

５０８人（受診率
50.3％）
３歳児むし歯罹患率
（8.3％）
（R6年度実績）

Ｂ：7割以上9割未満

引き続き、法定健診である１歳６
か月児と３歳児健診の中間にあ
たる２歳６か月児に対しフッ素塗
布を含めた積極的なむし歯予防
対策として実施する

受診者528人（受診率52.3％）
３歳児むし歯罹患率（9.5％）

引き続き、法定健診である１歳６
か月児と３歳児健診の中間にあた
る２歳６か月児に対し積極的なむ
し歯予防対策として、市内協力歯
科医療機関（48歯科医院）にて、
歯科健康診査、歯科保健指導およ
びフッ素塗布を実施する。

受診者516人（受診率52.0％）
３歳児むし歯罹患率（7.6％）

引き続き、積極的なむし歯予防対
策として、市内協力歯科医療機関
（49歯科医院）にて、歯科健康診
査、歯科保健指導およびフッ素塗
布を実施する。

受診者508人（受診率50.3％）
３歳児むし歯罹患率（8.3％）

⑮ ※ ３歳児健康診査事業

幼児期の身体発育及び精神発達の重要な時期である３
歳６ヵ月児を対象に、健康診査を実施する事業です。
今後も、生活リズムに関する保健指導を行うとともに、
精密健康診査の受診率向上に向け、受診勧奨を行いま
す。また、肥満児への継続支援やむし歯発生リスクの高
い幼児に対する保健指導の強化を図ります。

健康推進課
受診率の経年変
化

受診率96.4％
（H30年度 ）

98％以上

受診率目標を98%としてい
たが、R6年度は93.6%と減
少。
3月対象の児が年度内に受診
ができなかった場合は、次年
度繰り越しとなり、未受診率に
含まれるため、その影響も考
えられる。未受診者に対しても
生活リズムの保健指導や身
体・精神発達の保健指導を行
い、可能な限り継続支援につ
なげることができた。

受診率：93.6%
(R6年度)

A：9割以上

引き続き、感染症対策を講じ、集
団健診を実施する。問診票および
保護者の言動などから必要な家
庭に対し、保健指導・育児支援を
行う。また、眼科検査において屈
折検査を導入し、弱視等の早期発
見・早期治療に繋げる。

感染症対策を講じ集団健診を実施。
受診率は92.5％で、令和3年度より
0.5ポイント減少しました。保健指導
は個別で対応し、保護者の心配事や
基本的な生活リズムに関する説明に
努めた。また、育児に心配や不安な
どがある保護者に対は親子教室やこ
ども相談、心理士への相談に繋ぎな
ど、専門的な支援に繋げた。

生活リズムに関する集団健康教育
を実施し保護者が実践できるよう
努めます。また、育児不安等があ
る保護者に対し、必要時心理士に
繋げます。子育てに関する情報提
供を行い、関係機関と連携し、切
れ目のない支援に努めます。

受診率は令和４年度より0.2ポイ
ント減少したが、92.3％とほぼ
横ばいだった。集団健康教育は再
開せず、保護者の心配事や基本
的な生活リズムに関する説明は
個別指導に努めた。発達面に関し
ては、必要時関係機関と連携しな
がら、子ども発達支援課の専門的
な支援に繋ぐ等、切れ目ない支援
に努めた。

引き続き、個別で各家庭に沿った
支援に努め、必要時、関係機関と
連携しながら、切れ目のない支援
に努める。また、受診勧奨を継続
し、受診率の向上に努めていく。

受診率は令和５年度より1.3ポイ
ント増加した。生活リズム等の保
健指導は、各家庭の実情に沿った
指導ができるように、個別の指導
を実施するよう努めた。発達面に
関しては、必要時関係機関と連携
しながら、子ども発達支援課の専
門的な支援に繋ぐ等、切れ目ない
支援に努めた。

⑯ ※
保育園及び幼稚園巡回口腔
衛生指導事業

保育園児及び幼稚園児を対象に、歯の大切さの理解を
促し、生涯を通じた歯の健康の基盤づくりのため、巡回
口腔衛生指導を行う事業です。
園児のみならず、保護者へも情報提供を行うことで、園
児の望ましい口腔衛生習慣の確立を目指します。

健康推進課

保育園及び幼稚
園における巡回
口腔衛生指導事
業の実施回数と
実施者数の経年
変化

保育園54回
1,185人
幼稚園未実施
（Ｈ３０年度実績）

市内全保育園及
び全幼稚園での
実施

市内の保育園ではすべて継続
して実施することができた。幼
稚園については、1園での実施
が見送られたため、資料配布
による対応を行った。その他
の幼稚園では実施することが
できた。

保育園55回
1,165人
幼稚園23回
536人
（R6年度実績)

A：9割以上

引き続き、感染症対策を講じなが
ら実施し、歯の大切さへの理解と
自分の歯を守ろうという気持ち
が育まれるよう支援する。

講義形式で実施
保育園54回1,194人
幼稚園21回499人（新型コロナウィ
ルス感染症の影響により実施を見
送った2園へは歯の健康づくりに関
する資料を配布)

引き続き、歯の大切さへの理解と
自分の歯を守ろうという気持ちが
育まれるよう健康教育を実施す
る。

講義形式で実施
保育園55回1,159人
幼稚園23回595人
実施を見送った1園へは歯の健康
づくりに関する資料を配布)

引き続き、歯の大切さへの理解と
自分の歯を守ろうという気持ち
が育まれるよう健康教育を実施
する。

講義形式で実施
保育園55回1,165人
幼稚園23回536人
実施を見送った1園へは歯の健康
づくりに関する資料を配布)

8／18



評価
対象

第2期　木更津市子ども・子育て支援事業計画進捗管理シート　　

基本
目標

施
策

事業
番号

施策項目 施策内容 担当課 評価の考え方

2期計画目標値 2期計画振り返り 令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画策定時（R元） 最終年度（R６）
振り返り結果

（計画目標値を設定していた場
合、その内容を踏まえ記載）

計画実績値 達成度 取組み内容 実績結果 取組み内容 実績結果 取組み内容 実績結果

資料１

⑰ ※
小中学校巡回口腔衛生指導
事業

小中学生を対象に、歯の大切さの理解を促し、生涯を通
じた歯の健康の基盤づくりのため、巡回口腔衛生指導
を行う事業です。
むし歯や歯周病予防の知識を深めることで、児童・生徒
一人ひとりが、自立した健康づくりに取り組むことがで
きるよう指導を実施していきます。

健康推進課

小・中学校におけ
る巡回口腔衛生
指導事業の実施
回数と実施者数
の経年変化

小学校　44回
2,293人
中学校　33回
917人
(H３０年度実績)

実施回数、実施者
数の維持もしくは
増加

市内全小中学校で継続的に実
施することができ、実施回数・
実施者数ともに概ね増加し
た。ただし、小学校における実
施者数のみ減少した。これは、
対象学年を見直し、自立した
口腔衛生管理が求められる4・
5年生に焦点を当てた内容に
変更したことが要因である。そ
の結果、他学年での実施が減
少し、全体の実施者数も減少
した。実施者数は減少したも
のの、対象学年に応じたより
効果的な内容への見直しが図
られたと考える。

小学校　47回
1,166人
中学校　36回
1,114人
(R6年度実績)

A：9割以上

引き続き、感染症対策を講じなが
ら実施し、歯の大切さの理解と自
分自身で口腔疾患の予防ができ
るスキルが身につくよう支援す
る。

講義形式で実施
小学校61回1,553人
中学校37回1,069人

引き続き、歯の大切さの理解と自
分自身で口腔疾患の予防ができ
るスキルが身につくよう健康教育
を実施する。

講義形式で実施
小学校45回1,263人
中学校39回1,168人

引き続き、歯の大切さへの理解と
自分の歯を守ろうという気持ち
が育まれるよう健康教育を実施
する。

講義形式で実施
小学校47回1,166人
中学校36回1,114人

⑱ ※ フッ化物洗口事業

小中学生を対象に、週１回フッ素水溶液でうがいを行
い、永久歯のエナメル質の強化を促し、永久歯のむし歯
予防を図る事業です。
今後も、すべての小中学校の実施に向け、取り組んでい
きます。

健康推進課

小学校6年生の
永久歯の一人平
均むし歯数の経
年変化

0.49本 1本未満を維持

目標を達成することができ
た。また、学校の負担軽減を図
ることでフッ化物洗口実施校
数を増やすことができた。

0.35本（R6年度実
績）

A：9割以上
感染症の流行状況をふまえ、感染
対策を講じながら実施し、実施校
の拡大を目指す。

小学校1校、中学校3校にて実施。
・市内小６の一人平均むし歯数（永久
歯）0.31本

引き続き、フッ化物洗口を実施し、
さらなる永久歯のむし歯予防をは
かる。また、実施校の拡大を目指
す（目標：小学校11校、中学校3
校）。

小学校6校、中学校3校にて実
施。
・市内小６の一人平均むし歯数
（永久歯）0.29本

引き続き、フッ化物洗口を実施
し、さらなる永久歯のむし歯予防
をはかる。また、実施校の拡大を
目指す（目標：小学校10校、中学
校3校）。

小学校10校、中学校3校にて実
施。
・市内小６の一人平均むし歯数
（永久歯）0.35本

⑲ ※
生活リズムに関する健康教育
（保育施設・幼稚園）

幼児期から早寝早起き等の生活習慣を整えることによ
り、将来における生活習慣病の予防や情緒の安定につ
なげることの大切さを、保育施設・幼稚園の保護者に普
及啓発する事業です。
今後も、公立保育園と連携し、健康教育の実施及び評価
を行うとともに、幼稚園や私立保育園等への健康教育
の実施拡大に向け、体制の整備に取り組みます。

健康推進課

保育園、幼稚園に
おける健康教育
の実施回数及び
実施人数

実施回数6回（保
育園6園）、実施
人数262人
（H30年度）

実施回数、人数の
増加

コロナ禍以降、保護者が集ま
る機会がほとんどなくなった
ことから、集団での健康教育
から個別に普及啓発資料を長
期休暇前に1回配布する形に
変更した。
配布した幼稚園は12園の
1832人、保育園では16園の
1323人の保護者に配布。

実施回数:1回。
幼稚園12園：1832
人
保育園16園：1323
人
計3155人の保護者
に配布

Ｂ：7割以上9割未満
引き続き、保育園・幼稚園と協議
しながら、早寝早起き朝ごはんの
普及啓発を行う。

感染症拡大の為、集団での健康教育
は実施できなかったが、各園に事業
の必要性を伝え、親子で取組める普
及啓発資料を長期休暇前の7月に配
布しました。市内幼稚園12園、保育
園16園、計3,261枚配布しました。

引き続き、保育園・幼稚園と協議
しながら、早寝早起き朝ごはんの
普及啓発を行います。

感染症拡大の為、集団での健康
教育は実施できなかったが、各園
に事業の必要性を伝え、親子で取
組める普及啓発資料を長期休暇
前の7月に配布した。市内幼稚園
12園、保育園16園、計3,218枚
配布した。

引き続き、保育園・幼稚園と協議
しながら、早寝早起き朝ごはんの
普及啓発を行う。

コロナ禍以降、保護者が集まる機
会がなく、集団での健康教育は実
施できなかったが、各園に事業の
必要性を伝え、親子で取組める普
及啓発資料を7月上旬に配布し
た。市内幼稚園12園、保育園16
園、計3155枚配布した。

⑳ ※
生活習慣病小児予防健診事
業

将来生活習慣病になる因子を持った児童・生徒を早期
に発見し、医師の治療や食事・運動・正しい生活習慣等
の生活指導等を行う事業です。
今後も、健康推進課と連携し、保護者への啓発と適切な
指導に取り組みます。

学校教育課
生活習慣病（小
児）予防健診の受
診者数の推移

小学校：92.7％
中学校：88.6％

小学校：94％
中学校：90％

生活習慣病（小児）予防健診実
施後に、健康推進課と連携し、
保護者及び児童生徒への啓発
と適切な指導に取り組みまし
た。

R5受診率（実績）
小学校：89.8％
中学校：90.5％

Ｂ：7割以上9割未満
健康推進課と連携し、保護者への
啓発と適切な指導に取り組みま
す。

小学校：87.8％
中学校：88.1％

健康推進課と連携し、保護者への
啓発と適切な指導に取り組みま
す。

小学校：89.8％
中学校：90.5％

健康推進課と連携し、児童生徒や
保護者に対して、事前に小児生活
習慣病予防健診に関して啓発活
動を行い、健診実施後は適切な
事後指導に取り組んでいく。

小学校：88.1％
中学校：88.9％

(2)育児力向上のための支援

① ※ にこにこ健康相談事業

乳幼児とその保護者を対象に、身体発育や食事、歯科に
関する健康相談を行う事業です。
今後も、地域展開も含めた市民が利用しやすい相談体
制の整備とともに、相談内容や対象者の背景を考慮し
た指導方法の検討に取り組みます。また、子育て支援課
や地域子育て支援センター等の関係機関と連携し、切れ
目ない支援体制の充実に取り組みます。

健康推進課

実施人数の経年
変化
相談体制の充実
が図れているか

842人（H30年
度）、健康推進課
にて12回／年実
施（H30年度）

相談を求めてい
る保護者に対し
て、支援体制の整
備・充実が図れて
いる

乳幼児健康診査や電話相談等
で支援が必要と判断した児と
その保護者の相談に応じ、必
要時、関係機関に繋げました。
月1回実施しておりましたが、
日程が合わず、個別に対応す
ることが多かったことや、支援
センターが増設され計測が出
来る施設も増えたことから、事
業としては廃止しました。個別
で支援を実施すると共に乳児
健康診査後のフォローについ
ては、赤ちゃん広場にて支援
を行なっていきます。

６７人（R5年度）
実施回数１２回/年

A：9割以上
電話相談後、必要に応じて来所ま
たはオンラインにて相談を行う。

電話での相談後、来所が必要な方や
乳幼児健診事後の継続支援として予
約制で実施しました。95人12回

乳幼児健診事後や電話相談後、必
要に応じて個別相談を行います。

乳幼児健診事後や電話相談後、
必要に応じて予約制で実施。67
人12回。

② ※ 乳児教室（７～８か月児）

７～８か月児とその保護者を対象に、子どもの成長・発
達に合わせた生活や遊び、食事のポイントを伝える親子
教室を行う事業です。
今後も、保護者が児の発達や特性に応じた関わりがで
き、安心して子育てができるよう事業を展開していきま
す。

健康推進課
参加率および参
加人数の経年変
化

参加率76.3％、
参加人数349
組、

参加率の増加

参加率、参加人数ともに目標
を達成することができた。乳
児健診で教室の紹介をした
り、R6年度から対象者の拡大
(第二子以降も参加可)をした
りしたことが要因の1つである
と考える。7-8か月の成長発
達や遊び、離乳食について参
加者に伝えることができまし
た。

参加率85.6％
参加人数369組
（R6年度実績値）

Ｂ：7割以上9割未満

7～8か月児を持つ保護者に対
し、子どもの成長発達に関するこ
とや、生活リズムに関すること、栄
養に関することの講話を実施す
る。月2回予約制。

感染対策を講じ希望者全員が参加
できるよう体制を整え再開した。こ
ども保育課と連携し保育士の講話を
追加しました。
参加率58.1%
参加数258組

子どもの成長発達に関すること
や、生活リズムに関すること、栄養
に関すること、関わり方などの講
話を実施します。月2回

マットを追加で購入し、聞き取り
やすい場所、見やすい場所に移動
ができるよう環境調整を行いな
がら実施した。また、教室中に休
憩時間を設け、講話を集中して聞
いてもらえるよう工夫を図った。
参加率75.2%、参加数319組

子どもの成長発達や生活リズム、
栄養に関する講話を継続して実
施する。また、対象者の拡大と(第
2子以降の保護者と児)、参加率
向上のため電話勧奨を行う。

第二子以降も希望があれば参加
可能とし、第一子は個別通知、第
二子以降は予約制で実施した。各
専門職からの講話やグループ
ワークを通して7-8か月児の成
長発達や育児について共有する
場となった。
参加率85.6％
参加人数369組

③ ※ じょうずにモグモグ教室

９か月から10か月の乳児を持つ保護者を対象に、口の
発達に合わせた離乳食の食べさせ方の練習を行う教室
です。
今後も、保護者が口の発達を理解し、発達にあった適切
な食事を提供できるよう伝達していきます。

健康推進課

教室アンケートに
おいて、
教室内容を理解
できた者の割合

38.8％
（R元年９月現
在）

50%以上

新型コロナウィルス感染症の
影響を受け、令和2年度に事
業を廃止。代わって、市独自に
口腔機能育成に関する動画を
作成・配信することで、広く周
知し、活用することができた。

Ｅ：未実施
引き続き、離乳食や口の発達に関
する資料や動画を市HP等を活用
し、広く情報配信する。

引き続き、離乳食や口の発達に関す
る資料や動画を市HP等を活用し情
報配信した。また、健診案内通知等
にて動画の2次元コードを掲載し、動
画を知ってもらえるよう取り組ん
だ。

引き続き、離乳食や口の発達に関
する資料や動画を市HP等を活用
し、広く情報配信する。

引き続き、離乳食や口の発達に
関する資料や動画を市HP等を活
用し情報配信した。また、健診案
内通知等にて動画の2次元コード
を掲載したマンガの資料を作成
し、動画の周知に取り組んだ。

引き続き、離乳食や口の発達に
関する資料や動画を市HP等を活
用し、広く情報配信するととも
に、動画の周知に努める。

引き続き、離乳食や口の発達に
関する資料や動画を市HP等を活
用し情報配信した。また、健診案
内通知等にて動画の2次元コード
を掲載したマンガの資料を作成
し、動画の周知に取り組んだ。

④ ※ 子育て講座

地域の子育て中の親子を対象に公立保育園の保育士・
栄養士による離乳食、子育ての講座です。
子育て中の保護者の不安や悩みを共有できる交流の場
になるよう取り組みます。

こども保育課
R6から子育て
支援課も合同

子育て講座の実
施

①保育講座３回
　参加組数　３６
組
②離乳食講座３
回
　参加組数　１９
組

①保育講座３回
　参加組数　４０
組
②離乳食講座３
回
　参加組数　３０
組

子育て中の保護者の不安や悩
みを共有できる交流の場とな
るよう子育て講座や保育講
座、離乳食講座を実施しまし
た。

①子育て講座２回
（参加組数１９組）
②保育講座１３回（参
加組数１６３組）
③離乳食講座５回
（参加組数５２組）
（令和６年度実績）

Ａ：9割以上
感染拡大防止対策を講じつつ、保
育講座年10回、離乳食講座年4
回を予定しています。

感染拡大防止対策を講じつつ、子育
て講座6回、離乳食講座4回を実施
しました。
①子育て講座 6回
②参加組数 46組
③離乳食講座 4回
④参加組数 29組

子育て中の保護者の不安や悩み
を共有できる交流の場になるよ
う、保育講座10回、離乳食講座年
4回を予定しています。

公立保育園保育士による子育て
講座１回、支援センター職員によ
る保育講座１２回、離乳食講座４
回を実施しました。
①子育て講座１回（参加組数１６
組）
②保育講座１２回（参加組数８４
組）
③離乳食講座４回（参加組数３０
組）

子育て中の保護者の不安や悩み
を共有できる場として、子育て講
座２回、離乳食講座５回を予定し
ている。

公立保育園保育士による子育て
講座２回、支援センター職員によ
る保育講座１３回、離乳食講座５
回を実施しました。
①子育て講座２回（参加組数１９
組）
②保育講座１３回（参加組数１６３
組）
③離乳食講座５回（参加組数５２
組）

⑤ ※ 家庭教育学級事業

子どもを持つ保護者を対象に、子育てについての知識
を深め、親同士の交流を図ることを目的に、乳幼児期、
児童期、思春期の各成長段階に応じて家庭教育学級や
子育て講座を各公民館で実施する事業です。また、家庭
教育学級の現状把握を行いながら、家庭教育学級の充
実に向けた研修会を実施します。
地区によって対象人数が大きく異なることから、今後
は、各地区の状況あわせた家庭教育学級や子育て講座
の開催に取り組みます。また、各学級の実態に対応した
研修内容の検討等、学級生及び職員の学級運営のスキ
ルアップに取り組みます。

公民館

地域において乳
幼児と親が孤立
しないため、気軽
に集える場を提
供し、各成長段階
に応じた家庭教
育学級や子育て
講座を地域の状
況に合わせて実
施していく。地区
によって対象人
数が大きく違う
ため、各地区の状
況を把握し実施
する。

家庭教育や子育
て支援事業の実
施回数
H30年度　４３１
回

家庭教育や子育
て支援事業の実
施回数
R.4年度　４５０
回(木更津市第2
次基本計画より)

フリースペースを実施するこ
とで、気軽に子育ての悩みな
どを相談できる場を提供する
ことができました。
　また、各公民館の家庭教育
学級の特性に応じたより地域
の実情やニーズに沿った学級
を運営することで、家庭教育
事業の実施回数も年々増加
し、子育て世代により充実した
幅広い学習内容を提供するこ
とができました。
（目標達成率９割弱）

家庭教育や
子育て支援事業の
実施回数
R6年度　396回

Ｂ：7割以上9割未満
アフターコロナ、ウィズコロナを見
据え、感染対策を講じながら、対
面式の学級の実施していきたい。

充分に感染症予防対策をしながら、
子どもの発達段階に応じた学級、講
座、フリースペースを実施した。令和
4年度313回。

地域の実情、特性などに応じた学
級・講座を展開する。また、フリー
スペースなど利用者の拡大も図っ
ていく。

フリースペースを活用し、地域の
乳幼児と親の交流や子育ての悩
み相談の場になった。また、利用
者の要望を取り入れながら、子育
ての学習の場になるような講座
や学級経営を行った。令和５年度
３３７回実施。

地域の実情、特性などに応じた学
級・講座を展開する。また、フリー
スペースなど利用者の拡大も
図っていくものといたしたい。

フリースペースについては、公民
館だけではなく町内会の集会所
などを活用することで、より地域
の保護者や乳幼児が足を運びや
すいように工夫した公民館もあり
ました。
また、家庭教育学級生に子育ての
悩みや学習したい内容を確認し
た上で事業を展開することで、よ
り地域特性にあわせた内容で講
座を実施することができました。
（R6年度実績　396回）

⑥ ※ 家庭教育支援事業

家庭教育の不安や悩みを解消し、家庭の教育力を高め
るため、家庭教育支援を行う事業です。
家庭教育支援講演会を実施するとともに、家庭教育推
進協議会を開催し、関係各課、機関と連携することで、
情報の共有化に取り組みます。

生涯学習課
家庭教育支援講
演会参加者数

H30　参加者
29名

参加者50名

新型コロナウイルス感染症の
影響により、対面での事業開
催が出来ない期間も、オンライ
ン（ZOOM）を活用し家庭教
育支援講演会を開催すること
が出来た。また５類に移行後
は対面とオンライン（ZOOM）
を併用して開催することで、よ
り参加しやすい環境を整える
よう努めた。

家庭教育支援講演
会参加者１８名（Ｒ６
実績）

Ｄ：5割未満
家庭教育推進協議会を開催し、講
演会の開催に向けた内容の検討
を行います。

令和５年３月、家庭教育支援講演会
をテーマ「発達障がいへの理解を深
めるために」にて、対面とオンライン
（ZOOM）を併用したハイブリッド形
式で開催し、４８名が参加しました。

家庭教育推進協議会を開催し、講
演会の開催に向けた内容の検討
を行います。

令和６年３月、家庭教育支援講演
会をテーマ「発達障がいへの理解
を深めるために～子どもの個性
や特性に応じて必要な支援とは
～」にて、対面とオンライン
（ZOOM）を併用したハイブリッ
ド形式で開催し、５４名が参加し
た。

家庭教育推進協議会を開催し、講
演会の開催に向けた内容の検討
を行う。

令和７年３月、家庭教育支援講演
会をテーマ「子どもの発達や成長
に合わせた『語りかけ』やコミュニ
ケーションの工夫」にて、対面とオ
ンライン（ZOOM）を併用したハ
イブリッド形式で開催し、１８名が
参加した。
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資料１

(3)食育の推進

※ 健康推進課

1.6歳児健診、3
歳児健診問診票
の「主食・主菜・副
菜を取り揃えて
食べている者」の
割合の増加

1.6歳児健診
男児　65.1％
女児　67.3％
3歳児健診
男児　60.4％
女児　57.9％
（H30年度）

75.0％以上

バランスの良い食事を摂る手
段として啓発し、乳幼児期から
の健康的な食生活を保護者が
考える機会とすることができ
ました。

1.6歳児健診
男児　82.5％
女児　81.1％
3歳児健診
男児　77.1％
女児　79.5％
（R6年度実績値）

A：9割以上

引き続き、1.6歳児健診・3歳児健
診において、主食・主菜・副菜を取
り揃えて食べることの意義につい
て、資料を配布し伝える。また、市
ホームページに資料を掲載、啓発
する。

1.6歳児健診
男児　82.2％
女児　83.1％

3歳児健診
男児　89.1％
女児　82.0％

引き続き、1.6歳児健診・3歳児健
診の個別栄養指導の中で、主食・
主菜・副菜を取り揃えて食べるこ
との意義について、資料を配布し
伝える。

1.6歳児健診
男児　85.3％
女児　84.6％
3歳児健診
男児　76.1％
女児　82.3％

引き続き、1.6歳児健診・3歳児
健診の個別栄養指導の中で、主
食・主菜・副菜を取り揃えて食べ
ることの意義について、資料を配
布し伝える。

1.6歳児健診
男児　82.5％
女児　81.1％
3歳児健診
男児　77.1％
女児　79.5％

※ 健康推進課
妊婦に向けた食
教育の実施

妊婦に向けた食
教育の実施体制
が整う

妊娠期の栄養管理についての
講座を開始し、妊婦に向けた
食教育の実施体制を整えるこ
とができました。

講話年12回116人
（R6年度実績値）

A：9割以上
妊娠中期の妊婦を対象に栄養講
座を実施します。

妊娠中期の妊婦を対象としたマタニ
ティ栄養講座のモデル事業を１回実
施した。

マタニティ栄養講座を定期的に継
続実施し、妊娠期の栄養の大切さ
を指導していきます。

マタニティ栄養講座単独で4、5
月、7月からは再検討しプレママ
教室内にて開催した。健診結果と
食生活のつながりを中心とした
栄養講座を11回81人に実施し
た。

教室の実施方法を再度検討し、教
室名をマタニティ講座と改めて、
栄養に関する講座を引き続き実
施していく。

マタニティ講座（前編）にて、妊娠
期の栄養管理についての講話を
年12回116人に実施した。

※ こども保育課 食教育実施状況
食教育実施園
数：１７園

食教育実施園数：
１７園

季節に合わせた給食や行事
食、郷土料理の提供や野菜の
栽培・収穫体験やクッキングを
通して、食への関心を深めた。
又、食育に関する講座や保護
者に対して園からおたよりを
通して、保護者に対して食育
の重要性や必要性を周知し
た。

食教育実施　１６園
（令和６年度実績）

Ａ：9割以上

感染拡大防止に留意しながら、継
続して野菜作り体験やクッキング
等を通して子どもたちの食への
関心を高めるとともに、園だより
や給食だよりを通じ、保護者に対
して食育の重要性や必要性の周
知を図っていきます。

感染拡大防止対策を講じつつ、郷土
料理 房総太巻き寿司の提供や米の
栽培・収穫をする収穫祭、和食の日
のだしづくり、年長組でのカレークッ
キングを実施しました。
保護者に対しては、園だよりや給食
だよりを通して、食育の大切さを啓
蒙しました。

継続して栽培・収穫体験やクッキ
ング等を通して子どもたちの食へ
の関心を高めるとともに、食に関
する講座や相談、幼児食に関する
講座、園だよりや給食だよりを通
じ、保護者に対して食育の重要性
や必要性の周知を図っていきま
す。

郷土料理房総太巻き寿司の提供
や稲の栽培・収穫をする収穫祭、
和食の日のだしづくり、野菜の栽
培や年長組でのクッキングを実施
した。
保護者に対して、給食だよりやク
ラスだよりを通して、食育の大切
さを啓蒙した。

野菜の栽培・収穫体験やクッキン
グを通して、子どもたちの食への
関心を深めるとともに、食育に関
する講座、園だよりや給食だよ
り、クラスだよりを通して、保護者
に対して食育の重要性や必要性
の周知を図っていく。

きさらづ料理レシピコンテストの
レシピを使用した主菜の提供や郷
土料理房総太巻き寿司の提供、
稲の栽培・収穫をする収穫祭、和
食の日のだしづくり、野菜の栽培
や年長組でのクッキングを実施し
た。
保護者に対して、給食だよりやク
ラスだよりを通して、食育の大切
さを啓蒙した。

※ 学校教育課

各学校が、食育の全体指導計
画に基づいた指導ができるよ
う支援をした。外部機関が実
施する出前授業を各学校に紹
介し、食教育の充実を図った。

Ｂ：7割以上9割未満
小学校は総合的な学習の時間の
中で食育教育の推進をしていき
ます。

小学校全１８校が食育の全体計画を
作成し、計画的な実施を行うことが
できた。

各学校と連携し、小中学校が食育
の全体指導計画を作成し、計画的
な実施が行えるように取り組みま
す。

小中学校全３０校が食育の全体
指導計画を作成し、計画的な実施
を推進することができた。

小学校での食農教育（特に、３年
生以上で年間１回「栽培」→「調
理」→「食す」体験学習）を推進し
ていく。

全小学校１８校で食農教育の実施
ができましたが、栽培までが４
校、調理・食す体験までの全工程
を学習できたのが１４校となりま
した。

※ 学校給食課

学校給食で提供する食材やそ
の生産者についての情報等を
各学校栄養士に共有すること
で、児童生徒や保護者に向け
て給食だより等で発信するこ
とができました。
また、給食室や配膳室前の掲
示のみでなく、電子黒板向け
の資料を活用することで、給
食時間における食教育の充実
を図りました。

Ｂ：7割以上9割未満

食に関する指導計画等の学校給
食の関りに基づき、計画的に、引
き続き給食だより等の情報発信
を行います。また、小・中学校の食
に関する指導方法を調理校栄養
士間で情報共有します。

生産者や関係機関と有機米、地域野
菜等の情報共有を行い、学校栄養士
等が作成した資料は、給食時間や給
食だより等で情報発信し食育の充実
を図りました。

食に関する指導計画等の学校給
食の関りに基づき、計画的に、引
き続き給食だより等の情報発信を
行います。また、小・中学校の食に
関する指導方法を調理校栄養士
間で情報共有します。

生産者や関係機関と有機米、地
域野菜等の情報共有を行い、学
校栄養士等が作成した資料は、給
食時間や給食だより等で情報発
信し食育の充実を図った。

食に関する指導計画等の学校給
食の関りに基づき、計画的に、引
き続き給食だより・電子黒板等を
活用し情報発信を行う。また、小・
中学校の食に関する指導方法を
調理校栄養士間で情報共有する。

生産者や関係機関と有機米、地
域野菜等の情報共有を行い、学
校栄養士等が作成した資料は、給
食時間や給食だより等で情報発
信し食育の充実を図りました。

※
学校給食セン
ター

①食の年間指導
計画
配食校全校（小：
６校　中：４校）
②給食だよりの
毎月発行
（１１回／年）
配食校全校（小：
６校　中４校）
③食育だよりの
随時発行
④給食指導の実
施回数・実施校

①全校での食の
年間指導計画
②給食だよりの
発行回数
③食育だよりの
発行回数
④給食指導の実
施回数・実施校

配食校(小学校6校、中学校4
校）に給食だよりを11回、また
防災給食を実施した際、特別
号のたよりを発行し、給食を
活用した情報を提供しました。
掲示用資料や電子黒板用資料
は、学校と連携し、給食時間等
で発信することで食育の周知
を図りました。

【R６実績値】
①全校での食の年間
指導計画の作成
　　小学校：６校
　　中学校：４校
②配布資料の発行
回数
給食たより　11回／
年
特別号　１回/年
③食育指導教材の
提供
掲示用資料　１１回／
年
電子黒板用資料　８
４回／年
④食指導として
実施校……　10校
実施回数…　２７回
実施件数…　５８３件
　　　　（集団・個別）
※資料は、データ送
付・紙配布
⑤学校保健委員会へ
の参加・資料提供
実施校　８校
（小学校：５校　中学
校：３校）

A:９割以上

学校給食については、配食校での
給食だより等による情報発信に
取り組みます。また、新型コロナウ
イルス感染症拡大防止のため、新
しい生活様式に合わせた食育だ
よりの新しい発信方法に取組みま
す。さらに、関係機関と連携し、食
育の重要性や必要性を考え、深め
ていく情報提供に取り組みます。

①全校での食の年間指導計画の作
成
　　小学校：６校
　　中学校：４校
②給食だよりの発行回数
　　１１回／年
③食育指導教材
　　１１回／年
④食指導として
　　　実施校……　１０校
　　　実施回数…　２１回
　　　実施件数…２４８件
　　　　　　（集団・個人）
⑤学校保健委員会への参加・資料提
供
　　　７校（小…４校　中…３校）
※コロナ感染防止のため、給食時間
訪問を見合わせた分、食育指導教材
の充実をしました。

学校給食については、配食校での
給食だより等による情報発信に取
り組みます。また、食育だよりの新
しい発信方法に取組みます。さら
に、関係機関と連携し、食育の重
要性や必要性を考え、深めていく
情報提供に取り組みます。

①全校での食の年間指導計画の
作成
　　小学校：６校
　　中学校：４校
②配布資料の発行回数
　　給食たより　１１回／年
　　テーマ別たより　１１回／年
③食育指導教材の提供
　　掲示用資料　１１回／年
　　電子黒板用資料　３６回／年
　　うち動画資料　１回／年
④食指導として
　　　実施校……　10校
       実施回数…　21回
　　　実施件数…　６４５件
　　　　　　　（集団・個別）
※資料配布は、紙からデータ送付
に変更した。
⑤学校保健委員会への参加・資料
提供
　　実施校　８校
　　（小学校：５校　中学校：３校）

学校給食については、配食校で
の給食だより等による情報発信
に取り組んでいく。また、電子黒
板(大型モニター）で活用できる
資料を作成する。さらに、関係機
関と連携し、食育の重要性や必要
性を考え、深めていく情報提供に
取り組むものとする。

①全校での食の年間指導計画の
作成
　　小学校：６校
　　中学校：４校
②配布資料の発行回数
給食たより　11回／年
特別号　１回/年
③食育指導教材の提供
掲示用資料　１１回／年
電子黒板用資料　８４回／年
④食指導として
実施校……　10校
実施回数…　２７回
実施件数…　５８３件
　　　　（集団・個別）
※資料は、データ送付・紙配布
⑤学校保健委員会への参加・資料
提供
実施校　８校
（小学校：５校　中学校：３校）

※ 公民館

各種関係機関と
連携し、食育の重
要性や必要性を
考え、深め、必要
とされる情報伝
達をしていきた
い。

家庭教育学級・
支援等の中で、
食育の時間を各
1回以上実施し、
啓発する

施策の性質上、目
標値の記載が困
難

「太巻き寿司」などの郷土料理
やジビエ料理、「味噌づくり」な
どの発酵食材づくりなど、調
理実習を通じて日々の健康的
な食生活の重要性を市民に伝
える機会を提供できました。
また、公民館だよりなどに調
理関係の記事を掲載すること
で、食に関心を持たせるよう、
啓発活動を実施しました。

年間１時間以上食育
の啓発活動を実施し
た公民館数
R6年度 7館

A:９割以上
アフターコロナ、ウィズコロナを見
据え、実習形式の学習機会も増や
して実施していきたい。

充分な感染症対策を講じながら、実
習形式の学習を実施することができ
た。子どもや家庭教育学級生、高齢
者などを対象に、地元食材を使った
実習を通して、食育について考える
機会を多くの公民館で設けることが
できた。

さらに、実習や講義などいろいろ
な形態で、食育について学ぶ機会
を増やしていく。

感染症対策を行いながら、実習形
式で食育に関する学習を行った。
また、安心安全な食や伝統食につ
いての学習、木更津産の食材を
使っての実習などを通して、食育
について考える機会を各公民館
で取り入れた。令和５年度３５回
実施。

さらに、実習や講義などいろいろ
な形態で、食育について学ぶ機会
を増やしていく。

７つの公民館で調理実習などの
講座を実施することで、健康的な
食生活の重要性を実習形式で伝
えることができました。（令和６年
度実績　２７回）
また、公民館だよりなどで調理関
係の記事を掲載することで広く
市民に対して情報提供をするこ
とで、食育に関する情報提供の機
会を提供しました。

② ※
保育施設での菜園づくり事
業

子どもが食べ物を育てる喜びや食べる喜びを体験でき
るよう、保育園での菜園 づくりを推進し、菜園で取れた
食材は、食育の教材として活用する事業です。
今後も、保育施設での菜園づくりと食材の教材活用の
推進に向けた活動に取り組みます。

こども保育課 菜園の実施数
菜園作りの実施
園数：１７園

菜園作りの実施
園数：１７園

保育施設で菜園づくりを行
い、季節の食材に親しんだり、
クッキングを楽しむ中で、食べ
物を育てる喜びや食べる喜び
を感じることができる機会を
持つことができました。

菜園づくりの実施
１７園
（令和６年度実績）

Ａ：9割以上

感染拡大防止に留意しながら、保
育施設での菜園づくりと食材の
教材活用の推進に向けた活動を
継続的に取り組みます。

感染拡大防止に留意しながら、保育
施設での菜園づくりを行い、季節の
食材に親しむ取り組みをしました。

子どもが食べ物を育てる喜びや食
べる喜びを体験できるよう、保育
施設での菜園づくりと食材の教材
活用の推進に向けた活動を継続
的に取り組みます。

保育施設での菜園づくりを行い、
季節の食材に親しむ取り組みを
実施した。

子どもが食への興味・関心を深め
ることができるよう、保育施設で
の菜園づくりと食材の教材活用
の推進に向けた活動を継続的に
取り組んでいく。

保育施設での菜園づくりを行い、
季節の食材に親しむ取り組みを
実施した。

③ ※ 保育施設での給食展示事業

子どもや保護者が食への理解を深め、バランスのよい
食生活を築いていくことができるよう、保育園給食の展
示や給食だよりの配布､試食会等の普及啓発を行う事
業です。
今後も、保育園給食を食育の入口ととらえる普及啓発
に取り組みます。

こども保育課

保育園・認定こど
も園での給食展
示事業の実施状
況、食教育の実施
状況と推移

①保育園・認定こ
ども園での給食
展示実施園：１７
園
②給食だよりの
配布園：１３園
③試食会の実施
園：１３園

①保育園・認定こ
ども園での給食
展示実施園：１７
園
②給食だよりの
配布園：１７園
③試食会の実施
園：１７園

年間保育計画に食材に触れる
機会を取り入れ実施し、保護
者に様子を伝えるとともに、
給食展示や給食だよりを通し
て、食への理解を深めた。

①保育園・認定こど
も園での給食展示実
施１２園
②給食だよりの配
付・配信実施　１７園
③試食会実施　９園
（令和６年度実績）

Ｂ：7割以上9割未満

感染拡大防止に留意しながら、年
間保育計画に基づき、引き続き食
育に関する経験を通して、子ども
たちの食への意識を高めるとと
もに、保護者に対する啓蒙活動を
行っていきます。

子どもの食への関心を高めるため
に、菜園や食材の下ごしらえ、クッキ
ング等を年間保育計画に取り入れ実
施するとともに、子どもの取り組む
姿を保護者に知らせ、給食展示や給
食だよりを通して、食育の大切さに
ついて啓蒙活動を行いました。

年間保育計画に基づき、引き続き
食育に関する経験を通して、子ど
もたちの食への意識を高めるとと
もに、保護者に対する啓蒙活動を
行っていきます。

子どもの食への関心を高めるた
めに、菜園や食材の下ごしらえ、
クッキング等を年間保育計画に
取り入れ実施するとともに、子ど
もの取り組む姿を保護者に知ら
せ、給食展示や給食だよりを通し
て、食育の大切さについて啓蒙活
動を行った。

年間保育計画に基づき、引き続
き食育に関する経験を通して、子
どもたちの食への意識を高める
とともに、保護者に対する啓蒙活
動を行っていく。

子どもの食への関心を高めるた
めに、菜園や食材の下ごしらえ、
クッキング等を年間保育計画に
取り入れ実施するとともに、子ど
もの取り組む姿を保護者に知ら
せ、給食展示や給食だよりを通し
て、食育の大切さについて啓蒙活
動を行った。

① 食教育の充実を図る事業

主食・主菜・副菜を基本とした、バランスの良い食事、欠
食のない食生活等、小さい頃からの健康的な食生活の
重要性を子育て世代に伝えていく事業です。
更に子ども達に食事づくりを見せることや、食事づくり
に参加させる事等、 乳幼児から食に関心を持たせるよ
う啓発していきます。また、保育施設、幼稚園、小中学校
における食教育の充実を図ります。
今後も、主食・主菜・副菜を整えるメリットや朝食等の欠
食のデメリット伝えていくとともに、妊娠期の食事につ
いての効果的な指導方法の検討を行います。また、学校
給食については、配食校全校での指導実施を目指すと
ともに、給食だより等による情報発信に取り組みます。
さらに、関係機関と連携し、食育の重要性や必要性を考
え、深めていく情報提供に取り組みます。

食教育は、各学校
の食の指導計画
に基づき実施さ
れている。各学校
での取り組みの
ため評価が困難
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評価
対象

第2期　木更津市子ども・子育て支援事業計画進捗管理シート　　

基本
目標

施
策

事業
番号

施策項目 施策内容 担当課 評価の考え方

2期計画目標値 2期計画振り返り 令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画策定時（R元） 最終年度（R６）
振り返り結果

（計画目標値を設定していた場
合、その内容を踏まえ記載）

計画実績値 達成度 取組み内容 実績結果 取組み内容 実績結果 取組み内容 実績結果

資料１

基本目標5　子育てを支援する生活環境の整備
(1)子育て家庭へのサポートの充実

① ※
保育施設における子育て相
談体制の強化

子育てに関する心配ごとや育児不安の解消を図るた
め、市立・民間保育施設・子育て支援センターで、未就園
児の保護者を含めて保育士による子育て相談を行う施
策です。
今後は、相談できない人や窓口を知らないという人を
考慮した相談窓口の周知を図っていくとともに、増加す
る相談に対応できるよう体制の整備に取り組みます。

こども保育課
子育て相談の実
施状況

子育て相談をメ
インに
来園する保護者
の人
数は少ないが園
庭開放や市民向
けの講座等で相
談を受けること
が多い

公立園に相談担
当専任の職員を
配置し保護者周
知の下で相談業
務を実施する

未就園児の保護者を含めて保
育士による子育て相談や子育
て講座を行い、子育てに関す
る心配ごとや育児不安の解消
を図った。

公立保育園では、園
長・サブリーダーが
苦情・相談を担当し、
園内に掲示して保護
者に周知し、育児不
安の解消を図った。
子育て講座２回
（令和６年度実績）

Ａ：9割以上

相談担当の利用者支援専門員を
配置し、保護者目線に立った、寄
り添い型の支援を展開していきま
す。

未就園児の保護者を含めて保育士
による子育て相談を行い、子育てに
関する心配ごとや育児不安の解消を
図った。

相談担当の利用者支援専門員を
配置し、保護者目線に立った、寄り
添い型の支援を展開していきま
す。

未就園児の保護者を含めて保育
士による子育て相談を行い、子育
てに関する心配ごとや育児不安
の解消を図った。

相談担当の利用者支援専門員を
配置し、保護者目線に立った、寄
り添い型の支援を展開していく。

未就園児の保護者を含めて保育
士による子育て相談を行い、子育
てに関する心配ごとや育児不安
の解消を図った。

② ※ 園庭開放

市内全ての保育施設で園庭や遊具を定期的に開放し、
保育施設に通っていない子ども達とその保護者の参加
により、親子での遊びや保護者同士の交流、仲間づくり
を促進する事業です。
園庭開放を知らない保護者がいることから、今後は、園
庭開放の周知徹底に取り組みます。また、利用者が増加
していることから、誰もが利用しやすい工夫の検討に取
り組みます。

こども保育課
園庭開放の実施
状況

①実施施設：１３
園
②年間実施回数
７１５
③参加人数３８９
０

①実施施設：１６
園
②年間実施回数
８００
③参加人数４００
０

桜井保育園及びわかば保育園
におおいて、週に１回園庭開放
を実施し、親子での遊びや保
護者同士の交流、仲間づくり
を促進した。また、園庭開放を
実施する民間保育施設に対
し、経費の一部補助を実施し
た。

R6参加人数　108
人（桜井保育園及び
わかば保育園）

Ｄ：5割未満
状況に応じて、感染拡大防止に留
意しながら実施していきます。

保育施設で園庭や遊具を定期的に
開放し、保育施設に通っていない子
ども達とその保護者の参加により、
親子での遊びや保護者同士の交流
を図った。

園庭開放の周知を図り、誰もが利
用しやすい工夫の検討をし、実施
していきます。

参加人数　113人（桜井保育園及
びわかば保育園）

園庭開放の周知を図り、誰もが利
用しやすい工夫の検討をし、実施
していく。

参加人数　108人（桜井保育園及
びわかば保育園）

③ ※ きさらづネウボラ相談

妊娠、出産、子育て期にわたる様々な総合相談窓口とし
て、面接、電話、メール等で相談を行う施策です。必要に
応じ、市の関係部署や関係機関と連携し、支援を行いま
す。
今後は、引き続き関係機関との連携強化に取り組みま
す。

健康推進課
総合相談窓口対
応件数の経年変
化

電話相談：430
件　　　　　　　　面
接相談：131件
メール相談：3件
計564件（延）

ニーズに応じた
体制整備がはか
れている

妊娠、出産、子育て期にわたる
窓口として、面接、電話、メー
ル等で相談を行いました。相
談内容に応じて関係機関とも
連携し丁寧に取り組みました。

電話相談：1,582件
面接相談：790件
メール相談：２件
計2,374件（延）
（R6年度実績値）

A：9割以上

年々増加する相談に対して1ケー
ス毎に丁寧な対応できるよう、相
談支援体制の見直しをはかって
いきます。

電話相談：1272件
面接相談：307件
メール相談：1件
オンライン相談：0件
訪問：23件
計1602件(延)
うち発達に関する相談は、電話相談
908件、面接252件、訪問23件、
計1183件（延）

年々増加する相談に対して1ケー
ス毎に丁寧な対応できるよう、相
談支援体制の見直しをはかってい
きます。令和5年度は組織改正に
より、発達相談はこども発達支援
課と連携して支援していきます。

電話相談：1574件
面接相談：195件
メール相談：1件
オンライン相談：0件
訪問：180件
計1950件(延)

ネウボラ相談事業としては廃止す
るが、引き続きこども家庭セン
ターや健康推進課の健康相談と
して継続して実施する。

妊産婦から相談があった際には、
妊産婦のタクシー乗車について、
協力的なタクシー会社を紹介する
とともに、妊婦へのタクシー乗車
に当たっての注意事項等の教育
を実施した。

④ 新規
子育てヘルパー派遣事業⇒
産前産後・家事育児サポート
事業

保護者の方が出産前後などで家事・育児ができない時、
周囲からの支援が見込めない家庭を対象に、市と契約
を結んだ事業者からヘルパーを派遣し、身の回りのお世
話や育児の援助を行う事業です。
今後は、事業展開が図れるよう、検討準備を進めます。

子育て支援課

実施に向けた体
制を整備したの
ち評価基準を設
定

令和2年度中に
実施に向けた協
議をしたのち、目
標値を設定

-

家事育児サポーターを派遣す
ることで、家庭の負担軽減し、
産後うつ等の予防を図った。
利用時間は大幅に増えている
が、生活保護世帯の利用が全
くない。

- Ｂ：7割以上9割未満

家庭にサポーターを派遣し、家
事・育児の支援をすることで、産
前産後の子育て家庭の身体的・精
神的負担を軽減し、安心して子育
てできる環境を目的とした「産前
産後・家事育児サポート事業」を
開始します。

家事育児サポーターを派遣すること
で、家庭の負担軽減し、産後うつ等
の予防を図った。
登録者数１１２人
利用件数１５５件、課税世帯３３９時
間、非課税・多胎児世帯２３時間

事業の認知を高めるため、広報、
HP等により事業の周知に努めま
す。

家事育児サポーターを派遣する
ことで、家庭の負担軽減し、産後
うつ等の予防を図った。
登録者数190人
利用件数336件、課税世帯666
時間、非課税・多胎児世帯100時
間

引き続き広報、HP等に
より事業の周知を図っていく。申
請の負担を軽減するために、電子
申請を並行して行えるよう準備
を進める。

家事育児サポーターを派遣する
ことで、家庭の負担軽減し、産後
うつ等の予防を図った。
登録者数 134人（34件はオンラ
イン申請）、利用件数500件、課
税世帯1,077時間、非課税・多胎
児世帯93時間
生活保護世帯0時間

⑤ 新規 （仮称）マタニティータクシー

出産を目前に控えた方に対して、事前にタクシー会社に
連絡先や出産予定病院を登録しておき、陣痛が来た際
に病院まで送迎してもらうサービスです。
今後は、タクシー会社と協議し、事業展開が図れるよう
検討準備を進めます。

健康推進課

タクシー協会向け
の定期的な研修
会開催と参加者
数評指標とする。

令和2年度より
研修会を定例化
させていく。

年1回の研修会の
開催

計画を通し、本地域のタクシー
事業者の状況を把握すること
で、陣痛時のタクシー利用につ
いて相談が可能なタクシー会
社があるものの、当地域にお
いて事業化は困難であると判
断しました。

未実施 Ｅ：未実施

研修会の開催を検討するなど、妊
婦を受け入れられるタクシーが増
えるように働きかけをしていきま
す。

研修会の開催はタクシー協会の事情
により実施できなかった。しかし妊
婦のタクシー利用へ協力的な１社に
対し、妊婦のタクシー利用実態や今
後のマタニティタクシーに関する意
向調査を行った。

妊産婦のタクシー乗車に対して、
協力的なタクシー会社もあること
から、今後は、妊婦へのタクシー乗
車にあたっての注意事項等の教育
を行なっていきます。

妊産婦から相談があった際には、
妊産婦のタクシー乗車について、
協力的なタクシー会社を紹介する
とともに、妊婦へのタクシー乗車
に当たっての注意事項等の教育
を実施した。

今後も同様に、妊婦へのタクシー
乗車に当たっての注意事項等の
教育を行っていく。

登録者数 134人（34件はオンラ
イン申請）、利用件数500件、課
税世帯1,077時間、非課税・多胎
児世帯93時間

⑥ 新規 子育て応援スポット推進事業

授乳やオムツ交換等のスペースの確保や乳幼児を連れ
て外出がしやすい環境が整備されている等、子育て世
代への配慮ができる施設を「子育て応援スポット」とし
て登録・拡大する事業です。
今後は、市民に周知することで、子育て世代が安心して
外出できる環境の整備を進めます。

子育て支援課

実施に向けた体
制を整備したの
ち評価基準を設
定

令和2年度の状
況で目標設定を
実施

子育て応援スポットの登録申
請があった施設について、随
時調査及び承認を実施した。
子育て世代の市民にとっての
ニーズを踏まえ、制度及び周
知方法の検討を行っていく必
要がある。

- Ｃ：5割以上7割未満

新型コロナウイルス感染症の流行
により、各施設の対応も変化して
いる可能性があるため、再度、該
当施設に状況確認をいたします。

新型コロナウイルス感染症の拡大に
より令和4年度は積極的な働きかけ
は行いませんでした。

今年度も感染症の状況等を踏ま
え、「子育て応援スポット」の登録
に向けて協力事業所へ働きかけを
行う。

１施設から新たに登録申込があり
調査及び承認することとした。あ
わせて、２年ごとを目途としてい
る、登録施設が申請時と同様の設
備を維持しているかの確認を実
施した。

引き続き周知を図るとともに、子
育て世代のニーズを踏まえ制度
を検討していくこととする。

２年ごとを目途としている、登録
施設が申請時と同様の設備を維
持しているかの確認を実施した。

⑦ 新規 こどもおもちゃ基地事業

公共施設を会場に定期的に遊具等を設置し、子育て世
代が交流しながら、親子で遊ぶことや子育ての相談がで
きる場を提供する事業です。　遊びスタッフと一緒に親
子で楽しく遊ぶ経験を通じて、親が子どもの年齢にあっ
た遊ばせ方、好奇心を満たす遊ばせ方の必要性に気づ
き、日頃の育児のヒントになるよう働きかけます。

子育て支援課

参加者数および、
アンケートによる
満足度評価を実
施

参加者アンケート
による満足度

類似事業が展開されており、
内容の精査を行った上で今後
の事業について検討してまい
りたい。

- Ｅ：未実施
新型コロナウイルス感染症の感染
動向をみながら事業運営を検討
します。

新型コロナウイルス感染症の拡大に
より、事業運営の検討は見合わせま
した。

新型コロナウイルス感染症拡大に
伴い、事業運営を見合わせていた
が、その間に類似事業が展開して
いる。内容を精査して、次期計画
で検討したい。

類似事業が展開しているため、事
業運営は見合わせた。

類似事業が展開しているため、内
容を精査して、次期計画で検討し
ていく必要がある。

類似事業が展開しているため、事
業運営は見合わせた。

⑧ 新規 児童館の設置に向けた検討
子育て世代の交流、子どもの遊び場の提供ができる児
童館の設置に向けた検討をします。

子育て支援課

検討段階である
ことから評価は
困難。方向性が決
定したのち評価
指標を設定

令和2年度の状
況で目標設定を
実施

拠点整備の方向性を庁内関係
会議に諮り協議を進めたが、
より具体化を図るために対象
とする機能を特定し、事業スケ
ジュールや財源確保の方策等
を検討していく必要がある。

- Ｅ：未実施
新型コロナウイルス感染症の感染
動向をみながら事業運営を検討
します。

新型コロナウイルス感染症の拡大に
より児童館の設置に向けた検討には
至りませんでした。

基本構想等の動向を踏まえ、本市
に有効な施設整備の検討を図って
いく。

検討には至らなかった。
基本構想等の動向を踏まえ、本市
に有効な施設整備の検討を図っ
ていく必要がある。

子育て支援サービス拠点の整備
の方向性について、庁内関係会
議に諮るとともに課題解決に向
けた協議を行った。

⑨ ※
多胎児家庭への相談体制の
整備

育児の負担が大きく孤立しやすい多胎妊婦や多胎児家
庭を支援するため、産前・産後における日常の育児の相
談支援を行います。今後は、多胎児家庭に対する子育て
支援サービスの整備をすすめます。

健康推進課
令和2年度の状
況で目標設定を
実施

多胎児家庭の育児負担が軽減
するよう産後ケアや産前産後・
家事育児サポート事業におい
て多胎児家庭が利用しやすい
よう事業展開しました。保健指
導媒体ふたご手帖を活用する
ことで保健指導の充実を図り
ました。

Ｂ：7割以上9割未満

令和4年度中に開始する、「産前
産後・家事育児サポート事業」で、
多胎児家庭は利用上限時間数を
多くし、サービスが多く受けられ
るように配慮します。

「産前産後・家事育児サポート事業」
を開始し、多胎児家庭は利用上限時
間数を増やしました。使用者から満
足される声も聞かれ、また繰り返し
利用するなど、ニーズに応じた多胎
児家庭に対する子育て支援サービス
ができました。

引き続き、「産前産後・家事育児
サービス事業」の利用促進や「ふた
ご手帳」を活用し、多胎児家庭へ
の支援を行っていきます。

妊娠届出時から「産前産後・家事
育児サービス事業」の案内を行っ
た。また多胎の妊娠が判明した時
点で「ふたご手帳」を交付し、多胎
児家庭への支援を行うことがで
きた。

引き続き、「産前産後・家事育児
サービス事業」の利用促進や「ふ
たご手帳」を活用し、多胎児家庭
への支援を行っていく。

妊娠届出時から「産前産後・家事
育児サービス事業」の案内を行っ
た。また多胎の妊娠が判明した時
点で「ふたご手帳」を交付し、多胎
児家庭への支援を行うことがで
きた。

(2)子育て情報の提供

① ※
子育て情報提供・発信の一元
化

子育てサービスの内容や各種制度についての情報を、
広報紙「きさらづ」や市のホームページ （「子育て応援サ
イト」）等により、情報発信する事業です。
今後も、定期的な情報発信、情報の整理及び、サイトの
周知も取り組みます。

子育て支援課
子育て応援サイト
閲覧数の推移

令和元年度の子
育て応援サイト
閲覧数
18,771件　月
平均1,564件

令和6年度中の
子育て応援サイト
延閲覧数
24,000件　月
平均2,000件

引き続き情報の更新を適時行
うと共に、令和５年度より導入
された母子手帳アプリ（健康推
進課）を活用し、並行して情報
発信を行っていく必要がある
と考える。

令和６年度中の子育
て応援サイト延閲覧
数
16,201件

Ｂ：7割以上9割未満

引き続き、タイムリーな情報発信
をするとともに、庁内、庁外から
の子育て関連情報の収集に努め
ます。

子育て応援サイトの子育て関連事業
や情報の更新を適時行うと共に、
Twitterやフェイスブックなども活
用して情報発信を行いました。

引き続き、子育て応援サイト、
Twitter、フェイスブックなどを活
用すると共に、令和5年度より母
子手帳アプリを導入（健康推進課）
した際は、関係各課が連携し、月
齢や対象者に応じた子育て情報を
提供していく。

子育て応援サイトの子育て関連事
業や情報の更新を適時行うと共
に、令和５年度より導入された母
子手帳アプリ（健康推進課）を活
用して情報発信を行った。

引き続き、子育て応援サイト、
Twitter、フェイスブックなどを
活用すると共に、令和5年度より
導入した母子手帳アプリ（健康推
進課）により、月齢や対象者に応
じた子育て情報を提供していく。

子育て応援サイトの子育て関連事
業や情報の更新を適時行うと共
に、令和５年度より導入された母
子手帳アプリ（健康推進課）を活
用して情報発信を行った。

(3)小児医療に関する体制整備等の充実

① ※
小児医療に関する適正な医
療受診への啓発

小児救急医療について、関係機関との連携のもと、子ど
もの急病や怪我等に備えた体制の整備を図る事業で
す。
今後も、母子健康手帳発行時や乳幼児健診等において、
「＃8000」や「こどもの救急ホームページ」、救急体制の
周知等、適正医療に向けた普及啓発の強化に取り組み
ます。

健康推進課

体制整備に向け
た取り組み状況
／
「小児救急電話相
談＃8000」を
知っている者の
割合（乳児健診受
診者）

広域市町村圏事
務組合救急急病
協議会に継続し
て参加／
「＃８０００」周知
度
８４．２％（乳児健
診　H３０年度）

君津郡市広域市
町村圏事務組合
地域救急医療協
議会の開催が維
持できる／
「＃8000」の認
知度　90％以上

君津郡市広域市町村事務組合
地域救急医療協議会に継続参
加しました。「♯8000」につ
いては、各事業を通じて普及
啓発を実施しました。認知度
は、年々増加傾向であるが目
標には達していない状況で
す。

広域市町村圏事務
組合救急急病協議
会に参加
　
「＃８０００」周知度
92.1％（乳児健診
R6年度）

A：9割以上

引き続き、感染症まん延状況を踏
まえ、広域市町村圏事務組合地域
救急医療協議会に参加する。
「＃8000」について母子手帳発
行時や乳幼児健診時の保健指導、
「小児救急ガイド」への掲載を通じ
普及啓発を行う。

広域市町村圏事務組合地域救急医
療協議会に参加した。
「＃8000」については母子手帳発
行時や乳幼児健診時の保健指導時、
「小児救急ガイド」への掲載を通じ普
及啓発を行いました。「#8000」の
認知度は88.7 ％。

引き続き、感染症まん延状況を踏
まえ、広域市町村圏事務組合地域
救急医療協議会に参加します。
「＃8000」について母子手帳発
行時や乳幼児健診時の保健指導、
「小児救急ガイド」への掲載を通じ
普及啓発を行います。

広域市町村圏事務組合地域救急
医療協議会に参加した。
「＃8000」については母子手帳
発行時や乳幼児健診時の保健指
導時、「小児救急ガイド」への掲載
を通じ普及啓発を行った。
「#8000」の認知度は89.2％。

広域市町村圏事務組合地域救急
医療協議会に参加する。
「＃8000」について母子手帳発
行時や乳幼児健診時の保健指
導、「小児救急ガイド」への掲載を
通じ普及啓発を行う。

広域市町村圏事務組合地域救急
医療協議会に参加した。
「＃8000」については母子手帳
発行時や乳幼児健診時の保健指
導時、「小児救急ガイド」への掲載
を通じ普及啓発を行った。
「#8000」の認知度は92.1％。

② ※ 周産期医療との連携強化

ハイリスク妊婦や新生児に早期から適切に対応するた
め、周産期医療を行う関係機関との連携を図る施策で
す。
今後も、ＮＩＣＵ会議を通じ、ＮＩＣＵ機能がある医療機関
及び関係機関との更なる連携強化に取り組みます。
※ＮＩＣＵとは、新生児集中治療管理室（Neonatal
Intensive Care Unit）の略で、身体機能の未熟な低
出生体重児や、集中治療を必要とする新生児を対象に、
高度な専門医療を24時間体制で提供する治療室のこ
と。

健康推進課
ＮＩＣＵ会議への
参加状況

NICU会議への
参加回数
3回／年（H30
年度）

定期的なNICU
会議への参加が
できる

NICU会議から君津中央病院
NICU及び君津保健所管内母
子保健担当者連絡会議に変更
となり、開催回数も年１回と
なった。
ハイリスク妊婦や新生児につ
いては個別に看護サマリーな
どでの情報提供を通じ、適宜
個別支援会議などに出席する
ことで連携強化を図ることが
できました。

君津中央病院NICU
及び君津保健所管
内母子保健担当者
連絡会議
１回/年出席

A：9割以上

引き続きＮＩＣＵ会議へ参加し、情
報の共有や支援方法を検討する。
NICUサマリー、連絡体制フロー
図を活用し、情報の共有・継続し
た支援を行う。

NICU会議に３回参加したり、サマ
リーを通じて君津中央病院、保健所
と情報共有や支援方法を検討した。
また、ＮＩＣＵ会議のより良いあり方
について、保健所を中心に検討し
た。

引き続きＮＩＣＵ会議へ参加し、情
報の共有や支援方法を検討する。

NICU会議に２回参加した。随時
サマリーやMSWを通じて君津中
央病院及び保健所と情報共有を
行った。

本年度より君津中央病院NICU
及び君津保健所管内母子保健担
当者連絡会議となり、一部出席者
が変更になるが、引き続き情報共
有や支援方法を検討する。

君津中央病院NICU及び君津保
健所管内母子保健担当者連絡会
議に１回/年参加し、情報共有や
支援方法の検討を行った。
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評価
対象
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基本
目標

施
策

事業
番号

施策項目 施策内容 担当課 評価の考え方

2期計画目標値 2期計画振り返り 令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画策定時（R元） 最終年度（R６）
振り返り結果

（計画目標値を設定していた場
合、その内容を踏まえ記載）

計画実績値 達成度 取組み内容 実績結果 取組み内容 実績結果 取組み内容 実績結果

資料１

(4)子育て家庭の経済的負担の軽減

① 特定不妊治療費助成

不妊症のために特定赴任治療を受けた夫婦に対し、そ
の費用の一部を助成する事業です。
不妊治療に伴う経済的負担の軽減を図るとともに、安
心して妊娠・出産できるよう制度の周知に取り組みま
す。

健康推進課
助成事業のため
目標設定・評価困
難。

申請は千葉県特定不妊治療費
助成事業の助成決定を受けて
いることが条件ですが、令和４
年４月から不妊治療が保険適
用となり千葉県の助成事業が
終了したことから、木更津市の
助成事業も実質申請が不可と
なり、申請件数も減少しまし
た。
期間内に助成を希望する夫婦
に対しては要件に沿って助成
を行いました。

Ｂ：7割以上9割未満

引き続き、医療保険対象外であり
高額な治療費がかかる不妊治療
に対し、経済的負担の軽減を図る
ため、治療費に係る費用の一部を
助成する。

申請件数91件（夫婦63組）
5,994,000円助成

引き続き、医療保険対象外であり
高額な治療費がかかる不妊治療
に対し、経済的負担の軽減を図る
ため、治療費に係る費用の一部を
助成する。

申請件数11件（夫婦9組）
427,000円助成

引き続き、医療保険対象外であり
高額な治療費がかかる不妊治療
に対し、経済的負担の軽減を図る
ため、治療費に係る費用の一部を
助成する。

申請は千葉県特定不妊治療費助
成事業の助成決定を受けている
ことが条件であるが、令和４年４
月から不妊治療が保険適用とな
り千葉県の助成事業が終了した
ことから、木更津市の助成事業も
実質申請が不可となり、実績は0
件だった。
　しかしながら保険適用後も不妊
治療に係る費用や負担が大きい
ことから、今後は現行制度を基に
対象や助成金額の見直し等を行
い、新たな助成事業の検討を進
める。

② 妊婦・乳児健康診査費助成

市が委託した医療機関等で、妊婦及び乳児の健康診査
を受ける際に必要な費用を助成する事業です。
乳児健診の受診率が低いことから、今後は、関係機関と
連携し、健康推進課等の事業内での乳児健診の助成券
の使用についての周知等、乳児健康診査の周知徹底に
取り組みます。

健康推進課
助成事業のため
目標設定・評価困
難。

妊婦健診受診券一人当たりの
利用回数・乳児健診受診券利
用率は横ばいでした。今後も
各事業での周知の他、特に母
子モでのプッシュ配信や7か
月・1か月頃の教室での勧奨な
どタイムリーな周知に努め、受
診率を上げていく必要があり
ます。

Ｂ：7割以上9割未満

引き続き、乳児健診の助成券の使
用について、母子健康手帳発行時
や、新生児訪問、乳児健診（4か
月）にて周知をはかっていきま
す。

乳児健康診査受診券利用件数は、
1476件。受診券利用率は67.9％
とやや増加しています。コロナによ
る受診控えが改善してきていると推
測します。

引き続き、乳児健診の助成券の使
用について、母子健康手帳発行時
や、新生児訪問、乳児健診（4か
月）にて周知をはかっていきます。

乳児健康診査受診券利用件数
は、1,423件。受診券利用率は
66.1％とやや減少している。乳
児教室での周知や母子モのプッ
シュ配信を加え、受診勧奨を行っ
た。

引き続き、乳児健診の助成券の
使用について、母子健康手帳発
行時から乳児期の各事業、母子モ
を活用して周知をはかっていく。

乳児健康診査受診券利用件数
1,397件。受診券利用率は
65.8％と昨年度よりやや減少し
た。教室での周知や母子モのプッ
シュ配信でタイムリーな受診勧奨
に努めた。

③ 子ども医療費助成事業

中学校３年生までの子どもが病院等で診療や調剤を受
ける際、保険診療の範囲内で医療費を助成する事業で
す。
今後も、制度及び届出義務の必要性について、周知徹底
に取り組みます。

子育て支援課
助成事業のため
目標設定・評価困
難。

子どもの保健対策の充実及び
保護者の経済的負担の軽減を
図るため、医療費の助成を行
いました。制度改正に伴い、助
成対象者の増加および自己負
担金が軽減したことにより、子
育て支援対策に寄与しました。

Ｂ：7割以上9割未満

引き続き、子どもの保健対策の充
実及び保護者の経済的負担の軽
減を図るため、医療費の助成を行
い、広報、ＨＰ等により制度の周
知、申請方法の案内に努めます。

受給券に係る申請・届出の受付及び
審査を実施し、受給券の発行を行い
ました。
病院等の窓口での受給券の提示や
償還払いにより、通院・入院の医療
費等の助成を行い、子育て世帯の経
済的負担の軽減と子どもの保健向
上を図りました。
受給券交付者数　16,666人（8月
一斉更新時）

引き続き、子どもの保健対策の充
実及び保護者の経済的負担の軽
減を図るため、医療費の助成を行
います。また月額上限の設定、高
校生拡充、未就学児無料化に向け
て広報、ＨＰ等により制度の周知、
申請方法の案内に努めます。

令和5年8月以降は月額上限の
設定を開始し、同年10月には助
成対象年齢を高校生相当まで拡
充、未就学児の一律無償化を実
施した。これにより、従来を上回
る子育て世帯の経済的負担の軽
減と子どもの保健向上を図った。
受給券交付者数　20,024人
（8月一斉更新16,864人+高校
生一斉送付3,160人）（未就学児
のうち有償→無償に変わった受
給者数5,903人）

引き続き、子どもの保健対策の充
実及び保護者の経済的負担の軽
減を図るため、医療費の助成を行
う。また保険証の廃止にともな
い、電子申請の拡充および受給
資格情報のオンライン確認の年内
実施を目指す。

受給券に係る申請・届出の受付及
び審査を行い、受給券の発行し、
子育て世帯の経済的負担の軽減
と子どもの保健向上を図った。
また、電子申請の拡充および被保
険者の保険情報をオンライン確認
することにより、受給券の早期発
行を実施した。
受給券交付者数　21,269人

④ 未熟児養育医療費給付事業

身体の発育が未熟のまま出生し、指定医療機関の医師
により、入院治療が必要とされる1歳未満の乳児を対象
に、医療費の一部を助成する事業です。
未熟児の出生の場合、母子ともにその後のケアが大切
となることから、今後は、健康推進課等の関連機関や他
の制度との連携強化に取り組みます。

子育て支援課
給付事業のため
目標設定・評価困
難。

身体の発育が未熟のまま出生
し、指定医療機関の医師によ
り、入院治療が必要とされる1
歳未満の乳児を対象に、一部
の医療費の助成を行いまし
た。

Ｂ：7割以上9割未満

引き続き、未熟児に対して、医療
の給付を行うとともに、健康推進
課等の関係機関との連携強化に
取り組み、母子への支援を行いま
す。

養育医療の給付を行い、経済的な負
担の軽減を図りました。
給付人数　33人

引き続き、未熟児に対して、医療
の給付を行うとともに、健康推進
課等の関係機関との連携強化に
取り組み、母子への支援を行いま
す。

養育医療の給付を行い、経済的
な負担の軽減を図った。
給付人数　48人

引き続き、未熟児に対して、医療
の給付を行うとともに、健康推進
課等の関係機関との連携強化に
取り組み、母子への支援を行う。

養育医療の給付を行い、経済的
な負担の軽減を図った。
給付人数　42人

⑤ 児童手当

家庭における生活の安定と、次代の社会を担う児童の
健全な育成及び資質の向上に資することを目的とし、児
童を養育している方に児童手当を支給する制度です。
今後も、制度の周知徹底に取り組みます。

子育て支援課
給付事業のため
目標設定・評価困
難。

家庭における生活の安定と、
次代の社会を担う児童の健全
な育成及び資質の向上を図る
ため、定期的に給付を行うと
ともに、制度改正にかかる事
務を円滑に運用するよう体制
の構築と対象者への周知を
行った。

Ｂ：7割以上9割未満

引き続き、児童を養育している父
母等に児童手当を支給し、広報、
ＨＰ等により制度の周知、申請方
法の案内に努め、未申請の防止に
努めます。

児童手当に係る申請・届出の受付及
び審査をし、児童を養育している父
母等に手当の支払いを行い、子育て
世帯における経済的負担の軽減を
図りました。
支給対象児童数　17,720人

引き続き、児童を養育している父
母等に児童手当を支給し、広報、Ｈ
Ｐ等により制度の周知、申請方法
の案内に努め、未申請の防止に努
めます。

児童手当に係る申請・届出の受付
及び審査をし、児童を養育してい
る父母等に手当の支払いを行
い、子育て世帯における経済的負
担の軽減を図った。
支給対象児童数：14,644人

給付は引き続き行い、令和6年度
からの対象者拡大に向けて、円滑
な制度運用のための準備・周知を
行っていく。

児童を養育している父母等に手
当を支給し、子育て世帯における
経済的負担の軽減を図った。
制度改正に伴う対象者拡大につ
いてHPや案内文により広く周知
することに努めた。
支給対象児童数：18,495人

⑥
認可外保育施設に係る保育
料等助成事業

認可保育園に申し込んでいるが入園できないため、２歳
以下の子どもを認可外保育施設に預けている保護者に
対して、認可保育園に通っていた場合の保育料と、認可
外保育施設に支払った保育料を比較し、差額を上限２万
円まで助成する事業です。
今後も、待機児童となっている保護者等に対し、制度の
周知に取り組みます。

こども保育課
助成事業のため
目標設定・評価困
難。

認可保育園に申し込んでいる
が入園できないため、２歳以
下の子どもを認可外保育施設
に預けている保護者に対し
て、認可保育園に通っていた
場合の保育料と、認可外保育
施設に支払った保育料を比較
し、差額の上限を２万円として
助成した。

Ａ：9割以上
引き続き市のホームページ等で制
度の周知を図り、助成を行ってい
きます。

助成事業に要した費用
(上半期)
対象人数：43人
交付決定：　1,989,000円
(下半期)
対象人数：8人
交付決定：　741,000円

引き続き市のホームページ等で制
度の周知を図り、助成を行ってい
きます。

助成事業に要した費用
(上半期)
対象人数：4人
交付決定：254,000円
(下半期)
対象人数：4人
交付決定：312,000円

引き続き市のホームページ等で
制度の周知を図り、助成を行って
いく。

助成事業に要した費用
(上半期)
対象人数：3人
交付決定：167,000円
(下半期)
対象人数：6人
交付決定：153,000円

⑦ 出産育児一時金支給事業

国民健康保険に加入している被保険者が出産した時
に、出産育児一時金を支給する事業です。ただし、他の
健康保険から給付を受ける場合や、出産する本人が勤
務先の健康保険に加入している場合は、該当の保健組
合より支給されるため除外します 。
今後も、市のホームページ等を通じ、制度の周知に取り
組みます。

保険年金課
施策の性質上評
価や目標値の設
定が困難である。

市のHPには申請について必
要書類等の記載をし、窓口に
も案内文があるので、問い合
わせがあった場合にはそちら
を元に案内している。また医
療機関から出産育児一時金に
ついての案内を聞いて、書類
をすべて準備して窓口にくる
方も多いので、病院とも連携
している。

Ｂ：7割以上9割未満

引き続き、市ＨＰ、国保加入者向
けパンフレット及び医療機関を通
じての周知、並びに出生届出時に
周知を実施する。

市ＨＰ、国保加入者向けパンフレット
及び医療機関を通じての周知を実
施した。

引き続き、市ＨＰ、国保加入者向け
パンフレット及び医療機関を通じ
ての周知、並びに出生届出時に周
知を実施する。

市ＨＰ、国保加入者向けパンフ
レット及び医療機関を通じての周
知を実施した。

引き続き、市ＨＰ、国保加入者向
けパンフレット及び医療機関を通
じての周知、並びに出生届出時に
周知を実施する。

市ＨＰ、国保加入者向けパンフ
レット及び医療機関を通じての周
知を実施した。

⑧
要保護･準要保護就学援助事
業

経済的理由によって就学が困難な児童・生徒の保護者
に対し、学用品費等を援助する事業です。
今後も、制度の周知等の充実に取り組みます。

学校教育課
給付事業のため
目標設定・評価困
難。

各学校と連携し、きめ細かな
制度周知を実施するととも
に、適切な給付事務に取り組
んだ。

Ｂ：7割以上9割未満
各学校と連携し、制度周知や充実
に取り組みます。

令和４年度就学援助認定者
小学校：385人
中学校：238人
支給金額
小学校：28,107,288円
中学校：28,426,647円

各学校と連携し、制度周知や充実
に取り組みます。

令和5年度就学援助認定者
小学校：402人
中学校：227人
支給金額
小学校：29,376,252円
中学校：26,906,476円

引き続き各学校と連携し、制度周
知や充実に取り組んでいく。

令和6年度就学援助認定者
小学校：429人
中学校：256人
支給金額
小学校：30,571,416円
中学校：30,167,417円

⑨ 特別支援教育就学奨励事業

特別支援学級に就学する児童・生徒の保護者の負担を
軽減するため、保護者の所得等の程度に応じて、学用品
費等を援助する事業です。
今後も、制度の周知等の充実に取り組みます。

学校教育課
給付事業のため
目標設定・評価困
難。

各学校と連携し、きめ細かな
制度周知を実施するととも
に、適切な給付事務に取り組
んだ。

Ｂ：7割以上9割未満
各学校と連携し、制度周知や充実
に取り組みます。

令和４年度特別支援就学奨励費認定
者
小学校　23７人
中学校　96人
支給金額
小学校：8,066,284円
中学校：5,016,344円

各学校と連携し、制度周知や充実
に取り組みます。

令和5年度特別支援就学奨励費
認定者
小学校：251人
中学校：99人
支給金額
小学校：7,874,164円
中学校：5,172,198円

引き続き各学校と連携し、制度周
知や充実に取り組んでいく。

令和6年度特別支援就学奨励費
認定者
小学校：254人
中学校：93人
支給金額
小学校：8,133,014円
中学校：5,349,128円
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評価
対象

第2期　木更津市子ども・子育て支援事業計画進捗管理シート　　

基本
目標

施
策

事業
番号

施策項目 施策内容 担当課 評価の考え方

2期計画目標値 2期計画振り返り 令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画策定時（R元） 最終年度（R６）
振り返り結果

（計画目標値を設定していた場
合、その内容を踏まえ記載）

計画実績値 達成度 取組み内容 実績結果 取組み内容 実績結果 取組み内容 実績結果

資料１

(5)子育てしやすい環境の整備

① ※ 優良な住宅、宅地の供給

安心・安全な生活環境を形成するため、良好な住宅地の
供給を推進する施策です。
今後は、市街地整備を円滑に進めるため、負担金を支出
し、良好な住宅地の整備を進めます。

市街地整備課
金田西地区使用
収益開始面積

金田西地区使用
収益開始面積：１
５．８ha（Ｈ３０）

金田西地区使用
収益開始面積：５
６．２ha

令和２年度から令和６年度ま
での間、施行者である千葉県
に対し、金田西地区土地区画
整理事業の負担金を支出し
た。平成３０年度から令和６年
度までの実績では、使用収益
開始エリア面積は28.9ha
（51.4％）が完了し、累計では
44.7ha（79.5％）となり、目
標に対し約8割を達成した。
これにより、安心・安全な生活
環境の形成と良好な住宅地の
供給に加え、土地利用の推進
も図られた。
今後も引き続き市街地整備を
円滑に進めるため、負担金を
支出し、良好な住宅地の整備
を推進する。

金田西地区使用収
益開始面積：４４．７
ha
(R6末時点)

Ｂ：7割以上9割未満

引き続き千葉県が行う都市計画
道路築造、区画道路築造、造成盛
土工事及び移転補償等に対して、
負担金を支出していきます。

負担金を支出し、土地区画整理事業
による市街地整備を行いましたが、
移転補償交渉等に不測の期間を要し
たため、一部負担金を令和５年度に
繰り越しました。

引き続き千葉県が行う都市計画
道路築造、区画道路築造、造成盛
土工事及び移転補償等に対して、
負担金を支出していきます。

負担金を支出し、土地区画整理事
業による市街地整備を行ったが、
移転補償交渉等に不測の期間を
要したため、一部負担金を令和６
年度に繰り越した。

引き続き千葉県が行う都市計画
道路築造、区画道路築造、造成盛
土工事及び移転補償等に対して、
負担金を支出していく。

負担金を支出し、土地区画整理事
業による市街地整備を行ったが、
移転補償交渉等に不測の期間を
要したため、一部負担金を令和７
年度に繰り越した。

② 「フラット３５」子育て支援型

住宅金融支援機構と木更津市が連携し、住宅取得に対
する補助金等の財政支援と合わせて、「フラット３５」の
借入金利を一定期間引き下げる事業です。
今後は、住宅金融支援機構と連携し、幅広く活用してい
ただけるようＰＲに取り組みます。

住宅課

制度の広報をす
る
経済的なメリット
を周知していくも
のであり、制度の
性質上、目標設定
評価は困難

住宅金融支援機構とタイアッ
プし、チラシ配布等で子育て世
帯へのPRに取り組みました。

Ｂ：7割以上9割未満

令和３年度に引続き、住宅金融支
援機構とタイアップし、チラシ配布
等で子育て世帯へのPRに取組み
ます。

令和４年度は「フラット３５」子育て支
援型の利用申請はありませんでし
た。

令和４年度に引続き、住宅金融支
援機構とタイアップし、チラシ配布
等で子育て世帯へのPRに取組み
ます。

令和５年度は「フラット３５」子育
て支援型の利用申請はなかった
ものである。

令和５年度に引続き、住宅金融支
援機構とタイアップし、チラシ配
布等で子育て世帯へのPRに取組
んでいく。

令和６年度は、「フラット３５」子育
て支援型の利用申請はありませ
んでした。

③ ※ 公園等の充実

安全で快適な都市生活を確保すべく、健康保全や大人
と子ども達が楽しめるスポーツ・レクリエーション機能を
持つ市民の憩いの場となる公園等の維持管理と整備の
充実を図る施策です。
地域によって１人当りの公園面積に格差があることか
ら、今後は、地域の実状や要望を鑑みた公園の充実に取
り組みます。また、多くの遊具の更新が必要となってい
ることから、今後は、公園施設長寿命化計画に基づき、
国の交付金を活用しながら遊具の更新に取り組みます。

市街地整備課

公園の増加面積
(施設の更新につ
いては、今回、中
の島大橋を主に
計画しているた
め、指標の入力は
適していない)

供用開始済公園面
積：
122.50ha

供用開始済公園
面積：
124.00ha

令和２年度から令和６年度ま
での間で５箇所の公園を新規
で整備したほか、公園施設長
寿命化計画に基づき老朽化し
た公園施設の更新や、中の島
大橋の耐震化補強のため改修
工事を行いました。

供用開始済公園面
積：
133.96ha
(R6末時点)

Ｂ：7割以上9割未満

引き続き金田東１号近隣公園の整
備、中の島大橋主桁・橋脚・防護
柵・地覆工事を行うとともに、高
欄の更新工事を実施します。

令和元年度より整備を行っていた金
田東中央公園の整備が概成し、令和
５年度に供用を開始します。また、公
園施設長寿命化計画に基づき老朽
化した公園施設の更新を実施したほ
か、中の島大橋の耐震化補強のため
に改修工事を行いました。

令和５年度は、金田東中央公園の
一部と金田東地区及び千束台地
区の公園予定地の整備を実施しま
す。
また、引き続き、公園施設長寿命
化計画に基づき、公園施設の更新
や中の島大橋長寿命化対策工事
を実施します。

金田東中央公園に遊具の追加整
備を行い、千束台地区の池端公
園、金田東地区の台畑公園の整
備が完了した。また、公園施設長
寿命化計画に基づき老朽化した
公園施設の更新を実施したほか、
中の島大橋長寿命化対策工事に
より、老朽化した高欄と地覆の更
新を行った。

令和６年度は、金田西地区及び千
束台地区の公園予定地の整備を
実施する。
また、引き続き、公園施設長寿命
化計画に基づき、公園施設の更
新や中の島大橋長寿命化対策工
事を実施する。

千束台地区の千束台公園、金田
西地区の金田西６号街区公園の
整備が完了し、令和７年度に供用
開始予定。
また、公園施設長寿命化計画に基
づき老朽化した公園施設の更新
を実施したほか、中の島大橋長寿
命化対策工事により、老朽化した
高欄と地覆の更新を行った。

④ ※ 生活道路の整備

快適な歩行空間の形成に向け、生活道路の整備を行う
事業です。
歩道の切下げ箇所が多く、また歩道の拡幅に伴う用地
買収に時間を要することから、未整備箇所を把握し、計
画的な道路整備に取り組みます。

土木課

・歩道切下げ工事
毎年10箇所実施
・歩行空間のカ
ラー舗装化
・市道122号線
の歩道幅員拡幅

・歩道切下げ工
事10箇所
・カラー舗装
L=660m
・市道122号線
L=120m

・歩道切下げ工事
10箇所
・カラー舗装
L=650m
・市道122号線
L=288m

切下げ工事、カラー舗装につ
いては目標値を達成できな
かったが、市道122号線歩道
幅員拡幅については目標値を
達成し、快適な歩行空間の形
成を図ることができた。

R６末時点
・歩道切下げ工事13
箇所
・カラー舗装
L=1,385ｍ
・市道122号線
L=1,231ｍ

Ｂ：7割以上9割未満
・歩道切下げ工事7箇所
・カラー舗装L=680m
・市道122号線L=190m

・歩道切下げ工事3箇所
・カラー舗装L=627m
・市道122号線L=177m

・歩道切下げ工事4箇所
・カラー舗装L=225m
・市道122号線L=400m

・歩道切下げ工事4箇所
・カラー舗装L=149m

・歩道切下げ工事3箇所
・カラー舗装L=390m
・市道122号線L=852m

・歩道切下げ工事2箇所
・カラー舗装L=294m
・市道122号線L=792m

(6)子どもと子育て家庭の安全の確保

① ※ 交通安全意識の高揚

交通事故防止及び交通安全の徹底を図るため、保育施
設、幼稚園、学校、地域等で交通安全教室を開催し、交
通安全意識の高揚を図る事業です。
交通公園が廃止予定であることから、今後は、各教育機
関への周知・啓蒙や交通安全協会等との連携を強化し、
交通公園廃止後についても高い水準で子ども達の交通
安全教育ができるよう取り組みます。

地域共生推進
課

交通安全教室の
実施回数

交通安全教室を
年70回実施

交通安全教室を
年70回実施

交通安全教室につき、市職員
が講師を行う事や移動手段が
確保できない施設に対して委
託バスの提供を行う事などに
より、多くの学校・保育施設等
が効果的な交通安全教室を行
う事が出来た。

R6実績
交通安全教室を年
70回実施

Ｂ：7割以上9割未満

各学校等における交通安全教室
の実施回数確保に努める。
また、木更津市飛行場周辺まちづ
くり基本構想により、現存の交通
公園は令和８年度に解体予定で
あることから、解体後の将来を見
据えながらより効果的な交通安
全教室の実施形式について模索
していく。

交通安全教室を６８回実施し、昨年
度よりも回数が大幅に増加し、目標
数値の７０回に近い実績を残すこと
ができた。

令和５年度から、木更津交通安全
協議会木更津部会及び市が交通
安全教室の講師となって講習を行
うため、交通安全教室の講師とし
ての実績づくりを行う。
また、交通公園の解体を見据え
て、引き続き効果的な子どもの交
通安全に関する啓発を推進してい
く。

交通安全教室を70回実施し、昨
年度よりも回数が増加し、目標数
値の７０回を達成することができ
た。

引き続き、木更津交通安全協議
会木更津部会及び市が交通安全
教室の講師となって講習を行う。
交通公園は建替え予定であるの
で、校庭等での自転車安全教室
についても各学校等へ案内を進
める。

交通安全教室を70回実施するこ
とができ、目標を達成することが
できた。
また、市が講師として講話等を行
い、児童等の交通安全に対する意
識づけを行うことができた。

② ※ 防犯関係団体との連携

警察や関係機関と連携を取りながら、地域の防犯体制
の強化を図るとともに、広報等による防犯対策等への
啓発を推進する事業です。また、地域住民との協働によ
るパトロールや危険箇所の見直しを行います。
今後は、地域住民や各自主防犯団体に向けた啓発・講習
等を継続して行うとともに、防犯活動やパトロールの回
数に地域差があることから、市内の全ての地域におい
て高い防犯意識が保たれるよう支援します。

地域共生推進
課

①防犯パトロー
ルの物資支給状
況
②防犯講習会の
実施回数

①３０以上の自
主防犯団体に必
要な物資を支給
する
②防犯講習会を
年１回開催

①３０以上の自主
防犯団体に必要
な物資を支給す
る
②防犯講習会を
年１回開催

警察や県警機関と連携し、防
犯体制の強化や域内の防犯意
識の向上に努めた。
また、自主的に防犯活動を実
施している団体に対して防犯
活動物資の支援を行った。
さらに、防犯講習会を開催し、
防犯意識や知識の向上に努め
た。

R6実績
防犯物資の支給を継
続し、計28団体への
支給を行った。また
防犯講習会を１回開
催した。

Ｂ：7割以上9割未満

引き続き各団体の意見を取り入
れながら防犯物資の支給を継続
していく。
防犯講習会を１０月に実施予定。
また、各公民館と連携した講話に
ついても継続予定。

防犯物資の支給を継続し、計２６団
体への支給を行い、１０月に行ってい
る防犯講習会についても実施でき
た。
また、防犯講話を１０回実施し、令和
３年度よりも大幅に増加した。学校
の教師に対して講話を行うこともで
きた。

引き続き各団体の意見を取り入れ
ながら防犯物資の支給を継続して
いく。
防犯講習会を１０月に実施予定。
また、各公民館と連携した講話に
ついても継続予定。

防犯物資の支給を継続し、計３０
団体への支給を行い、１０月に
行っている防犯講習会について
も実施できた。
また、防犯講話を２回実施した。

引き続き各団体の意見を取り入
れながら防犯物資の支給を継続
していく。
防犯講習会を１０月に実施予定。
また、各公民館と連携した講話に
ついても継続予定。

防犯物資の支給につき、目標は
下回っているものの計28団体へ
支給した。また、防犯講習会につ
いては10月に開催し、所定の目
標を達成することができた。
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評価
対象

第2期　木更津市子ども・子育て支援事業計画進捗管理シート　　

基本
目標

施
策

事業
番号

施策項目 施策内容 担当課 評価の考え方

2期計画目標値 2期計画振り返り 令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画策定時（R元） 最終年度（R６）
振り返り結果

（計画目標値を設定していた場
合、その内容を踏まえ記載）

計画実績値 達成度 取組み内容 実績結果 取組み内容 実績結果 取組み内容 実績結果

資料１

(7)子育て家庭の仕事と生活の調和の促進

① ※
労働環境の充実に関する啓
発事業

労働時間の短縮や福利厚生事業の充実等、働きやすい
環境づくりを進めるための普及・啓発に努め、国や県の
情報提供を行う事業です。
育児休業の取得率等を見ると、子育て世帯にとって働
きやすい職場環境が充分に整備されているとは言い難
いことから、今後は、事業者側への周知活動の強化につ
いて検討します。また、関係機関から労働に関する各種
制度の案内や情報提供があった際には、市の広報紙や
ホームページへの掲載、パンフレット等の窓口配架を行
います。

産業振興課

関係機関から情
報提供があった
際に行う形とな
るため、具体的な
目標値の設定が
難しい。

労働時間の短縮や福利厚生の
充実など、働きやすい環境づ
くりに向けた普及・啓発につい
ては、国や県からの情報提供
を積極的に行い、事業者への
周知に努めました。また、関係
機関から提供された各種制度
の情報についても、市の広報
紙やホームページへの掲載、
パンフレット等の配架を通じて
広く周知を図ることができま
した。

Ｂ：7割以上9割未満

市の広報紙・ホームページ・SNS
の活用及び関係資料の掲示によ
り、労働基準法・男女雇用機会均
等法・育児介護法・パートタイマー
労働法等についての普及啓発を
行います。また、関係課である子
育て支援課への情報共有に努め、
多方面への普及啓発を推進しま
す。

広報きさらづ10月号へ育児・介護休
業法について掲載しました。また、市
ホームページへの関係資料の掲載や
パンフレット等の窓口備付など、普及
活動を行いました。

市の広報紙・ホームページ・SNS
の活用及び関係資料の掲示によ
り、労働基準法・男女雇用機会均
等法・育児介護法・パートタイマー
労働法等についての普及啓発を
行います。また、関係課である子
育て支援課への情報共有に努め、
多方面への普及啓発を推進しま
す。

広報及びホームページへ千葉
県の最低賃金改正について掲
載した。また関係資料のパンフ
レットについて、窓口などに設
置し、普及活動を行った。

市の広報紙・ホームページ・
SNSの活用及び関係資料の掲
示により、労働基準法・男女雇
用機会均等法・育児介護法・
パートタイマー労働法等につい
ての普及啓発を行う。また、関
係課である子育て支援課への
情報共有に努め、多方面への
普及啓発を推進する。

千葉県の最低賃金が改正された
ため、ホームページを更新し掲載
した。また関係資料のパンフレッ
トについて、窓口などに設置し、
普及活動を行った。

② ※ 雇用の安定と拡大

子育て中の保護者への就業機会や雇用の場の確保に向
けて、ハローワーク等の関係機関との連携を図り、就労
に関する情報の収集や提供を通じて、就労支援を推進
する施策です。
今後は、関係機関より得た情報から、就労に関する正確
なニーズを把握し、各種共催セミナーにおける内容の充
実に取り組みます。また、セミナー終了後に個別相談の
時間を設ける等、受講者一人ひとりのニーズに沿った就
労支援セミナーとなるよう、セミナー内容の検討に取り
組みます。

産業振興課

関係機関と連携
した就労支援セ
ミナーの開催状
況と推移

年４回（平成３０
年度）

年５回

子育て中の保護者への就業機
会や雇用の場の確保に向け
て、ハローワーク等の関係機
関と連携しながら就労支援に
取り組んできました。就労支援
セミナーについては、年間5回
の開催を目標としていました
が、参加者の集まりが毎回少
ないことから、実施回数は3回
にとどまりました。このため、
実施回数という面では目標達
成には至りませんでした。

しかしながら、参加された方の
中から実際に就職へとつな
がったケースもあり、支援の成
果は確実に表れています。

年３回 Ｃ：5割以上7割未満

関係機関・団体から研修会・講習
会等の開催情報の提供があった
際、速やかに広報媒体を利用し関
係資料の掲示等により普及啓発
に努めます。
講座については、実施方法の検討
をして、参加者のニーズに合わせ
た講座を実施します。

国や県を始めとする関係団体等の研
修会・講習会等の開催情報を市ホー
ムページへ掲載、パンフレット等の窓
口備付など普及活動を行いました。
千葉県ジョブサポートセンターとの
共催によるセミナー開催やハロー
ワークをはじめとする関係機関との
会議を通して情報共有化を図ること
で、連携強化を図りました。
就活基礎セミナー
開催回数：1回（1日）
参加者数：4人
子育て期の女性就労支援セミナー
開催回数：2回（5日間×2回）
参加者数：13名（第一期）、10名（第
二期）

関係機関・団体から研修会・講習
会等の開催情報の提供があった
際、速やかに広報媒体を利用し関
係資料の掲示等により普及啓発に
努めます。
講座については、実施方法の検討
をして、参加者のニーズに合わせ
た講座を実施します。

国や県を始めとする関係団体
等の研修会・講習会等の開催
情報のパンフレットを窓口など
に設置し、普及活動を行った。
また、千葉県ジョブサポートセ
ンターとの共催によるセミ
ナー開催や、ハローワーク木更
津と連携したお仕事説明会の
開催をすることにより、就労支
援の推進に努めた。

◆女性向け再就職支援セミ
ナー
開催日：令和5年12月13日
(水)
参加者数：10名（うち個別相
談利用：３名）
◆子育て期の女性就労支援セ
ミナー
開催回数：2回
参加者数：7名（土日コース）、
14名（平日コース）

関係機関・団体から研修会・講
習会等の開催情報の提供が
あった際、速やかに広報媒体
を利用し関係資料の掲示等に
より普及啓発に努める。
講座については、引き続き参
加者のニーズに合わせた講座
を実施する。

国や県を始めとする関係団体等
の研修会・講習会等の開催情報
のパンフレットを窓口などに設置
し、普及活動を行った。
また、千葉県ジョブサポートセン
ターとの共催によるセミナー開催
や、ハローワーク木更津と連携し
た合同就職説明会の開催をする
ことにより、就労支援の推進に努
めた。

◆女性向け再就職支援セミナー
開催日：令和6年12月11日(水)
参加者数：17名（うち個別相談利
用：4名）
◆子育て期の女性就労支援セミ
ナー
開催回数：2回
参加者数：8名（第１期）、9名（第
２期）

※ 福祉相談課
新たに、富来田地区において、事業
を実施いたしました。

事業に不可欠なボランティアを確
保するため、県内の大学等に協力
を求め、各会場の実施体制の強化
に努めます。

①４地区（夏休みは５か所、福祉
会館でも実施）
②１００％
③１８世帯２３名

※ 子育て支援課

①４地区（夏休みは５か所、福祉会館
でも実施）
②１００％
③９世帯１０名

ひとり親家庭の参加が増えるよう
周知に努めます。

対象者に窓口でチラシを配布し、
事業の周知に努めた。ひとり親家
庭からの参加者は、１８世帯２３名
と増加した。

③ 子どもの学習支援事業

子育て家庭の生活の安定に向け、中学生等の進学を支
援するとともに、保護者への養育相談、就労や福祉制度
等に関する相談、助言をする事業です。
今後は、教育委員会と連携し、事業の実施箇所の増設を
検討します。

学習支援の実施
場所
高等学校への進
学率
ひとり親家庭か
らの参加者数

引き続き、窓口での案内や広報
等により、対象者に情報が届くよ
う周知に努める。
実施地区の拡大についても、検討
していく。

①４地区（夏休みは５か所、福祉
会館でも実施）
②１００％
③23世帯28名
対象者にチラシを配布し、事業の
周知に努めた。ひとり親家庭から
の参加者は、23世帯28名と増
加した。

①　３か所
②　９０％
③　２４名

①　５か所
②　９５％
③　４０名

地区社協や大学生のボラン
ティアの協力を得て、市内４か
所で開催し子どもにとって学
習機会と居場所の提供をする
ことが出来た。また、高校進学
率は１００％を達成することが
出来た。
参加者の増加に伴い、実施場
所の拡大を検討していく必要
がある。

①４か所+福祉会館
（夏休みのみ）
②１００%
③28名

Ｂ：7割以上9割未満

　
実施地区に富来田地区（富来田公
民館)を加え４地区とし、また引き
続きオンラインを活用するなど参
加者の利便性を図り参加しやす
い環境整備に努めます。
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評価
対象

第2期　木更津市子ども・子育て支援事業計画進捗管理シート　　

基本
目標

施
策

事業
番号

施策項目 施策内容 担当課 評価の考え方

2期計画目標値 2期計画振り返り 令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画策定時（R元） 最終年度（R６）
振り返り結果

（計画目標値を設定していた場
合、その内容を踏まえ記載）

計画実績値 達成度 取組み内容 実績結果 取組み内容 実績結果 取組み内容 実績結果

資料１

基本目標６　地域における子育て力の充実
(1)地域の子育て力の強化

① ※ 保育園地域活動事業

保育施設を地域に開かれた社会資源として広く地域に
開放することを目的に、地域の状況等に応じて、高齢者
との交流や地域行事への参加、子育て講座、子育て相談
等を行う事業です。
今後も、地域との交流を充実していくとともに、子育て
相談の安定した体制づくりを目指し、園庭開放時の告知
機会や市のホームページ等を通じ、子育て相談の実施に
ついての周知に取り組みます。

こども保育課
子育て支援課

保育所地域活動
事業の実地状況
と推移

公民館での子育
て講座及び文化
祭への参加、中
学校との合同避
難訓練、老人介
護施設への慰
問、地域住民と
の交流会

保育園を地域に
開かれた社会資
源として広く地域
に開放する事を
目的に、地域の状
況等に応じて、高
年齢者及び地域
住民との交流や
地域行事への参
加、地域の小中学
校との連携を行
う。

園庭開放時の告知機会や市の
ホームページ等で周知を図り、
実施した。

・地域の方を招いた
地域との交流会実施
（令和６年度実績）

Ｂ：7割以上9割未満
感染拡大防止に十分留意しつつ、
実施内容を検討していきます。

新型コロナウイルス感染症の感染拡
大に伴い、交流会は行いませんでし
たが、子育て講座については、4回
実施しました。

園庭開放時の告知機会や市の
ホームページ等で周知を図り、実
施していきます。

５か所の公民館で出張ひろば、公
民館講座、保育園で地域の方を
招いた地域との交流会等を実施
した。

園庭開放時の告知機会や市の
ホームページ等で周知を図り、実
施していく。

毎週園庭開放を実施したり、保育
園で地域の方を招いた地域との
交流会等を実施した。

② ※ 世代間交流の推進

保育園等で祖父母を招いた交流会や介護施設への訪問
等を行い、世代間の交流を推進する事業です。
祖父母との交流会や介護施設への慰問を実施する園が
増えていることから、今後は、世代間交流を実施する園
がより増えるよう勧奨方法の検討に取り組みます。

こども保育課
世代間交流の推
進の実施状況と
推移

高齢者との交流
会の実施：10園
老人介護施設慰
問の実施：7園

世代間交流事業
を推進し、
より多くの子ども
達が世代
間交流経験が出
来る事を目指す。

世代間の交流を持つ機会とし
て、祖父母との交流会を実施
しました。

・高齢者との交流会
実施　１１園
・老人介護施設慰問
実施　５園
（令和６年度実績）

Ｂ：7割以上9割未満

新型コロナウイルス感染の感染拡
大防止のため中止していますが、
今後の状況に応じて再開を検討
していきます。

新型コロナウイルス感染症の感染拡
大防止のため、実施しませんでした。

保育園等で祖父母を招いた交流
会や介護施設への訪問等を行い、
世代間の交流を推進していきま
す。

世代間の交流を持つ機会として、
祖父母との交流会や老人介護施
設慰問を実施した。

保育園等で祖父母を招いた交流
会や介護施設への訪問等を行
い、世代間の交流を推進してい
く。

世代間の交流を持つ機会として、
祖父母との交流会や老人介護施
設慰問を実施した。

③ ※
子ども交流事業への支援事
業

子ども達と地域とのふれあいを深めるとともに、子育て
中の保護者を応援するために、地域が一体となり、市民
の力で計画・実施する「木更津こどもまつり」への支援を
行う事業です。
本事業では、駐車場不足等の交通面が課題となってい
ることから、今後は、木更津駅周辺が開催場所であるた
め、公共交通機関の利用を周知していくとともに、公共
交通機関の利用もイベントの一つとして企画をしていく
こと検討します。

子育て支援課
こどもまつり来
場者数の推移

8000人 8000人

実行委員会に対し補助金の支
払い及び物品の貸し出しや
ホームページへの掲載等の支
援活動を行った。

令和６年度は来場
者、スタッフ併せて
約12,000人が参加

Ｂ：7割以上9割未満

引き続き、子ども及びその保護者
に対し、地域で世代間交流の機会
を持つことのできる「木更津こど
もまつり」を支援します。

事前予約制で、来場者・来場人数を
把握し、感染対策を行って実施した。

引き続き、子ども及びその保護者
に対し、地域で世代間交流の機会
を持つことのできる「木更津こど
もまつり」を支援します。

目標である来場者数8,000人を
上回ることができた。

引き続き、子ども及びその保護者
に対し、地域で世代間交流の機会
を持つことのできる「木更津こど
もまつり」を支援する。

スタッフ、来場者数併せて約
12,000人が参加し、目標である
8,000人を上回ることができ
た。

④ ※ 地域の人材の活用・育成

地域のジュニアリーダー、青年、社会人、子育ての終わっ
た人、高齢者等、子どもの多様な体験をサポートする幅
広い人材の育成・確保を行う施策です。
今後も、ボランティアに求められるニーズを把握し、講座
内容への反映に取り組みます。

生涯学習課
子ども会新役員・
新インリーダー講
習会参加者数

H30　参加者
49名

参加者数　60名

子ども会新役員・新インリー
ダー講習会を、新たに役員・組
織体制が変わる年度末に実施
することで、スムーズな子ども
会運営をおこなうことができ
るよう支援した。

子ども会新役員・新
インリーダー講習会
を参加者55名（R6
実績）

Ｂ：7割以上9割未満
子ども会新役員・新インリーダー
講習会を行います。

子ども会新役員・新インリーダー講
習会を実施しました。(50名)

子ども会新役員・新インリーダー
講習会を行います。

子ども会新役員・新インリーダー
講習会を実施した。(50名)

子ども会新役員・新インリーダー
講習会を行う。

子ども会新役員・新インリーダー
講習会を実施した。（55名）

⑤ ※
青少年ボランティアの活用と
活性化

青少年の様々な活動を支援するため、アフタースクール
ボランティアやユースボランティア等各種ボランティア
を活用するとともに、各ボランティアの活性化を図る施
策です。
今後も、ボランティアの担い手不足やボランティア活動
への参加者不足がみられることから、特にイベントに参
加した保護者を対象としたアフタースクールボランティ
ア（社会人のボランティア）募集に取り組みます。また、
ボランティア養成講座を年間３～４回開催するととも
に、その周知徹底に取り組みます。

生涯学習課

・社会人対象：ア
フタースクールボ
ランティア養成講
座の開催（年３回
程度）
・学生（高校生～）
対象：ユースボラ
ンティア登録継続
実施
・近隣高等学校、
高専への募集案
内の配付

・アフタースクー
ルボランティア
養成講座の開催
（H31：２回）
・近隣高等学校、
高専への募集案
内の配付（年１
回）

・アフタースクー
ルボランティア養
成講座の開催（年
３回）
・近隣高等学校、
高専への募集案
内の配付（年１回）

アフタースクールボランティア
養成講座は、事業の見直しに
より実施を見送った。
ユースボランティア登録・派遣
については、継続実施した。ま
た、募集については、市HP上
でのPRを強化した。

・アフタースクールボ
ランティア養成講座
の開催を見送った。
・ユースボランティア
募集案内の配布を見
送った。

Ｅ：未実施

新型コロナウイルスの影響を考慮
し、アフタースクールボランティア
養成講座の開催します。
また、近年アフタースクールボラ
ンティアの人数が減少しているこ
とから養成講座と併せて人材発
掘を目的とした事業を開催しま
す。

アフタースクールボランティアについ
ては、新型コロナウイルスの影響に
より、養成講座及び新規事業につい
ては開催を見合わせました。

アフタースクールボランティアにつ
いては、養成講座及び人材発掘を
目的とした事業を開催します。

アフタースクールボランティアに
ついては、新規事業の開催を検
討したが、実施には至らなかっ
た。

アフタースクールボランティアに
ついては、養成講座及び人材発
掘を目的とした事業を開催する。

アフタースクールボランティアに
ついては、養成講座の実施に代
わり、会員向けの研修会を実施し
た。

⑥ ※ 保育ボランティアの養成

保育に必要な知識や技術の習得を図るとともに、子ど
も達に仲間遊びの楽しさを教え、幼児を持つ親が安心し
て任せることができる保育ボランティアの養成に向け、
保育グループ「こあらの会」と連携し、保育ボランティア
養成講座を開催する施策です。
今後も、保育ボランティアに求められるニーズを把握し、
講座内容への反映に取り組みます。

生涯学習課
保育ボランティア
入門講座参加者
数

H30　参加者13
名

参加者数　20名

保育ボランティア入門講座は
今までの開催方法を振り返
り、よりニーズに沿った内容を
実施するために検討する期間
としたため、開催を見送った。

保育ボランティア養
成講座の開催を見
送った。

Ｅ：未実施
保育ボランティア入門講座につい
ては開催を見送ることを検討しま
す。

保育ボランティア入門講座は開催を
見送りました。

保育ボランティア入門講座につい
ては開催を見送り、現在のニーズ
にあった事業内容を再検討しま
す。

保育ボランティア入門講座は開催
を見送った。

保育ボランティア入門講座につい
ては開催を見送り、現在のニーズ
にあった事業内容を再検討する。

保育ボランティア養成講座は開催
を見送った。
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基本
目標

施
策

事業
番号

施策項目 施策内容 担当課 評価の考え方

2期計画目標値 2期計画振り返り 令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画策定時（R元） 最終年度（R６）
振り返り結果

（計画目標値を設定していた場
合、その内容を踏まえ記載）

計画実績値 達成度 取組み内容 実績結果 取組み内容 実績結果 取組み内容 実績結果

資料１

基本目標７　援助を必要とする子ども・家庭への支援の充実
(1)要保護児童対策の推進

① 児童虐待対策事業

児童虐待防止に向け、関係機関との連携を図りながら、
児童虐待の未然防止と早期発見、虐待を受けた子ども
の保護と自立支援、親子関係の回復に向けた支援等を
行う事業です。
今後も、児童虐待防止に関する理解と啓発に努め、早期
発見・早期対応に取り組みます。また、虐待の通告が
あった場合は、48時間以内に子どもの安否確認を行
い、要保護児童等の転入および転出時は、支援の隙間に
陥らないよう、支援方針を明確にし、関係機関との情報
共有を速やかに行う等、千葉県児童虐待防止マニュアル
に沿って対応します。
さらに、職員や相談員等の相談援助技術の向上に向け、
経験年数等に応じた研修や実践可能な体験型研修への
積極的な参加促進に取り組みます。

子育て支援課
施策の性質上評
価や目標値の設
定が困難である。

木更津市児童虐待対応マニュ
アル及び千葉県子ども虐待対
応マニュアルに則り、要保護児
童、要支援児童家庭に対し、家
庭訪問や来庁面談を通じて児
童虐待の未然防止や再発防止
に向けた専門相談支援や養護
相談を関係機関と連携を図り
ながら実施しました。

Ｂ：7割以上9割未満

引き続き、関係機関と連携し要保
護児童等の早期発見・早期対応・
再発防止に努め、支援の隙間を作
らない体制を図っていきます。児
童通告があった場合の他、要保護
児童等が転入した場合も、通告・
連絡後48時間以内に児童の目視
による安全確認を行います。

関係機関との連携を図り、木更津市
児童虐待対応マニュアル及び千葉県
子ども虐待対応マニュアルに沿った
対応を実施し、児童虐待の早期発
見・早期対応・再発防止に努めまし
た。
児童虐待相談対応件数363件

引き続き、関係機関と連携し要保
護児童等の早期発見・早期対応・
再発防止に努め、支援の隙間を作
らない体制を図っていきます。児
童通告があった場合の他、要保護
児童等が転入した場合も、通告・
連絡後48時間以内に児童の目視
による安全確認を行います。

関係機関との連携を図り、木更津
市児童虐待対応マニュアル及び
千葉県子ども虐待対応マニュアル
に沿った対応を実施し、児童虐待
の早期発見・早期対応・再発防止
に努めた。

児童虐待相談対応件数431件
内訳：身体111件、性的5件、心理
的191件、ネグレクト124件

引き続き、関係機関と連携し要保
護児童等の早期発見・早期対応・
再発防止に努め、支援の隙間を
作らない体制を図っていく。
児童通告があった場合の他、要保
護児童等が転入した場合も、通
告・連絡後48時間以内に児童の
目視による安全確認を行う。

関係機関との連携を図り、木更津
市児童虐待対応マニュアル及び
千葉県子ども虐待対応マニュアル
に沿った対応を実施し、児童虐待
の早期発見・早期対応・再発防止
に努めた。

②
児童虐待防止ネットワークの
充実・強化

要保護児童、要支援児童及び特定妊婦の早期発見やそ
の適切な保護を図るため、関係機関等で情報・考え方を
共有し、適切な連携の下で対応していく施策です。
今後も、要保護児童対策地域協議会の代表者会議及び
実務者会議を実施するほか、保育施設や小中学校、主任
児童委員の主催する会議に積極的に参加し、児童虐待
防止における連携の必要性や、具体的な対応方法につ
いての理解促進に取り組みます。
また、個別の虐待事案については、個別ケース検討会議
を開催し、情報と課題の共有や役割分担を明確にし、関
係機関と連携を強化し取り組みます。

子育て支援課
施策の性質上評
価や目標値の設
定が困難である。

要保護児童対策地域協議会の
代表者会議及び実務者会議の
開催、その他関係機関が主催
する会議に参加し、要保護児
童、要支援児童家庭支援につ
いて、情報と課題の共有、役割
分担を明確にし、関係機関と
の連携強化に努めました。

Ｂ：7割以上9割未満

要保護児童対策地域協議会、実務
者会議を月1回、代表者会議を年
1回（11月）、個別ケース検討会議
を随時開催します。協議会構成機
関の他、事例に応じた関係機関と
も連携し役割分担・情報共有して
いきます。また、児童虐待防止の
意義を周知し未然防止にも努め
ます。

実務者会議、代表者会議は新型コロ
ナウィルス拡大の影響で規模を縮小
し実施することもありましたが予定
通りに実施しました。
代表者会議1回（11月）
実務者会議12回（毎月1回）
個別ケース検討会議延べ96回

要保護児童対策地域協議会、実務
者会議を月1回、代表者会議を年1
回（11月）、個別ケース検討会議を
随時開催します。協議会構成機関
の他、事例に応じた関係機関とも
連携し役割分担・情報共有してい
きます。また、児童虐待防止の意
義を周知し未然防止にも努めま
す。

予定通りに実施した。
代表者会議1回（11月）
実務者会議12回（毎月1回）
個別ケース検討会議延べ６５回

引き続き、要保護児童対策地域
協議会、実務者会議を月1回、代
表者会議を年1回（11月）、個別
ケース検討会議を随時開催する。
協議会構成機関の他、事例に応じ
た関係機関とも連携し役割分担・
情報共有していくとともに、児童
虐待防止の意義を周知し未然防
止にも努める。

代表者会議は講師派遣の都合に
より予定より1月遅れて開催とな
りましたが、予定通りに実施しま
した。代表者会議1回（12月）
実務者会議12回（毎月1回）
個別ケース検討会議延べ88回

③ DV対策事業

配偶者等からの暴力を受けている女性等を警察や千葉
県女性サポートセンター、君津健康福祉センター等の関
係機関と連携し、保護・支援活動を行う事業です。また、
子育て支援課において母子・父子自立支援員兼婦人相
談員等による相談活動を行います。
相談内容が複雑化・多様化していることから、今後は、
研修参加や業務の中で、相談担当者の更なる知識・相談
対応力の向上に取り組みます。

子育て支援課
施策の性質上評
価や目標値の設
定が困難である。

個々のケースの課題に応じ適
切な助言を行い相談者の問題
解決に努めました。

Ｂ：7割以上9割未満

引き続き、通告や相談に対し適切
な助言をし、相談者が問題解決で
きるよう努め、今後も継続して対
応していきます。相談時に必要な
社会資源を提示し、相談者自身が
支援方法を選択して問題解決で
きるよう努めます。

個々のケースの課題に応じ適切な助
言を行い相談者の問題解決に努め
ました。令和５年度も引き続き、適切
な対応に努めます。

引き続き、通告や相談に対し適切
な助言をし、相談者が問題解決で
きるよう努め、今後も継続して対
応していきます。相談時に必要な
社会資源を提示し、相談者自身が
支援方法を選択して問題解決でき
るよう努めます。

個々のケースの課題に応じ適切
な助言を行い相談者の問題解決
に努めた。令和６年度も引き続
き、適切な対応に努める。

昨年度に引き続き、通告や相談に
対し適切な助言をし、相談者が問
題解決できるよう努め、今後も継
続して対応していくこととする。
相談時に必要な社会資源を提示
し、相談者自身が支援方法を選択
して問題解決できるよう努める。

個々のケースの課題に応じ適切
な助言を行い相談者の問題解決
に努めた。（208件）
令和7年度も引き続き、適切な対
応に努める。

(2)発達を支援する環境の充実

① ※
未熟児をもつ保護者の会（す
くすく子育ての会）

未熟児をもつ保護者に対し、同じような境遇にある者同
士の集まる場の提供や、専門的な知識を提供すること
で、保護者が育児への不安や悩み等が軽減できるよう
支援する施策です。
今後は、保護者が安心して参加でき、対象者のニーズに
応じた支援ができるよう、関係機関と連携し、支援の充
実に取り組みます。

健康推進課
参加者数の経年
変化

感染症対策等を講じながら会
を実施しました。低出生体重
児は感染症に対する配慮が一
段と求められることから、保護
者同士で対面で集まるという
ニーズが低いことがわかりま
した。今後は現在行っている
地区担当による個別支援を実
施していきます。

A：9割以上

引き続き、地区担当による継続支
援を行う。感染症状況を踏まえ、
保護者同士が集まりサポートとし
あえる環境づくりを検討する。

感染対策を講じ、すくすく子育ての
会を1回開催した。5組の参加。ま
た、地区担当保健師による個別支援
に努めた。

すくすく子育ての会4回/年開催
予定。

すくすく子育ての会を４回実施し
た。参加者は延10組で参加率は
平均4.4％だった。参加人数は少
ないものの、参加者に行った実施
後のアンケートでは、満足度は高
いものとなった。

本市の低出生体重児の出生率が
低下しており、保護者のニーズが
個別支援であることから、会とし
ての開催はせず、地区担当保健
師による個別支援を行う。

地区担当保健師が訪問等で面接
し育児の不安や悩みが軽減でき
るよう個別支援を行なった。ま
た、状況に応じて関係機関に繫げ
たり継続的に支援する等、安心し
て育児ができるよう努めた。

② ※ 親子教室

子どもの発達や育児に悩みを抱えた幼児の親子を対象
に、集団教室を開催し、子どもの関わり方や子育てを保
護者とともに考える事業です。
今後は、保護者の育児不安を解消し、子どもが心理的に
安定した乳幼児期を過ごせるよう、支援の拡充に取り組
みます。また、地域別の出張型教室、療育開始に至るま
での機能を果たす教室の開催を検討します。

こども発達支
援課

親子教室の開催
回数および参加
者数の経年変化
教室参加者への
アンケートによる
満足度

①実施回数：47
回　　　　　　　　②
参加者数：実
120組/延351
組

ニーズに応じた
体制整備がはか
れている

１歳半健診から３歳半健診で
言葉の遅れが心配で教室を利
用したお子さんは7割と多い
傾向でしたが、保護者間でグ
ループトークの時間を設定す
ることで食事、排泄、休日の過
ごし方など育児をする中での
様々な悩みが聞かれ、専門職
からの助言だけではなく、保
護者間で対応方法を話し、自
己の振り返りや自己効力感を
育む機会ともなっています。

R6年度実績数
①実施回数：202回
（101日）
②参加者数：実165
組/延720組

Ｂ：7割以上9割未満

６月より感染症対策をしながら、１
回４組ずつの小集団での教室を
再開します。引き続き、子どもの
発達や育児不安への支援を継続
します。より専門的な支援が必要
な子どもは、こども相談等に繋げ
ながら、経過を見ていきます。

1歳6か月児健康診査で課題のあっ
た子どもの支援先としてひよこ教室
の利用が増加しています。
ひよこ教室（実79人／延282人）
あひる教室（実54人／延242人）
くじゃく教室（実16人／延77人）

新型コロナウイルス感染症対策か
らやむおえず家庭内で過ごし、交
流を図る機会が少ないことから発
達の遅れを心配する保護者が多
い傾向にあります。親子教室を通
して、周囲への興味や関心を広
げ、発達の経過を見て、適切な支
援へつなげていきます。

継続的に参加することで保護者
が子どもの成長を感じる機会に
なるとともに保護者同士の交流
の場にもなっている。利用事後ア
ンケートでは、開催日の増設を希
望するとの回答があった。
ひよこ教室（実83人／延324
人）
あひる教室（実59人／延258
人）
くじゃく教室（実27人／延164
人）

各教室に療育経験のある職員を
配置し、相談事業及び健康診査事
後のフォローアップ体制を強化す
る。保護者自身も教室で得た経験
と知識でより安定した子育てが
できるよう支援してまいりたい。

利用事後アンケートでは、子ども
の姿に変化を感じ、開催の頻度を
増やしてほしいとの回答率は５割
でした。頻度としては月１回から
月２～4回利用したいという希望
がありました。
ひよこ教室（実77人／延288
人）
あひる教室（実70人／延291
人）
くじゃく教室（実18人／延141
人）

③ ※ 発達に関する個別相談・指導

子ども相談事業においては、子どもの発達や育児の相
談に発達相談員が応じ、家庭等における配慮事項や具
体的な子育て方法について助言を行います。また、適
時、電話や面接等により個別相談を実施します。
今後は、子どもにどのような支援が必要かを見極める
ため、専門職の拡充とともに、所属先や他機関との連携
を充実し、保護者が必要な支援を理解していく「気づき
の支援」を行います。また、交通事情で来所が難しい方
を対象とした出張型の支援を検討します。

こども発達支
援課

こども相談利用
者数の経年変化

①実施回数：44
回
②利用者数：実
169人/延221
人

ニーズに応じた
体制整備がはか
れている

小学生までを対象としたこど
も相談では就学前の子どもの
相談が8割だが、１８歳までの
子どもを対象とした窓口相談
では就学後の子どもの相談が
６割となっています。来所方法
が様々であることから、訪問
対応を含めて柔軟な対応に努
めました。

R6年度実績数：
①実施回数：81回
②利用者数：実293
人/延403人

Ｂ：7割以上9割未満

引き続き、子どもの発達や育児の
相談に発達相談員が応じ、保護者
に寄り添いながら支援をしていき
ます。又、他機関との連携を柔軟
にはかっていきます。

こども相談（実２０９人／延３０８人）
相談主訴として、保育園・幼稚園で
の集団生活や行動をが苦手であると
所属園からの促しにより気づき、利
用につながることが増加していま
す。

保護者から所属先へ相談員が訪
問してほしいという希望があるこ
とから、所属園と保護者との関係
性を尊重しながら保護者のニーズ
に応えていきます。集団での様子
や発達状況により必要に応じて他
機関の支援へとつなげていきま
す。

窓口相談（実１９２人／延５２６人）
こども相談（実２８６人／延４００
人）
園・学校訪問（実３６人／延５８
人）
相談対象年齢を１８歳までと拡大
したことで小中学生の保護者か
らの相談が増加している。

特に集団生活での課題や学習面
での課題には所属先と連携でき
るよう、保護者との関係構築に努
めていく。保護者・所属先・市と支
援方針を共有することで子ども
を同じ目線で見守り、心身の発達
の促しを目指す。

窓口相談（実１０１人／延４９６人）
こども相談（実２９３人／延４０３
人）
園・学校訪問（実７３人／延１０５
人）
集団生活内において行動や発達
が気になり、外部の意見を交える
ことで保護者が安心しやすくな
り、在籍先への訪問希望が前年の
２倍増加しています。

④ ※ 障がい児療育支援事業

身近な地域での療育指導や療育相談を実施することに
より、在宅障がい児の障がいの軽減及び家族への支援
を図る事業です。
障がいが気になる子への相談体制が充実したことによ
り相談者が増えていることから、今後は、相談対応や指
導の質の向上に取り組みます。

こども発達支
援課

給付事業のため
評価困難。

子どもや家庭の困りごとは一
つの原因だけではなく、いろ
いろな要素が関係してくるた
め、全体的な支援が必要とな
り、子どもの発達面・行動面・
家庭環境・在籍先での様子ま
で広く見ることが必要となっ
ています。

Ｂ：7割以上9割未満

障がいが気になる子への相談体
制が充実したことにより相談者が
増えていることから、今後は、相
談対応や指導の質の向上に取り
組みます。

利用者の増加に伴い、平日及び土曜
日の支援も実施しました。

こども発達支援課設置に伴い、障
がい福祉課から事業を移管し、早
期に相談及び療育指導が受けられ
るよう支援の充実に取り組みま
す。

相談事業により子どもの発達段
階や家庭状況等のアセスメントを
もとに運動・心理・言語と各専門
職による療育を実施した。

相談事業により子どもの発達段
階や家庭状況等のアセスメントを
もとに運動・心理・言語と各専門
職による療育を実施する。

保護者の不安が大きくなる前に
専門職によるアセスメントやモニ
タリングを実施しました。早めに
気づいて支援をする予防的・包括
的な療育を行いました。

⑤ 児童発達支援

障がい児に対し、児童発達支援センターへの通所利用に
よって、日常生活における基本的動作の指導、集団生活
への適応訓練等の療育支援を行う施策です。
利用者が増えていることから、今後も、支援の充実に取
り組みます。

障がい福祉課・
こども発達支
援課
※R6よりこど
も発達支援課

給付事業のため
評価困難。

子どもの発達支援と家庭生活
の両立のニーズ及び保護者、
在籍先、支援機関の連携によ
り併用する家庭が増えていま
す。

Ｂ：7割以上9割未満

障がい児に対し、児童発達支援セ
ンター等への通所利用によって、
日常生活における基本的動作の
指導、集団生活への適応訓練等の
療育を行う施策です。
利用者が増えていることから、今
後も関係機関との連携を図りな
がら支援の充実に取り組みます。

新規利用者に対し、窓口・電話で適
切な事業所への案内を行いました。
更新者につきましては、支給が途切
れないよう、案内しました。

障がい児に対し、児童発達支援セ
ンター等への通所利用によって、
日常生活における基本的動作の
指導、集団生活への適応訓練等の
療育を行う施策です。
利用者が増えていることから、今
後も関係機関との連携を図りなが
ら支援の充実に取り組みます。

新規利用者に対し、窓口・電話で
適切な事業所への案内を行った。
更新者については、支給が途切
れないよう、案内した。

保育園・幼稚園との併用利用が増
加しているため、園と通所先とで
より効果的な支援が実施できる
よう、連携体制の構築に取り組ん
でいく。

３歳児から利用者数が増加してお
り、集団生活での課題から支援に
つながっています。

⑥ 保育所等訪問支援

保育所等に入園中の障がい児や今後入園予定の障がい
児に対し、児童発達支援センターの支援員が保育所に訪
問し、集団生活の適応のための専門的な支援を提供し、
保育所等の安定した利用を促進する施策です。
利用者が少なく、利用がしづらいという声があることか
ら、今後は、支援についての周知の強化とともに、利用
しやすい工夫の検討に取り組みます。

障がい福祉課・
こども発達支
援課
※R6よりこど
も発達支援課

給付事業のため
評価困難。

在籍先との協働関係を振り返
り、よりよい関係構築を図りな
がら、子どもの発達状況・支援
ニーズを再確認するサービス
となっています。

Ｂ：7割以上9割未満

保育所等に入園・入学中の障がい
児や今後入園・入学予定の障がい
児に対し、障がい児通所支援施設
の支援員が保育所等に訪問し、集
団生活適応のための専門的な支
援を提供し、保育所等の安定した
利用を促進する施策です。
利用できる施設が増えたことに
伴い、利用者が増えているため、
今後は関係機関との連携を図り
ながら支援の充実に取り組みま
す。

新規利用者に対し、窓口・電話で適
切な事業所への案内を行いました。
更新者につきましては、支給が途切
れないよう、案内しました。
公立小学校へのサービスの周知を、
学校教育課と連携して取り組みまし
た。

保育所等に入園・入学中の障がい
児や今後入園・入学予定の障がい
児に対し、障がい児通所支援施設
の支援員が保育所等に訪問し、集
団生活適応のための専門的な支
援を提供し、保育所等の安定した
利用を促進する施策です。
利用できる施設が増えたことに伴
い、利用者が増えているため、今
後は関係機関との連携を図りなが
ら支援の充実に取り組みます。

新規利用者に対し、窓口・電話で
適切な事業所への案内を行いま
した。更新者につきましては、支
給が途切れないよう、案内した。

保護者からの依頼によって提供
されるサービスである。保護者と
保育所等との距離を縮め、子ども
が安心・安全に過ごせる環境に
し、保育・教育の効果を最大現に
引き出せるよう制度理解の向上
を促すとともに、関係機関との連
携を図っていく。

在籍先への説明を事業所ともに
実施することで制度の理解がす
すみ、１事業所から年度末には４
事業所が訪問支援を実施するこ
とができました。
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施
策
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2期計画目標値 2期計画振り返り 令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画策定時（R元） 最終年度（R６）
振り返り結果
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計画実績値 達成度 取組み内容 実績結果 取組み内容 実績結果 取組み内容 実績結果

資料１

⑦ ※ 幼児言語教室運営事業

言語の発達に課題のある就学前の子どもに対し、指導
員による言葉の相談や指導等を実施する事業です。
支援施設や病院等関係機関に通いながら本教室の併用
を希望するケースが増えていることから、今後は、関係
機関との情報交換を行うとともに、相談者に寄り添った
相談対応や指導の質の向上に取り組みます。

こども発達支
援課

幼児言語教室の
相談利用者の推
移

①幼児言語教室
の利用者数
②相談者数

①幼児言語教室
の利用者数
②相談者数

年長児を対象とする言語検査
は４～５月に実施していました
が、保護者からの相談を年長
児進級３か月前から受けるこ
とにより、指導を早く開始する
ことができています。

R6年度実績数：
①２２０人
②面談１５４人
 　電話７１１人

Ｂ：7割以上9割未満
幼児言語教室の運営（ことばの相
談含む）

主に年長児を中心とした在籍者1６
８名に対し1，738回の言語指導を
行い、来所相談及び電話相談を
767 回実施しました。

こども発達支援課設置に伴い、ま
なび支援センターから事業を移管
し、ことばの課題に応じた指導、助
言の充実を図ります。また、就学
前の幼児を対象としていることか
ら、就学先への引継ぎ等切れ目な
い支援に取り組みます。

年長児を対象とした教室である
ものの、年中児からの相談希望が
あったことから年明け１月から広
報等で周知をし、早期相談支援を
実施した。また、小学校生活へス
ムーズに移行できるよう保護者
の同意のもと、入学予定校に引き
継ぎを行った。
在籍数（年長児）１９１人
在籍数（年中児）　４８人
延指導回数　２，４８９回

就学移行期は心身共に負担がか
かる時期であることから、新たな
学びの場でのスムーズなスタート
ができるよう、小学校との円滑な
接続に取り組んでいく。小学校生
活を意識したプログラムを組み、
グループでの指導を新たに実施
する。

在籍数（年長児）１６７人
在籍数（年中児）　５３人
総指導回数　　２１８８回
ことばの発達状態や特性を把握
し、個別・グループと個々に応じ
た指導を実施しました。

(3)障がい児をもつ家庭への支援

① ※ 障害児保育事業

市内の全ての保育園において、保護者の就労や疾病等
で、保育の必要性のある集団保育が可能な障がいのあ
る児童の保育を行う事業です。
障害認定までに至らない乳幼児の入園が増加している
ことから、今後も、関係機関等と連携し、一人ひとりに応
じた保育が進められよう適切な体制づくりに取り組みま
す。

こども保育課
障害児保育の実
施状況と推移

①障害児保育の
実施状況：１５
園、
②障害児保育の
体制づくりの状
況:約８割の園が
対応しておる

市内の保育園に
おいて、保護者の
就労や疾病等で、
保育の必要性の
ある集団保育が
可能な障がいの
ある児童の保育
を推進する。

計画目標値である実施状況園
は達成したが、体制づくりの状
況は未達成。

障害児保育の実施
状況：21園

障害児保育の体制
づくりの状況：約6
割の園が対応
（R6見込値）

Ｃ：5割以上7割未満

市内の保育園において、保護者の
就労や疾病等で、保育の必要性の
ある、集団保育が可能な障がいの
ある児童の保育を推進していき
ます。

障害児保育の実施状況：17園

障害児保育の体制づくりの状況：約
6割の園が対応

市内の保育園において、保護者の
就労や疾病等で、保育の必要性の
ある、集団保育が可能な障がいの
ある児童の保育を推進していきま
す。
また、令和5年度より、障害認定ま
で至らない乳幼児に対しても、市
が認める障害児であれば補助の
対象とし、一人ひとりに応じた保
育が進められよう適切な体制づく
りに取り組みます。

障害児保育の実施状況：19園

障害児保育の体制づくりの状況：
約6割の園が対応

市内の保育園において、保護者
の就労や疾病等で、保育の必要
性のある、集団保育が可能な障
がいのある児童の保育を推進し
ていく。
また令和６年度より、保育士の補
助額を増額することにより、保育
士を雇用し、障害児保育の体制拡
充に取り組む。

障害児保育の実施状況：21園

障害児保育の体制づくりの状況：
約6割の園が対応

② 障がい児福祉サービス

在宅での介護や、日常生活・集団生活への適応指導等を
必要とする障がい児に対して、ホームヘルプサービスや
短期入所等の支援を行う事業です。
障がい児を預かる入所施設が近隣にないことから、今
後は、関係機関と連携して支援を検討します。

障がい福祉課
給付事業のため
評価困難。

新規の利用希望者に対して、
案内を適切に行った。

Ｂ：7割以上9割未満

在宅での介護や、日常生活・集団
生活への適応指導等を必要とす
る障がい児に対して、ホームヘル
プサービスや短期入所等の支援
を行う施策です。
障がい児を対象とした施設が近
隣に少ないことから、今後は関係
機関と情報共有・連携をして支援
を検討します。

新規の利用希望者に対して、案内を
適切に行いました。現段階でも対象
施設が増えていないこともあり、関
係機関との情報共有も継続して行い
ました。

在宅での介護や、日常生活・集団
生活への適応指導等を必要とする
障がい児に対して、ホームヘルプ
サービスや短期入所等の支援を行
う施策です。
障がい児を対象とした施設が近隣
に少ないことから、今後は関係機
関と情報共有・連携をして支援を
検討します。

新規の利用希望者に対して、案内
を適切に行った。

在宅での介護や、日常生活・集団
生活への適応指導等を必要とす
る障がい児に対して、ホームヘル
プサービスや短期入所等の支援
を行う施策である。
障がい児を対象とした施設が近
隣に少ないことから、今後は関係
機関と情報共有・連携をして支援
を検討する。

新規の利用希望者に対して、案内
を適切に行った。

③ 放課後等デイサービス

学校就学中の障がい児に対して、放課後や夏休み等の
長期休暇中での生活能力向上のための訓練等を継続的
に行う施策です。
保護者のレスパイト（休息）のため、利用者が増えている
ことから、今後も、関係機関と連携して支援の充実を図
ります。

障がい福祉課・
こども発達支
援課
※R6よりこど
も発達支援課

給付事業のため
評価困難。

保護者の就労状況の変化に伴
い、サービス利用者が増加傾
向にあります。

Ｂ：7割以上9割未満

学校就学中の障がい児に対して、
放課後や夏休み等の長期休暇中
での生活能力向上のための訓練
等を継続的に行う施策です。
保護者のレスパイト（休息）のた
め、利用者が増えていることか
ら、今後も関係機関と連携して支
援の充実を図ります。

新規利用者に対し、窓口・電話で適
切な事業所への案内を行いました。
更新者につきましては、支給が途切
れないよう、案内しました。

学校就学中の障がい児に対して、
放課後や夏休み等の長期休暇中
での生活能力向上のための訓練
等を継続的に行う施策です。
保護者のレスパイト（休息）のた
め、利用者が増えていることから、
今後も関係機関と連携して支援の
充実を図ります。

新規利用者に対し、窓口・電話で
適切な事業所への案内を行った。
更新者につきましては、支給が途
切れないよう、案内した。

利用ニーズが高まり、複数事業所
を組み合わせて利用する傾向に
あることから当該児及びその保
護者の必要とする支援が途切れ
ることのないよう関係機関との
連携に取り組んでいく。

高学年になるにつれて子ども自
身の自立心の高まりや進路の兼
ね合いで利用者数は減少してい
くいきます。モニタリングを行い、
支援内容を個々の成長や年齢に
あった療育支援を実施すること
に努めました。

④ 育成医療

身体上の障がいを有する児童や将来機能障がいを残す
恐れがある疾患を有する児童に対し、医療費の軽減を
行う制度です。
申請者が少ないことから、今後も、医療機関や市のホー
ムページ等を通じ周知の強化を行うとともに、更新者に
対しては、必ず更新するよう案内状の配布に取り組みま
す。

障がい福祉課
給付事業のため
評価困難。

新規対象者に対して、市の
ホームページ及び窓口での周
知徹底を図った。更新者に対
しては支給が途切れないよう
案内に取り組んだ。

Ｂ：7割以上9割未満
新規対象者に対しては市のホーム
ページ等を通じた周知の強化と
窓口対応を行います。

新規対象者に対して、市のホーム
ページ及び窓口での周知徹底を図り
ました。更新者に対しては支給が途
切れないよう案内に取り組みまし
た。

新規対象者に対しては市のホーム
ページ等を通じた周知の強化と窓
口対応を行います。

新規対象者に対して、市のホーム
ページ及び窓口での周知徹底を
図った。更新者に対しては支給が
途切れないよう案内に取り組ん
だ。

新規対象者に対しては市のホー
ムページ等を通じた周知の強化
と窓口対応を行うとともに、更新
者に対しては、制度の案内に取り
組むこととする。

新規対象者に対して、市のホーム
ページ及び窓口での周知徹底を
図った。更新者に対しては支給が
途切れないよう案内に取り組ん
だ。

⑤ 障害児福祉手当

生活の安定と福祉の増進に向け、20歳未満の在宅の重
度障がい児に対し、手当てを給付する制度です。ただ
し、施設入所者や年金受給者は除くとともに、所得制限
があります。
対象者に対し漏れなく案内をする必要があることから、
今後も、新規対象者に対しては、市のホームページ等を
通じた周知強化と窓口対応を行うとともに、更新者に対
しては、制度の案内の取り組みます。

障がい福祉課
給付事業のため
評価困難。

新規対象者に対して、市の
ホームページ及び窓口での周
知徹底を図った。更新者に対
しては支給が途切れないよう
案内に取り組んだ。

Ｂ：7割以上9割未満

新規対象者に対しては、市のホー
ムページ等を通じた周知強化と窓
口対応を行うとともに、更新者に
対しては、制度の案内に取り組み
ます。

新規対象者に対して、市のホーム
ページ及び窓口での周知徹底を図り
ました。更新者に対しては支給が途
切れないよう案内に取り組みまし
た。

新規対象者に対しては、市のホー
ムページ等を通じた周知強化と窓
口対応を行うとともに、更新者に
対しては、制度の案内に取り組み
ます。

新規対象者に対して、市のホーム
ページ及び窓口での周知徹底を
図った。更新者に対しては支給が
途切れないよう案内に取り組ん
だ。

新規対象者に対しては、市のホー
ムページ等を通じた周知強化と
窓口対応を行うとともに、更新者
に対しては、制度の案内に取り組
むこととする。

新規対象者に対しては、市のホー
ムページ等を通じた周知強化と
窓口対応を行うとともに、更新者
に対しては、制度の案内に取り組
んだ。

⑥ 心身障害児童福祉手当

20歳未満の障がい児を看護している方に対し、当該障
がい児の生活の安定と福祉の増進を図るために手当を
給付する制度です。ただし、障害児福祉手当を受給して
いる児童は除きます。
対象者に対し漏れなく案内をする必要があることから、
今後も、新規対象者に対しては、市のホームページ等を
通じた周知強化と窓口対応を行うとともに、更新者に対
しては、制度の案内に取り組みます。

障がい福祉課
給付事業のため
評価困難。

新規対象者に対して、市の
ホームページ及び窓口での周
知徹底を図った。更新者に対
しては支給が途切れないよう
案内に取り組んだ。

Ｂ：7割以上9割未満

新規対象者に対しては、市のホー
ムページ等を通じた周知強化と窓
口対応を行うとともに、更新者に
対しては、制度の案内に取り組み
ます。

新規対象者に対して、市のホーム
ページ及び窓口での周知徹底を図り
ました。更新者に対しては支給が途
切れないよう案内に取り組みまし
た。

新規対象者に対しては、市のホー
ムページ等を通じた周知強化と窓
口対応を行うとともに、更新者に
対しては、制度の案内に取り組み
ます。

新規対象者に対して、市のホーム
ページ及び窓口での周知徹底を
図った。更新者に対しては支給が
途切れないよう案内に取り組ん
だ。

新規対象者に対しては、市のホー
ムページ等を通じた周知強化と
窓口対応を行うとともに、更新者
に対しては、制度の案内に取り組
むこととする。

新規対象者に対しては、市のホー
ムページ等を通じた周知強化と
窓口対応を行うとともに、更新者
に対しては、制度の案内に取り組
んだ。

⑦ 特別児童扶養手当

20歳未満の障がい児を家庭で看護している方に対し、
当該障がい児の福祉の増進を図るために手当を給付す
る制度です。ただし、施設入所者や年金受給者は除くと
ともに、所得制限があります。
対象者に対し漏れなく案内をする必要があることから、
今後も、新規対象者に対しては、市のホームページ等を
通じた周知強化と窓口対応を行うとともに、更新者に対
しては、制度の案内に取り組みます。

障がい福祉課
給付事業のため
評価困難。

新規対象者に対して、市の
ホームページ及び窓口での周
知徹底を図った。更新者に対
しては支給が途切れないよう
案内に取り組んだ。

Ｂ：7割以上9割未満

新規対象者に対しては、市のホー
ムページ等を通じた周知強化と窓
口対応を行うとともに、更新者に
対しては、制度の案内に取り組み
ます。

新規対象者に対して、市のホーム
ページ及び窓口での周知徹底を図り
ました。更新者に対しては支給が途
切れないよう案内に取り組みまし
た。

新規対象者に対しては、市のホー
ムページ等を通じた周知強化と窓
口対応を行うとともに、更新者に
対しては、制度の案内に取り組み
ます。

新規対象者に対して、市のホーム
ページ及び窓口での周知徹底を
図った。更新者に対しては支給が
途切れないよう案内に取り組ん
だ。

新規対象者に対しては、市のホー
ムページ等を通じた周知強化と
窓口対応を行うとともに、更新者
に対しては、制度の案内に取り組
むこととする。

新規対象者に対しては、市のホー
ムページ等を通じた周知強化と
窓口対応を行うとともに、更新者
に対しては、制度の案内に取り組
んだ。

⑧ 補装具の交付・修理事業

身体障害者手帳を所持する児童の障がいの程度に応じ
て、義肢・装具・補聴器・車いす・歩行器・つえ等の購入・
修理に要した費用を補助する制度です。ただし、一部自
己負担金があります。
対象者に対し漏れなく案内をする必要があることから、
今後も、希望者が制度を利用できるよう、手帳取得時に
対象となる用具類の案内を行います。

障がい福祉課
給付事業のため
評価困難。

新規対象者に対して、手帳取
得時に対象となる用具類の案
内を行うとともに、修理希望
者に対しても同様に、制度の
案内を漏れなく行った。

Ｂ：7割以上9割未満

新規対象者に対しては、手帳取得
時に対象となる用具類の案内を
行うとともに、修理希望者に対し
ても同様に制度の案内に取り組
みます。

新規対象者に対して、手帳取得時に
対象となる用具類の案内を行うとと
もに、修理希望者に対しても同様
に、制度の案内を漏れなく行いまし
た。

新規対象者に対しては、手帳取得
時に対象となる用具類の案内を行
うとともに、修理希望者に対して
も同様に制度の案内に取り組みま
す。

新規対象者に対して、手帳取得時
に対象となる用具類の案内を行
うとともに、修理希望者に対して
も同様に、制度の案内を漏れなく
行った。

新規対象者に対しては、手帳取得
時に対象となる用具類の案内を
行うとともに、修理希望者に対し
ても同様に制度の案内に取り組
むこととする。

新規対象者に対しては、市のホー
ムページ等を通じた周知強化と
窓口対応を行うとともに、更新者
に対しては、制度の案内に取り組
んだ。

⑨
日常生活用具の給付・貸与事
業

在宅の身体障害者手帳を所持する児童に対し、障がい
の程度に応じて、特殊マット・訓練用ベット・便器・入浴補
助用具・住宅改修等の給付や貸与を行う制度です。
対象者に対し漏れなく案内をする必要があることから、
今後も、希望者が制度を利用できるよう、手帳取得時に
対象となる用具類の案内を行います。

障がい福祉課
給付事業のため
評価困難。

新規対象者に対して、手帳取
得時に対象となる用具類の案
内を漏れなく行った。

Ｂ：7割以上9割未満
新規対象者に対して手帳取得時
に対象となる用具類の案内を行
います。

新規対象者に対して、手帳取得時に
対象となる用具類の案内を漏れなく
行いました。

新規対象者に対して手帳取得時に
対象となる用具類の案内を行いま
す。

新規対象者に対して、手帳取得時
に対象となる用具類の案内を漏
れなく行った。

新規対象者に対して手帳取得時
に対象となる用具類の案内を行
う。

新規対象者に対して、手帳取得時
に対象となる用具類の案内を漏
れなく行った。

⑩ 紙おむつの給付事業

在宅の重度障がいがあり、寝たきりや常時失禁状態に
ある３歳以上の児童に対し、紙おむつを給付する制度で
す。
対象者に対し漏れなく案内をする必要があることから、
今後も、希望者が制度を利用できるよう、手帳取得時に
事業の案内を行います。

障がい福祉課
給付事業のため
評価困難。

手帳取得時及び程度変更時
に、制度の案内を漏れなく行
い、周知徹底を図った。

Ｂ：7割以上9割未満
新規対象者に対して手帳取得時
に制度の案内を行い、周知の強化
に取り組みます。

手帳取得時及び程度変更時に、制度
の案内を漏れなく行い、周知徹底を
図りました。

新規対象者に対して手帳取得時に
制度の案内を行い、周知の強化に
取り組みます。

手帳取得時及び程度変更時に、
制度の案内を漏れなく行い、周知
徹底を図った。

新規対象者に対して手帳取得時
に制度の案内を行い、周知の強
化に取り組むこととする。

手帳取得時及び程度変更時に、
制度の案内を漏れなく行い、周知
徹底を図った。

⑪ その他の福祉サービス

身体障害者手帳又は療育手帳の所持者に対し、障がい
の程度により、税制上の特別措置をはじめ、電車・バス・
航空料金の割引、有料道路料金の割引、福祉タクシー券
のサービス等を提供する制度です。
対象者に対し漏れなく案内をする必要があることから、
今後も、希望者が制度を利用できるよう、手帳取得時に
サービスの案内を行います。

障がい福祉課
給付事業のため
評価困難。

手帳取得時及び程度変更時
に、制度の案内を漏れなく行
い、周知徹底を図った。

Ｂ：7割以上9割未満
手帳新規取得時及び程度変更時
に制度の案内を行い、周知の強化
に取り組みます。

手帳取得時及び程度変更時に、制度
の案内を漏れなく行い、周知徹底を
図りました。

手帳新規取得時及び程度変更時
に制度の案内を行い、周知の強化
に取り組みます。

手帳取得時及び程度変更時に、
制度の案内を漏れなく行い、周知
徹底を図った。

手帳新規取得時及び程度変更時
に制度の案内を行い、周知の強
化に取り組むこととする。

手帳取得時及び程度変更時に、
制度の案内を漏れなく行い、周知
徹底を図った。
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基本
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施
策

事業
番号

施策項目 施策内容 担当課 評価の考え方

2期計画目標値 2期計画振り返り 令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画策定時（R元） 最終年度（R６）
振り返り結果

（計画目標値を設定していた場
合、その内容を踏まえ記載）

計画実績値 達成度 取組み内容 実績結果 取組み内容 実績結果 取組み内容 実績結果

資料１

(4)ひとり親家庭への支援

①
ひとり親家庭に対する自立
支援の充実

ひとり親家庭等の自立支援に向け、各種相談やサービス
利用、問題解決に向けた支援を行う施策です。また、安
定した職と収入の確保による ひとり親家庭の自立を目
指し、自立支援教育訓練給付金事業や高等職業訓練促
進給付金等事業を行います。
今後も、ひとり親家庭に対する自立支援のため、ハロー
ワーク等と連携し、技術修得や資格取得後、就労に結び
つくよう支援の充実に取り組みます。

子育て支援課
給付事業のため
評価困難。

対象者への給付金の支給及
び、事前相談に対応すること
でひとり親家庭の資格取得に
よる自立支援に努めました。

Ｂ：7割以上9割未満

母子家庭等の生活の安定を図る
ため、就職に有利な資格取得を目
的に自立支援教育訓練給付金や
高等技能訓練促進費を給付する
ことで、資格取得後の経済的自立
と生活意欲向上を促します。

対象者への給付金の支給及び、事前
相談に対応することで、ひとり親家
庭の資格取得による自立支援に努
めました。令和５年度も引き続き適
切な対応に努めます。

母子家庭等の生活の安定を図る
ため、就職に有利な資格取得を目
的に自立支援教育訓練給付金や
高等技能訓練促進費を給付するこ
とで、資格取得後の経済的自立と
生活意欲向上を促します。

対象者への給付金の支給及び、
事前相談に対応することで、ひと
り親家庭の資格取得による自立
支援に努めた。令和６年度も引き
続き適切な対応に努める。

引き続き母子家庭等の生活の安
定を図るため、就職に有利な資格
取得を目的に自立支援教育訓練
給付金や高等技能訓練促進費を
給付することで、資格取得後の経
済的自立と生活意欲向上を促す。

対象者への給付金の支給及び、
事前相談に対応することで、ひと
り親家庭の資格取得による自立
支援に努めた。（母子父子自立支
援員県女性相談支援員相談件数
818件、自立支援教育給付金2
件、高等職業訓練促進給付金9
件）

② 児童扶養手当

父母の離婚等で、父又は母と生計を同じくしていないひ
とり親家庭等の生活の安定と自立の促進に寄与し、子
どもの福祉の増進を図ることを目的として、児童扶養手
当を支給する制度です。
今後も、制度の周知強化に取り組みます。

子育て支援課
給付事業のため
評価困難。

ひとり親家庭等の生活の安定
と自立の促進に寄与し、子ど
もの福祉増進を図るため、広
報、ＨＰ等により制度の周知に
努め、窓口でも制度案内を行
いました。その他相談等があっ
た場合には、関係機関につな
げ、総合的な支援を行いまし
た。

Ｂ：7割以上9割未満

引き続き、ひとり親家庭等の生活
の安定と自立の促進に寄与し、子
どもの福祉増進を図るため、広
報、ＨＰ等により制度の周知、申請
方法の案内に努め、その他の相談
等があれば、関係機関につなげ、
総合的な支援を行います。

ひとり親家庭等の父母等へ児童扶養
手当支給に係る書類を受理及び審
査し、手当を支給しました。
支給対象者883人（R５.3末）

引き続き、ひとり親家庭等の生活
の安定と自立の促進に寄与し、子
どもの福祉増進を図るため、広
報、ＨＰ等により制度の周知、申請
方法の案内に努め、その他の相談
等があれば、関係機関につなげ、
総合的な支援を行います。また、
今年度より電子申請を開始するこ
とで、申請にともなう市民の負担
削減を図ります。

ひとり親家庭等の父母等へ児童
扶養手当支給に係る書類を受理
及び審査し、手当を支給した。
支給対象者879人（R6.3末）

また、電子申請により21件の申
請があり、申請に伴う、市民の負
担軽減につながった。
電子申請者21件（R6.3末）

引き続き、ひとり親家庭等の生活
の安定と自立の促進に寄与し、子
どもの福祉増進を図るため、広
報、ＨＰ等により制度の周知、申
請方法の案内に努め、その他の相
談等があれば、関係機関につな
げ、総合的な支援を行う。

ひとり親家庭等の父母等へ児童
扶養手当支給に係る書類を受理
及び審査し、手当を支給した。
支給対象者○○〇人（R7.3末）

また、現況届の電子申請を可能と
し、申請に伴う、市民の負担軽減
につながった。
電子申請者297件（R7.3末）

③
ひとり親家庭等医療費等助
成事業

ひとり親家庭等の福祉の増進を図ることを目的として、
ひとり親家庭の父母等及びその児童に対し、保険診療
範囲内において、医療費、調剤費等の一部を助成する制
度です。
今後も制度の周知強化に取り組みます。

子育て支援課
助成事業のため
評価困難。

ひとり親家庭等の福祉の増進
を図るため、医療費の助成を
行いました。子ども医療費助
成事業の制度改正に伴い対象
者は減少したものの、ひとり
親家庭の父母等へ経済的負担
の軽減と保健向上を図りまし
た。

Ｂ：7割以上9割未満

引き続き、ひとり親家庭等の福祉
の増進を図るため、ひとり親家庭
等に対し、医療費等の助成を行う
とともに、広報、HP等により制度
の周知、申請方法の案内に努めま
す。

ひとり親家庭等の父母等及びその児
童に対し医療費等の一部の助成を行
い、ひとり親等世帯の経済的負担の
軽減と保健向上を図りました。
受給資格者 1,346人

引き続き、ひとり親家庭等の福祉
の増進を図るため、ひとり親家庭
等に対し、医療費等の助成を行う
とともに、広報、HP等により制度
の周知、申請方法の案内に努めま
す。

ひとり親家庭等の父母等及びそ
の児童に対し医療費等の一部の
助成を行い、ひとり親等世帯の経
済的負担の軽減と保健向上を
図った。
受給資格者 2,244人

引き続き、ひとり親家庭等の福祉
の増進を図るため、ひとり親家庭
等に対し、医療費等の助成を行う
とともに、広報、HP等により制度
の周知、申請方法の案内に努め
る。

ひとり親家庭等の父母等及びそ
の児童に対し医療費等の一部の
助成を行い、ひとり親等世帯の経
済的負担の軽減と保健向上を
図った。
受給資格者 1,688人

④ 相談体制の整備

母子・父子自立支援員兼婦人相談員や相談担当者が、家
庭の状況に応じて、児童の養育、資金の貸付け等の相談
に応ます。
相談内容が複雑化・多様化していることから、今後も研
修参加や業務の中で、更なる知識や相談技術の向上に
取り組みます。

子育て支援課 研修の参加回数 研修会参加回数 研修会参加回数

ZOOMでの研修開催もあり、
職員１名、母子・父子自立支援
員２名は１７回、職員４名、こど
も家庭相談員・家庭相談員５
名は１９回の研修参加を行い
ました。

令和６年は職員１名、
母子・父子自立支援
員２名は１７回、職員
４名、こども家庭相
談員・家庭相談員５
名は１９回。

Ｂ：7割以上9割未満
引き続き、各種研修に参加し、相
談技術の向上、スキルアップに努
めます。

令和４年度は母子・父子自立支援員
２名については２回。こども家庭相
談員・家庭相談員５名についてはの
べ９回の研修参加を行いました。

引き続き、各種研修に参加し、相
談技術の向上、スキルアップに努
めます。

令和５年度は母子・父子自立支援
員２名については５回。こども家
庭相談員・家庭相談員５名につい
てはのべ５回の研修参加を行っ
た。

昨年に引き続き、各種研修に参
加し、相談技術の向上、スキル
アップに努める。

令和６年は職員１名、母子・父子自
立支援員２名は１７回、職員４名、
こども家庭相談員・家庭相談員５
名は１９回の研修参加を行いまし
た。

⑤
母子父子寡婦福祉基金の貸
付

母子家庭、父子家庭及び寡婦家庭に対し、就学支度資金
や修学資金等の貸付に関する相談を行う制度です。
今後も、ひとり親家庭等に対して、制度の周知強化に取
り組むほか、貸付が利用できない場合等には、必要に応
じ、別の社会資源の紹介を行います。

子育て支援課
給付事業のため
評価困難。

令和６年度に関しては母子・父
子寡婦福祉資金貸付の対象者
は１名でした。相談者には必要
に応じ、他の制度の紹介等を
行いました。

Ｂ：7割以上9割未満

母子家庭等への経済的自立を支
援するため、引き続き各種援護資
金貸付の受付事務やその他の制
度の紹介等、相談支援に努めま
す。

令和４年度に関しては母子・父子寡
婦福祉資金貸付の対象者は１名でし
た。相談者には必要に応じ、他の制
度の紹介等を行いました。令和4年
度も引き続き適切な対応に努めま
す。

母子家庭等への経済的自立を支
援するため、引き続き各種援護資
金貸付の受付事務やその他の制
度の紹介等、相談支援に努めま
す。

令和５年度に関しては母子・父子
寡婦福祉資金貸付の対象者は１
名。相談者には必要に応じ、他の
制度の紹介等を行った。令和６年
度も引き続き適切な対応に努め
ていく。

引き続き、母子家庭等への経済
的自立を支援するため、引き続き
各種援護資金貸付の受付事務や
その他の制度の紹介等、相談支
援に努める。

令和６年度に関しては母子・父子
寡婦福祉資金貸付について複数
の相談はあったが、対象者は０名
であった。相談者には必要に応
じ、他の制度の紹介等を行った。
令和７年度も引き続き適切な対
応に努めていく。

⑥ 遺児手当

父か母が死亡又は一定の障がい状態となっている家庭
の児童を監護している児童扶養手当の受給資格のある
方を対象に、遺児手当を支給する制度です。
今後も、児童扶養手当の新規申請時の案内時等、制度
の周知強化に取り組みます。

子育て支援課
給付事業のため
評価困難。

遺児となった児童の健全な育
成を図るため、手当を支給し
た。引き続き、制度の周知及び
申請方法の案内を実施し、利
用者が制度を十分活用できる
体制を整備していく。

Ｂ：7割以上9割未満

引き続き、遺児となった児童の健
全な育成を図るため、手当を支給
するとともに、児童扶養手当の新
規申請時の案内時やＨＰ等によ
り、制度の周知強化に取り組みま
す。

父か母が死亡又は一定の障がい状
態となっている家庭の児童を監護し
ている児童扶養手当の受給資格の
ある方に対し、手当に係る申請の受
付及び審査をし、手当の支給を行い
ました。
支給対象者　5世帯6人（小学生1
人、中学生１人、高校生4人）

引き続き、遺児となった児童の健
全な育成を図るため、手当を支給
するとともに、児童扶養手当の新
規申請時の案内時やＨＰ等によ
り、制度の周知強化に取り組みま
す。

父か母が死亡又は一定の障がい
状態となっている家庭の児童を
監護している児童扶養手当の受
給資格のある方に対し、手当に係
る申請の受付及び審査をし、手当
の支給を行った。
支給対象者　1世帯1人（高校生1
人）

引き続き、遺児となった児童の健
全な育成を図るため、手当を支給
するとともに、児童扶養手当の新
規申請時の案内時やＨＰ等によ
り、制度の周知強化に取り組むも
のとする。

父か母が死亡又は一定の障がい
状態となっている家庭の児童を
監護している児童扶養手当の受
給資格のある方に対し、手当に係
る申請の受付及び審査をし、手当
の支給を行った。
支給対象者　2世帯2人（中学生１
人、高校生1人）
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